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帝政ロシヤ労働政策の展開過程

荒文章雄

I 

改革後のロシヤにおける自由な賃労働の形成史と，それに対F志する労働政

策の歴史を考える場合，その前史として，工場緊縛農民の中からの基幹工業

労働者 (MaCTepOBbJ説)の発生， および地主領農民ないし国有地農民の稼わ

れ仕事 (3apa6oTOK) から発展した自由窟傭労働者の二つが注呂される。前

者すなわち隷属労働者は， 1861年の改革との直接的関連のもとに一応解消し

たが後者は改革後の農民がながく一時的義務負担農民としておかれたこと，

分与地っき解放によって村落共同体とのつながりが切れなかったことなどに

よって，改革後へもひきつづくものであった。

農民の自由雇傭を規制した1835年法は， したがって，

躍史的展開を考える場合にも出発点となるものである。内容は以下のごとく

である。「第 1条， 納税義務ある者にして上司あるいはその領主から;誌の規

定する旅券あるいは所定の書状を受けたものは，すべて旅券によってえられ

た賜暇期間のうちのある期間または全期間にわたって，工場の作業に雇傭さ

れることを許されるO しかし所定の期間を超ゆることはできない。第2

これに基いて，工場あるいは仕事場の作業に雇傭契約を結んだ者は，一この工

場主の間意、なくしては，契約期間の満了前にその仕事場を退去することを，

禁ぜられるO またその期間中は，最初定められた以上の出来高払いの追加支

給を要求することも許されない。それゆえに旅券あるいは奮状を発給した領

主あるいは上司は，雇傭契約を結んだ労働者を，旅券に記載された期限の満

了前に，あるいは契約期間が旅券に記載された期限以前にきれるものならぽ

その契約期間の終了以前に呼びかえす権利あるいはそれを工場主に要求する
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権利をもたなし、。第3条，工場主あるいは事業主は，労働者がその義務を果

さなかったこと，あるいは彼の素行が不良なることのゆえをもって，契約期

間満了前に彼を解雇する権利をもっている。しかし，このためには，工場主

は解腫の 2週間前に労働者に予告する義務がある円。旅券により賜暇期間

内自由になった農民は，腫主を自由にえらんで、稼われ仕事につく，そのかぎ

りで自由濯傭である。しかし，ーたび期間を定めて雇傭契約を結んだ以L

それは農民を拘束する。彼はそこに短期間ではあれ「緊縛Jされる。

多くの場合，管芳IJを加える程度の権利をもっている。たとえ「自由Jな契約

であっても，身分昔話社会の秩序を保持するために，その契約そのものを固定

させ，契約破棄の自由を一定限度以上に昔話摂するとき，それは身分制社会そ

のものの純粋な構成部分にもなりうることに注意、しなくてはなるまい。

身分制社会をゆるがすものに対しては，もちろん刑事責任が用意、されてい

る。 1845年の「刑事的，態治的処罰に関する法典 (YJIOAeHHe 0 HaKa3aHHHX 

yrOJIOBHblX H HCrrpaBHTeJIbHbIX) Jの1791条には「工場民(中a6pH'lHbIe H 

3呂田瓦CKHeJIIO，lLb) が，工場所有者あるいは管理者に対して，全アノレテリをも

ってあるいは群衆をもって明らかな反抗をなした場合には，樹立されたる政

府権力への蜂起のかどで，科人は，法典第284，第285，第286，第287，第289，第

290，第294条に規定されている処罰をうけるJ とあり， 第284条には「身分

をはく脱され， 鉱山に徒刑因として15年乃査20年追放されるJとあり， 第

285条には， 徒荊12年乃至15とあった。第 1792条には， I任意の製作所，工

場，作業場において，震主を強制して白からのうけている支払いを引き上げ

るために，その事業所の持主との間に約定されている期間の満了以前に作業

を中止することを労働者間で秘密協定 (CTa'lKa) したかどにより，科人は，

首謀者は3週間以上3ヶ月以下の禁銅，その他は7日以上3週間以下の禁鏑

に処せられるJ，とあった2)。前者は暴動，蜂起を， 後者はストライキを対

象とした条文である。両者のあいだに，その最大の最烈jをみた場合，非常な

らがし、のあることが注百されるO また，ストライキを対象とした後者すなわ

ち第1792条には， 要件として， I約定されている期間の満了以前にj とある
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こと，すなわち契約の空字国性の原則の鑓害があげられていること，および，

それがまさに刑事業任の対象とされていることが注目されるべきであるO

ツア{政権は，農民改革とならんで，労働者・手工業者を規制する法制の

再検討を計画し，すでに1859年から1860年にかけて，シユタケザベノレグ委員

会 (KOMHCCHlI山1'aKJIb6epra)に修正法案の準備をさせていた。委員会は数

人の高級官吏よりなり，工場労働者に関するドイツとブラ γスの法律を研究

し 5冊の報告書を作成し，法律案をまとめた。これらは1865年印刷に付さ

れた。その中には，労働者と工場主のまさつが主として賃金をめぐるもので

あるからして，それを防ぐために支払通帳 (pac明1'HalI1'e1'pa，l¥b) を採用す

ること〈設)，工場主と労働者から同数だけ選ばれる選挙制jの裁判官をおく工

業裁判所をもうけること，労働者にある程度の結社の自由を与えることなど

の規定があった円

(設〉 当時の労働者は震傭期隠が長く，賃金は定期的に支払われること少なかった。

労働者は工場当局から夜援に，あるいは売広をつうじて間接的に，必要に応じて

食糧その他をうけとり，まずこ小遣いとして舞金の一部分のみうけとっていた。期

間の終了時になってそれらは一括して清算 (pa凹 eT)された。したがって賃金は

支払われる(l1JIaTHTb)ものではなく，決済されるものであった。これは同時に，

解雇霊 (pac明T)されることでもあった。決済のための明細をあきらかにして紛争

をさげようとするところに，この通i憾のいみがある。

シユタケリベルグ委員会が自由主義的であることは一見してあきらかであ

るつこの自由主義的法案はたなとげされた。なぜ、か。

自由主義者たちは，当時，労働問題の発生を予想しつつ，これに注意、をむ

けていた。ゴーロス紙 (<<fOJIoc>>)， ピノレジエヴイエ・ヴエドモスチ紙 (<<DH-

p)j(eBble Be，l¥OMOC1'H>>)， ヴエストニク・エヴロ{プイ言主(くくBeCTHHKEBpOIIbI>>) 

は，西欧における支配層の労働政策を研究，結介していた。ゴロブヴアスト

ア (fOJIOXBaCTOB) はオーブシチナから自由な労働者を要求していた。ゴー

ロス紙， 1866年 122号の巻頭論文には，産業の昂揚にともなう熟練労働力の

不足と関連して， 地主権力 (BOT叩錦 町IaCTb) の遺物を廃止し，雇傭条件

を遵守することが大切であり，労働者の生活を向上させることが麗主にとっ
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て分73Jjある態度であると論じた。モスグワ紙 (<<MOCKBa>>)は1868年，公正な

支払い (npHMbI誌 pac可eT)， 労働者の丁寧な取扱L、が，労働力を企業に将来

にわたって確保するうえで利益だと論じたo ゴーロス紙は 1866年の地 134

と1868年の地345に， 貯蓄・貸付金庫および相互扶助協会に関するシユル

ツエ・デイリッチの見解を紹介し，あわせてラツサールに反対したり。

こうした潮流に対し，保守主義者たちは，モスコブスキエ・ヴエードモス

チ紙 (<<MOCKOBCKHeBeぇOMOCTH>>)，ノレースキー・ヴエストニグ紙 (<<PYCCKH抗

neCTOHHK>> )によった。カトコフ (M.H. KaTKOB)ノレースキー・ヴエストニ

グ紙(1871年地 8)上で，労働者プロレタリアートの形成を予知させる原

閣は，ロシヤにおいては，将来にわたってありえない，とかき，また，モス

コーフスキエ・ヴエードモスチ紙(1871年， 地 53)上で，彼らは外留の本

からうつして労働問題について書いてし、ると自由主義者たちを叱責しアノレ

テりこそが労働問題を解決するありがたL、損粁である，と主張した。 1869年

のヴユースチ (<<BeCTb>>)抵は，改革後の労働者の状態を，風紀額廃，自

，欽酒，雇主への不瓶従と特徴づけーそのような労働者ゆえに破産にひん

しているという工場主の言を引証しロシヤにおいては労働によって資本が

されてしまうと繰かえしのべた。また，プロレタリアートの形成は， ロ

シヤにおいて，のぞましくないものであるばかりでなく，閣の地表，地下の

の豊かさからいって， ありえないことである， 1四方のプロレタリアート

のごときものは，わが盟にはないし，またありえなLづとのべているわC

当時の革命的民主主義者にとっても，この問題は内部論争の論点の一つで

あった。ソヴレメンニグ誌 (<<COBpeMeHHHK>>)上で， 1864年， ェリセエフ

(r. 3. EJIHCeeB) Ll:， 1分与地つきの労働者が無宿のプロレタリアート

イじすることは，わが閣においては全く不可能であるJと論じていた。労働問

題の重要性をみとめていたのは，シエノレグーノフ (H.B. illeJIrYHoB) ら少

数であった6)。

土地への緊縛をのこしまた地主への従属も解消しきっていない自

労働者の一定数を前にしたとき，労働政策に関して保守的な潮流がさしあた
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りの勝利をえたことは，何ら異とするに足りないのであるO あいかかわらず

1835年法の原則が適用されつづけるo 1863年4月17日以降， 一般法廷が体罰

ることはなくなったが，郷裁判所は?と日IJを加えることができたし

その他の部毘でも残っていた。 18世紀に制定され，効力をもちつづけていた

(YcTaB peMeCJleHHHKOB) Jによると，親方の家族に対し礼を

失したとき，生存少捷弟は符芳IJに処せられたし， 1860年代に公布された高館に

る者の労働を規制する法規 (YcTaB) も， I年少者を屋内でぞiiをもっ

て処罰するJ雇主の権矛IJをみとめていた7)。もちろん，一方1860主f-代の裁判l

よる治安判事 (MHpOBbI泊cy品川の設置も見逃がせないことである。

改革時前後に，労働政策の問題としてもっとも緊急、て、あったのは，国家的

として手がけられた鉄道建設工事における，建設労働者の問題でまちっ

たと身分昔話社会の均衡をやぶる，大童の労働者の急速な流動が，また著しい

程度の労働力破壊の集中的な発生がそこにおこったからである。

1860年，モスクワ軍務総督(MOCKOBCKHHBOeHHbIH reHepaJl-ry6epHaTOp) 

i土、ベテノレブルグあての報告の中でそスクワおよびその近隣に，とくに鉄道

建設のため，労働者が大量にあつまってきた結果，警察口頭裁判 (rrOJlHueHC昨

K凶 CJlOBeCHb沿 cy)() において，労働者と請負人とのあいだで発生する

よび訴訟審問 (pa36HpaTeJlbCTBO) が遅延しているので，すでにペテノレ

ブルグにつくられている濯傭者労働者間の事件審査臨時委員会 (BpeMeHHa克

KOMHCCHH )(JlH pa360pa 6eJl Me)!(ぇyHaHHMaTeJlHMH H pa60QHMH) を，裁

判改革までのあいだそスグワにも設置したいと，ツアーリの認可をねがって

いるコ この要求はみとめられて，委員会は設立され活動した。 その手がけ

た;事件の大部分は，災害による不具の補償の問題であった。第 1表は1861年

1月より1862年 1月までのその活動の結果を示す8)。

1860年のヴオノレガ・ドン鉄道建設工事現場における労働者騒動との関連

で‘ 1861年3月31日，鉄道建設工事現場における労働を規制する法律が制定

されている 9)0 この法律の分析は，自由雇傭労働の性格についての興味ある

問題点を明らかにする。まず訟の基本的内容について簡単に分れると，次の
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主む 区

TBepCKall 

XaMOBHH可eCKall

JIeやOpTOBCKall

5Iy3cKall 

MllCHHUKall 

PorOlKCKall 

CYIUeBCKall 

npeCH巴HCKall

CeprryxoBCKaJl 

JE3 L 計

経済学研究第 17巻第4号

第 1 表

I *{if語数 I~ 空界|承認[拒否 l 未決
125 78 16 29 2 

91 71 16 4 

397 227 60 107 3 

229 116 56 47 10 

21 7 7 6 1 

61 43 11 b 2 

79 35 28 14 2 

164 70 48 42 4 

194 22 14 4 

1，361 801 264 268 28 

ごとくであるO まず雇傭は，アノレテリ単位の集団雇傭と個々人雇傭の二つが

みとめられ，個々人雇傭のさいには賃金支払通帳 (pac明 THall KHlDKKa) が

つかわれることになった。雇主は労働者に前惜金を与えて，これを労働者の

賃金の中から差引くこと，すなわち積務を労働でもっ ζ弁済させる (OTpa6嶋

OTKa)権利をもったが，雇傭契約期間が終了したときに労働者が債務をもた

ず，かつ帰路の旅費電ど有するようにと，前借金の額を支払予定額の半分以内

とし，その他の控除ののちにも，賃金が 1B 20KOIl.以下となってはならな

いと規定している。-""~たび結ぼれた契約は履行されねばならず，その保証と

して，旅券は雇ヨミの事務所に保管された。雇主と労働者の間の小紛争は，契

約そのものの変更によってではなく，契約内容の理解をめぐってのみ行なわ

れなくてはならず¥それは若干の追加的契約条項の締結によって解決されな

くてはならない。

この1861年法は一方では債務弁済労機を合法化しながらも，契約期間の終

了時t二，労働者が程主にカノミラー的に従寵することに結果しないように労働

者を保護する規定を与えているO 賃金支払通桜の性格も二面的であるO これ

， ~悶々人雇傭を保樟し，契約内容の個々の労働者自身による

を保障し，農奴制的連帯保障制度を排除してゆくための手段となり，また，

支払の明細を明らかならしめて労働力の価格範轄の確立をたずけるものであ
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るとともに，旅券と引きかえにのみ賃金支払通帳を手交することによって，

労働者を雇主に緊縛することを劫けるものでもあるからであるo 1861年法は

1835年法の基本構造を維持しつつ，シユタケリベノレク委員会の提案の一部を

とり入れ，状勢に適応してこれを発畏させたものであったとL巾、うるであろ

うO

次に1860年代におこった労働者の大騒動の事例をとり

力側の行動様式を吟味してみよう。

この中での権

1861年4月，カノレーガ!果ジズドワ γスキー郡にあったマリツオフ MaJlbル

DB所有のリユジノフスキ}鉱業所で、騒動が起った。マリツオブは，各県iこ

107工場と23万8000デシャチンの土地をもっ大地主・資本家であった。 4月

5臼，工場管理部が労働者の一人グザゴザー・グチエ口フを答打ちに処そう

としたとき， 100人の労働者がそれに抗議した。管打ちは中止された。時を

おL、て工場警察箸長は，首謀者ラヴスキーの拘禁を命じた。 1時間ののち再

び 100人以上の労働者が工場警察署長の宿舎をとりまいて抗議した。同日，

開様の事件が，隣りのスクレメンスキー工場で発生した。マリツオフは，指

導的労働者8人を対にして鎖でつなぎ，糊にかけ 8日開放置せよ，と命じ

た。県農業問簡審判所は，マリツオフの行動を法に反したものと認め，伽を

はめられた人々を自由にし工場警察署長を更迭することの必要を認、めた。

この事件はさらに， 中央農村住民構造委員会 (rJla即日諮問MHTeT110 yCT-

pOHCTBy CeJlbCKOrO HaCeJleHHH) にとり上げられ，拘禁された労働者を自由

にすることの必要だけが認められた。ツアーリは委員会の g誌に，私の名に

おし、て睦軍少佐マリツオフを厳しく戒告すべきこと，と記した。記録による

と，騒動は1866年までつづいている。マリツオフが労働者に薪を売らずに l

サージL γにつき草刈 3労働日のオトラボートカきと要求することに抗議して

いる。騒動は広がり，周辺地域をも含んで，村総代 (CTapOCTb) の選出をめ

ぐりまた測設をめぐり抗争がおこったo 1866年 9月，軍隊が出動し，

2名がシベリヤへ流に処せられた10らこの事例におし、て，第 1に，抗争の

点は， 実施，農奴叡j的体罰であり，第2に，事件の処理は，
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民問題を審議する機関と， とによってなされていることが注目されるO

1863年 8月，モロゾフ所有ニコリスカャ・ 7 ニユフアクチユアにおいて騒

}つ この工場はすでに1850年代から蒸気機関と織布・紡綴機械の

入った工場であった。工場内には鉄格子の入った仕置場もあったσ8月2El

34人の機工が，賃率をあげるかあるいはやめさせてくれるかどちらかにして

ほ Lいと工場長に申し出た。工場長は， 10月1日までの雇傭契約があるゆえ

をもって拒否した。労働者たちは翌日，織布部門の全労働者340人の名にお

いて再度向じことを要求した。地方警察署長 (CTaHOBO泊)は労働者に機合に

とどまるよう説得，次いで効果なしとみて首謀者の逮捕を試みたが，仲間の

られて失敗した。騒動は苦情取し立てから一校打ちこわいこう

つった。施設は一部破壊された。労働者の苦情を審理したポクロフスキー郡

;土 2ヶ月かけた尋問ののち， 10月13日，労働者たちに 1ヶ月と29日分

の賃金を渡しで滞郷させるようにとの決定を下した。しかし工場当局は金

も支払わず旅券も渡さず，しかも宿舎から追い出した。労働者は護送囚のあ

っかし、で帰郷させられた。そののち，ポグロアスキー市会と郡裁判所との共

同機関、土，郡警察署によってとり上げられた労働者126人の訴訟を却下する，

と決定した。事件の目撃者，経済学者ベゾブラゾフ (B.oe306pa30B)は，

「イワノヴオでは，私自身がその証人なのだが，数回，本物のイギリス的，

フランス的ストライキにまで予IjっているJ，とのべている 11)。この事例では，

原閣となっている労働者の要求は，極めて近代的なものであるO 一方

工場主;土褒傭契約の期限をたてにして工場内に専舗をしいており，おさえが

きかなくなったときには，警察の謹接的介入でことが処理されているO 工場

主;主警察の調停案をさえ実行していなL、。

1867年4月，ベテノレフツレグ郡のセストロレツキー兵器工級の労働者たちが

おこした。 3月25日，彼らは;義務的労働jを解掠されると布告さ

れ， ぷヶ月間支払がなされていなかったのをそのままに，国庫からの食糧支

中止された。労働者の苦境を利用して新規募集が以前より低い賃率で行

なわれた。 800人のうち200人が募集に部じたが，新賃率をみとめなかったO
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労働者たちの要求で，簡庫食糧の 2週間分支給と，賃金の完全清算がなされ

た12)。隷寵労働者解放の事情を利用しての賃下げおよび労働力構成変更の試

みを機におこった事件とみられる。労働者は賃金の完全清算を要求して， 8 

ヶ月間支払いのなかった分をとりもどした。警察権力出動の情報はない。

3併をつうじて騒動の原閣にはそれぞれ労働者問題の独自性があら

われていること，しかし，農民問題と同一の扱いをうけていること，あるい

はも叶ばら治安問題としてのみとり扱われていることなどが概括的な特徴と

いいうるであろう。 1861年法におし、ても，労働者と震主との紛争の仲裁は，

主として欝察的官吏によっておこなわるべきものと規定されていた13)。

五

1870年5月，ベテノレブノレグのネフスカヤ・綿紡工場 (HeBCKaH6yMarorrp-

H).¥I1JlbHaH 中a6pl1Ka) で「ロシヤ最初の大ストライキj といわれるストライ

キ したO このストライキは，賃金の上積み (rrpl16aBKa rrJIaTbl) を要

求することをあらかじめ申し令せ (yroBOp) ることによって組織されてい

た徒、 1860年ころ10-12才で、工場に入った基幹労働者 63人が中核となって

おり，代表を出して要求を事務所にもってきた山。

(註〕 ストライキの諸契機にしたがっていろいろの行動が区別されてとらえられてい

た。上司の命令をきかずに，あるいは期限l誌に勝手に作業を離脱すること (caMO-

BO品目以員 yxo且 cpa60Tbl)から，それが集団的となったときの作業中止ないし

同盟罷業 (3泌氏TOBKa)，そのさいの作業中止者のあいだでの意、宏、の結束の程度

のおいものは，秘密協定 (CT剖 Ka)すなわちストライキとされている。 1870年の

このストライキについては，労働者の意識性と組織性の潟いことから，まさしく

ストライキ (CTa可Ka)とみとめられたものである。

政府ば動揺し，ツアーリの承認のもとに，通常の裁判審級を国避して，特

別審理 (crreUHaJIbHOe pa3611paTeJIbCTBO 6eJIa) が行なわれることとなっ

た。法廷は 6月13日午前日時に開廷され夜12flをまて、つづし、た。この審理の中

で， 1日14時間継続する労働の実態，一切の予告なしの即日解雇や報部11なしの

補助的作業の強制などが明らかとなった。 3人の弁護:l::は労働者の無罪を主
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張し，弁護士の一人ゲラルド (repa仰)は，「われわれは， (ストライキの〕第

一の原閣をやはり何といっても工場長の1RUよりする規則違反にあるとみるJ

と陳述した。法廷は労働者の無罪をみとめた問。

この結末は権力上層部にとって予期せざるところであり，本格的ストライ

キが首都で発生したということとあいまって，大きな衝撃であった。アレク

サンドノレ宜は極度に不満の意、を表し， 1870年7月6日，ベテノレブルグから内

務大臣の回状が全国の県知事に送付されることとなった。その問状には，

「ネフスカヤ綿紡工場の労働者のストライキは，これまでわが慢の労鍋住民

のあいだで、起ったことのないような全く新らしい現象であり，皇帝陛下の注

意、をひいた。陛下は，各県知事に，工場住民に対するより厳格な，脆弱でな

い監視をなすよう委任すべく，……命ずることをのぞましいことと考えてお

られるJ，とあった。また，この問状により，全く司法的手続をとることな

く (6e3 BCHKOrO cy，lla)ストライキ参加者たちを遠隔地に行政流刑 (a江MH-

HHCTpaTHBHa匁 BbICbIJIKa)に処するようにとの指示が与えられた16)。またツ

ア{リ自身，モスクワ憲兵長官スレズキγ(CJIe3KHH) にあてて，工場労働

者の事情に「特別の監督」をなすよう助言しそスグワ県の憲兵将校に対

し，任意の時期に自由に工業企業に立ち入る権利を与えた17)。

このような強庄的手段とともに，時代にふさわしい労働政策への模索も行

なわれている。モスグワ県知事リーヴエン (λHBeH)の内務大臣チマシヨブ

(THMaweB) あての1871年11月24日付覚え書き (3aHHCKa) は，ロシヤには

プロレタリアートが存在しないと自から恕めつつも， r労働問題がそこ(イ

ギ、リス〕ではより平和的に解決されている」から，ロシヤでもイギリスの経

験にならって， r労働問題Jを許容してもよいのではないか，と提言してい

る18)。また， 1859-1860年のジユタケリベルグ委員会のあとをうけて，

法規，手工業法規の改正案作成のために， 1870年以降ワ/レ-.::Lフ委員会

(KOMHCCHH口.A. BaJIyeBa)が， 1874年以降イグナチェア委員会 (KOMHCC嶋

11兄 H.n. I1rHaTbeBa)が活動している 19)。

ネフスカヤ綿紡工場のストライキにひきつづいて，ウラノレおよびペテルブ
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ノレグの金麗労働者の動揺が起っている。 1871年4月，ウラノレのホノレニツキー

製鉄工場において，契約期限は 8月であったにもかかわらず中途で契約条件

を変更せよとの労働者の騒動がおこった。これは，産出量の低下による賃金

収入の減少がひきおこしたものであった。地元警察の手にあまったので，ヴ

ヤトカから特別委員会が編成されて調査にやってきた。委員会メンバーの制

止にもかかわらず騒動は10白間つづいた。ヴヤトカ県憲兵長官は第三三部に，

この地域の諸工場に警察長 (nOJIHUMeHCTep)を西日寵したいと陳清した。ここ

でも，専制のえた教訓は，警察力の強化である 20)。

1871年夏，プチロフスキー工場(口yTHJIOBCK凶 3aBOJl) の労働者が，労

働日の 1時間延長を含む新就業規則に反対してストライキ (CTa可Ka) をおこ

した。プチロブが工場閉鎖を指示すると労{勤者たちは工場の門なあげて独断

で作業をはじめた。ブチロフは譲歩した200 この事件はベテノレブ9ルグの金構

工場の労働者の特質を想わせるものであるO 要求は労働日をめぐる高度なも

のであり，斗争形態は逆ストライキというこれまた高度なものである。しか

し， これは当時の金属職工 (MaCTepOBbI註)たちの企業帰属意識と内的連関

のある，専制にとって危険度のより少ないものであったにちがし、なし、。

1872年，ベテノレブルグで， 7000人の労働者を擁するグレンゴリムスカヤ・

マニユブアグチユア (KpeHrOJIbMCKaiIMaHy.) に発生した大ストライキは，

再び専制に衝撃をあたえた。ストライキの直接的契機は，工場の衛生状態が

わるいためにコレラが流行し，連日数十人の死亡が出たことであった。この

工場はロシヤ人労働者とエストニヤ人労働者を半分づっ雇傭していた。 14時

間労働日，不服従に対する衿押jという生活がロシヤ人のZ ストニヤ人とを団

結さぜ，ストライキの代表40人はロシヤ人とエストニヤ人の双方を含んでい

た。これは帝政における民族分断政策に正聞から対決するものであった。 8

月14日，労{勤者たちは代表を通じて労働日短縮，賃上げ，一部

要求し，入れられないときは罷業に入ると通告した。 8月21日，工場管理部

;土譲歩し，要求の大部分をみとめて証文をつくり，それに労使双方と県知事

が署名した。ストライキが静まるやいなや， 以前の労働条件で
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{動きますという工場管理部あての文書を作成し労働者を居?酒屋に呼び出し

て「ウオトカをおごるから署名するようにJともちかけ，先の協定証文を反

するための工作を開始した。労働者はこれに拭議して再びストライキに

入った。軍隊が派遣され，労働者は石で応戦した。グラスノヤルスグ連隊が

さらに派遣され，騒動は 9月25Bに終った。法廷は， 1870年の事件とことな

って歩兵2連隊の出動にまでいたったこの事件に対して，鉱山徒刑 6年-3

名，工場徒刑4年一1名，要塞禁銅8年一 1名，要塞禁錨6年-1名，その

ほか符種期間の禁錦14名，懲治隊派遣3名，の判決を下した22)つ

ひきつづき1874年6月，刑法典が修正された。内容は，

くり，また，それに参加することに対する処罰Jを強化し，

団体をっ

と労働者

の間にJ敵意:を 1煽り， r同じくストライキ (CTaQKa) を煽った」ものをシベ

リヤに流牙IJに処しあるいは種々の期間の要議禁錨に処する，というもので

あった加。

同a寺期，中央工業地帯においても， いくつかの労働者騒動が発生してい

る。 4併紹介すると次のごとくであるo 1873年11月，セルプホフのコンシン

(H. KOHlllHH)所有の綿紡績工場で、賃金切下げ反対の戸がおこり 12月 2

臼聞のストライキに発展，結果，以前の賃率維持された。 1874年12月， トレ

チャコフ家 (TpeTHKOB判所有のセノレプホフ工場で，賃下げに反対する 6日

間の罷業，企業主の譲歩，賃率アップラ祭日前夜2時間の早仕舞，出来高賃率

の確定についての工場代表と労働者20名および官吏の婆名の協定警が掲示さ

れた。 1874年 4月24B，モスクワ察ボゴロドスキ一部の、ンパエフ (WH6aeB)

所有のイストミ γスカヤ(I1CToMHHCKaH) 織布工場で， 600人の織工が職場

を放棄して質率引下げと罰金引上げの件を警察に訴え(引にゆき， さらに27

日大凡300人がモスグワに掠情にゆき 5月 1日， r 1反あたり 2KOロ.増，

今回の 3日半の休止に対しては罰金賦課せず」との条件を得た。 1875年 6月

24日，セノレプホフのコンシン所有工場で，就業規則にある祭a前夜2時間早
仕舞を工場の事務所が守らないと 2 ， 500 人 7'J~罷業。審理の中でも労働者は，

祭日前夜の 2時間早仕舞，支払は全額なさるべきことを要求した。焦副知事
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がやってきて調停し 2週間後に労働者の要求はみとめられたが 7名の労

働者が逮捕され2名が行政措置で禁鋼に処せられた24)。労働者の要求は，ペ

テルブノレグにおけるそれとはことなり，労働日ではなく労働週の短縮，

げではなく賃下げと罰金引上げ反対といったように， I原生的J性格をもつ

ものであるが，事実上くりひろげらわしている労働政策は，まず自主解決，次

に官吏の介入調停による協定書締結，最後に警察権力による弾圧(禁鋼，流

]f1J)という体系をとりつつあったごとくであるO

(註〕 権力に対する訴えは，主として口頭をもってする苦情・陳情(lKaJlo6a)と，

主として文書をもってする請願(rrpoweHlle)とが区別されていたように見うけら

れる O

1870年代に入ると，革命運動と労働者と も進展している。労働者ア

レグセーユフ(口εTpAJleKCeeB)は，チヤイコブスキー団のサークルで

を知り， 白からベテノレブノレグのトノレントン (TOpHTOH)工場でサーグ

ノレを組織した。 て彼はそスクワに逃れ，そこで l全ロシヤ社会

革命組織 (Bcepocc凶 CKaHCOUHaJlbHO-peBOJlIOUHO出 aHopr初日3aUHH)Jを

つくった。 1875年4月連擁され 2年間の投獄ののち， 1877年， ¥.， ';{コゆる50

人事件とよばれる裁にかけられL，1O~三の徒)fIJ0::宣告された。その裁判

名な演説が行なわれた。なお，芳IJ期をおえたアレグセ{エブは強制移住田と

して極北のヤグーツグにすみ， 1891年死亡しているお〉O

1872年ォデツサのー工場に労働者サークノレが出来，新ロシヤ大学の学生か

ら一般教義の講義をうけていた。ザスラフスキー (E.O. 3aCJlaBCKH叫が労

資の経済的利害対立を講じ， 1873年5月，サーグノレは性格をかえはじめた0

1875年， サークノレの労働者が「南ロシヤ労働者同盟 (IOlKHOpOCC凶 CK凶

COlO3 pa60四 x)Jの設立を発起した。規約は宣伝組織の性格をつよくうち出

していたカし同盟;ヱピラの発行その他で1875年 1月と 2月に2つのストライ

キに関与した。ハザコフ，オザヨーノレ，タガンログに支部も出来た。 12月オ

グラナ(保安部〉にふみこまれ，指導者は徒7fIJに処せられた26)0 1878年に成
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立した「ロシヤ労働者北部開盟jは，さらに労働者と革命運動の襲近を深め

ることtこなる。

直

1872-73年，ナロ{ドニキの影響下にあったペテルブ、ルグの労働者グノレー

プの中に， 独自活動を追求するうごきがあらわれ， 1876年， オプノノレスキ

- (B. 06HOPCK凶)とハノレトウリン(c.XaJITypHH)の指導のもとに，地方

のサークノレを指導する中央指導サ{グノレができたo 1878年12月，それは綱領

をもった「ロシヤ労働者北部開盟 (CeBepHbI註COI03pyCCKHX pa60四 X)jiこ

成長した。オブノノレスキーは，第 1ィγターナショナノレやラツサ{ノレを知っ

ていた27)。

1878年 3月，ベテノレブルグの新締結工場 (HOBaH6yMarorrp丹江HJIbHe)で，

賃上げ，労{動日 2時間短縮を要求するストライキがはじまっていた。指導的

労働者ワツシリエブ(c.BaCHJIbeB)， ブヨードロブ (A.φe疋pOB)，モイセ

ニ己 γコ (0.MOHCeeHKO) は，労働者の意識水準を考癒し， ツア{りへの請

願書を作成し， Iもしわれわれの公正なる要求が満足させられないならば，

われわれは誰にも期待しえないこと，われわれは自分の手に頼るべきである

ことを知るであろう」とかき入れた。請願は却下された。そしてストライキ

はほぼ1ヶ月 3月28Bまでつづいて，管理部の譲歩をかちとったO しかし

管浬部は30分の時間短縮さえ実行しなかった。労観者tH、かり， I新綿紡工

場労働者の要求」とL、う文章撃を作成し， Iわれわれの請願に対し 1878年 4月

7日までに返事をほしい，そのうっしを労働者のため工場の中に掲示してほ

しいJ，要求が拒否されるときには罷業がはじまるであろう， と通告した。

拒否の回答が出た。 5月8・9日ストライキがおこなわれた。ベテルブノレグ

大学の学生やプレハノフがこのストライキを支援し 725py6.のカンパをよ

せている

1879年 1月，新綿紡工場の労働者騒動にロシヤ労{勤者北部同盟の指導が入

った。 1月15日，管理部が44人の織工を解雇すると，労働者たちは， Iみん
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なは1人のために 1人はみんなのためにJのスローガンのもとに，解麗撤

由までは工場にゆかぬと した。同盟のメ γパーとなったモイセエンコ，

イワノフ(刀.I1BaHOB)コニヤエフ(ヌ.KOHHeB)らが，労働者の居住区をま

わり，また地の工場の労働者にもよびかけた。シヤウ(立lay)所有工場もス

トに入った。ストライキの進行の中で，攻撃的要求がまとめられた。主要な

ものは，労働臼短縮(最大14時間)，賃上げ， 罰金廃止，検査員のもとに労

働者の代表立会い， 若干の職長， 次長 (MaCTepH rrO，l¥MaCTepbH)の解雇，

であった。ツアーりや長官にではなく「自分の腕にたよろうj，1何回も投入

さまにおねがし、してきた。しかし彼らはし、つも雇主の側だ。こんどはわれわ

れ自身でやるO 警察の調停を排し，……自分たちの要求を容れた協定ので、き

るまでは作業にゆくなj， とピラその他で組織された。憲兵が出動し，シヤ

ゥ工場の管理部は労働者全員を解雇した。多くの労働者が警察の監督下に郷

皇送還され，モイセニLγコ，イワノフ，コニヤエフは東シベリヤに行政流刑

さわした29)。

新綿紡工場1月ストののち，北部開盟の中心メ γバーの逮捕がつづいた。

オブノルスキーはとらえられ， 10年間の徒刑に処せられた(1919年トムスグ

で、死亡)0 9月， 間関は壊滅状態になったが， 逮捕をのがれたメンバーはモ

スグワにゆき， そこで非合法新聞[-労f働者の夜明け (pa60'laH3apH) j第 1

号を1880年2月に発行した。そののちさらに，同盟の全メンバーの逮捕とシ

ベリヤ流汗Ijがつづいた。さらにのがれたノ、ノレトウリンはソルモヴオにゆき，

指物工として働きつつ向盟再建を企てたが，政府のテロノレははげしく，それ

に対抗するために人民の意志党のアレクサンドル瓦暗殺に加担し 1882年3

月22日，絞首合で死んだ30)。

1878-79年のベテルブルグにおける新綿紡工場のストライキは，決して孤

立した現象ではなかった。中央工業地帯のそスクワ県では，工場の集中して

いたセルプホフおよびボゴロドスキー (5orOpO，ll.CKH益)地区で， 1879年6月

日.イザイナ(I1J1bHHa) 所有工場とトレチャコブ家 (TpeTbHKOB院長)所有

工場とで賃上げ要求のストライキがおこった。 原因調査のために派遣された
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首席参事官 (CTaprn凶 COBeTHHK)カルノヴイツチ (KapHOBH可)は，地元資

本家に対し賃上げ、を説得しているO イリイナ所有工場で6月10日，賃金10%

アップで就労したところ 6月14日，近隣のマラニ己フ (MapaeB)所有工場

で，イリイナ工場と同じだけ賃とげせよとストライキがおこった。トレチャ

コフ家所有工場では， 6月15臼ころ，賃金22%アップで就労した。これらの

うごきをみてコンシン所有工場管理部は，先手をうって労働者に対し賃上げ

を公示せざるをえなくなった。イザイナ所有工場のストライキの指導者ミハ

イロフ(f.MHXaIIJIOB)は， 1873年トレチャコフ家所有工場スト， 1875年コ

γシγ所有工場スト， 1877年モロゾラ所有工場ストなどの経験をもった人物

で、ったこと，およびストライキが急速に地域的に拡大するうごきのみとめら

れたことが注目される 31)。

スモーレンスグ県のヤルツエフ(5Ip江ξB) でも， 1880年9月， フルドブ

(XJIY.L¥OB)所有ヤノレツエフスカヤ綿紡工場でストライキが発生した。京国は

契約期誤の切れる以前に賃下げが発表されたことであった。この工場の労働

条件はとくにわるく，織工の賃金は1ヶ月 9py6.ほどで，労働日の構成は

2組6時間4交替制!であった。ストライキを鎮めるために管理部は， 14月

1日までは労働者の中のだれをもどんな場合にも解穫しないJと約束した。

しかしストライキが終ると直ちに兵士500人の部隊が派遣され， 2，000人

が解麗され 6人の首謀者が投獄されるとともにあたらしく労働者の募集が

おこなわれた。モスグワ県からやってきていた労働者たちの多くはヤルツエ

フを立ち去づた。 スモーレンスグ察知事は報告の中に， Iモスグワ県からや

ってきた労働者たちが，ヤノレツエブにおけるもっとも不穏な要素である jと

かいていた32)。中央工業地帯における労働者の中に，権利意識が大衆的

みをしめしてきていることのあらわれとして注目ざるべきであろう O

以上のように， 1878-79年の労働者のストライキ運動の示すものは，労働

運動経験の大衆的蓄一穣，指導層の析出およびその革命運動との結合のはじま

り，労働者の中における専制権力への信頼の動揺であるO しかもこれが，

1877-78年の露土戦争， 1879年の凶作，ナロードニキ卒命運動における政治
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斗争の強化などとならんであらわれたのであるO 権力の{日IJの対策は急、となら

ざるを得ない。

すでにそスグワ県では1870年よりみとめられていた憲兵将校の工場への自

由立入り権が， 1878年夏，各県知事への白状の中で，全県に拡大された問。

1879年4月，ベテノレブノレグ，ハリコフ， オデツサ，モスクワ， ワノレシヤワに

臨時県総督 (BpeMeHHbI負 reHepa~-ry6epHaTOp) が， 任命され， 非常全権

(叩e3BbI羽詰HbleTIOJIHOMO鴨川が与えられた。1879年のみで，モスグワの警察

は将校 (0φHU.ep)の定員を 10名増加させ， 1880年，ペテノレブノレグ特別市長

官は分区警察主任 (OKOJIOTO明日益 Ha，n:3HpaTe~b) の200人増員を申請し，内務

大院はベテノレブノレグに鞍馬警察を配置することを主張するなど34) さしあた

り抑圧体制強化が志向されているO と同時に，いわゆるツアーリズム上層の

危機との関連で， 1880年2月に設立された，国家秩序と社会安定のための最

高管理委員会 (BepXOBHa兄 paCrrOpH)(HTe~bH問問MHCCHH) の長官となった

ロリス同メリコフ (M.T.λOP託c-Me~HKOB) の 1880年 4 月 11 日付提案の中

十こは，旅券制度の改正， と労働者の関係の確立などの項があらわれてい

fこ35)。

自由主義「社会Jの世論も沸L、てき1::'0 モスクワ県ゼムストヴオ参:事会附

属工場監督委員会 (KOMHCCH兄 rroOCMOTpyφa6pmc双 3aBO)(OB) の長であ

った衛生医師エリスマン (φ.3pHCMaH)は，工場法の制定をいそがず，支ず

労働者の生活を全面的に研究するように，法案審議にあたっては，ゼムスト

ヴオや都市の代表も参加させるように，と政府に説いた。スローヴオ (((C~O・

BO>>)誌は1880年11月， ヤノレツエフにおけるフルドフ所有工場の 9月のスト

をとり上げ，雇主が契約に違反して賃下げしようとしたことに対して労働者

が抗議したことがなぜ非合法なものとみなされるのか，これは自由な労働を

カバラーにかえることではないのか， とし， 現行の工場法規 (φa6poQHa51 

YCTaBa)の中に，労働者は契約期間の終了以前に作業をはなれることを禁ぜ

られ，麗主は閉じく労働者を解麗することを禁止されているのは農奴法のご

ときものだ，と批判した。ォテチェストヴエγヌイエ・ザピースキ(<(OTe明"
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CTBeHHble 3arrHCKH>>)誌は，請負人や郷役所 (BOJIOCTHblerrpaBJIeHHll)をつ

うじて労働者を雇傭する制度を批判し，また1Bの欠勤にも罰金をかけるこ

とをゆるす現行法規は，労働者に自分の権利を法廷で守る権利をずら保障し

ない，と批判した。週刊ゼムストヴオ誌のように，労働者団体を許可せよと

提案するものもあったが，これは例外をなし，また自由主義者たちは「文化

的」工場立法宅どめぐっ していたとはいえ，労働日短縮，賃金上げなど

はあまりに「根本的改革 (KopeHHa兄 peφopMa)Jであってロシヤにふさわ

しくないと考えていた。ナ戸ードニキ的傾向をおびた自由主義者たちは，工

場法の必要をみとめつつもそれを理想化することなく， 農民に対する税軽

減，グスターリ営業への援助と結びつけて議論するところに特徴があった。

保守陣営の論客カトコフらは，これらの問題について沈黙を守っていた問。

モスクワ大学財政学講座の教援ヤ γジューノレ (11.11. 5ImKyJI)は，商工業

に対する国家の干渉を有効なものと考えていた。彼はのち，アドノレフ・ワ{

グナーやグスタフ・シユモラーの紹介の論文をかくようになったが， 1880年，

オテチェストヴニ巳 γヌイエ・ザピスキ誌に「イギリスとロシヤとにおける児

・婦人工場労働Jという題名の論文をかき， 現行工場工業法規 (YcTaB0 

rrpOMbIlllJIeHHOCTHφa6pwmo訪日 3aBo，n:CKO設)と手工業法規(rrOCTaHOBJIeHHe)

を批判した。彼によると，ロシヤの政府は，公式的には， 12才未満の年少労

働を全地域の鉱山およびベテノレブノレグのマッチ工場に使用することを禁じて

いる以外は，私的工場における年少労働に関し，何の法令 (rrOCTaHOBJIeHHe)

ももたず， 制限を行なっていない， Iロシヤのどんな片隅にもどんな産業部

門にも，いたるところ，われわれが……衛生条件の第一義的要求の満足もな

いところをみつけないことはない」。 ヤンジユ{ルは年少労働・婦人労働の

制限， 労働日の規定， 健康に有害な会業における年少労働・婦人労働の禁

止，監督官の採用などな提案していた。 1881年，モスクワ大学でフヨードロ

ヴイツチ (λ.B.φe，n:pOB目的 の博士論文「労{識者の住居(.iKUJIbIe rrOMe-

Il.(回目先 pa6oQux)Jの報告討論会がひらかれているO ブヨードログイツチは

ブレンターノの思想、に依りながら，国家権力は住宅問題の解決に介入すべき
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であること，企業家が労働者の住宅問題に配癒していることはみとめるが，

また労働者建築協同組合 (pa60Qa兄 crpo致reJIbHa兄 Koorre抑制fl) にも大き

な期待をもつべきであること，をのベた。彼はのち，オデツサ大学の教授と

なった37)。

官僚の中からも自由主義的な見解がきかれた。内務省の官吏，陸軍少将ボ

グダ、ノヴイツチ (00印刷OB別)は， 1879年政府の特別委任をうけてボノレガ

治いの，および黒海に面した諸県を視察し，それを P リスロメリコフあての

1880年3月9日付覚え書きにまとめた。その中で彼はいう， 1"警察力のみを

もってしては，わが国の社会生活の中に深く埋れた邪悪を根元から治療する

ことはすでに不可能であるj， ベテノレブ、ノレグにおいてさえ勤労措級の生活は

「文字どおり擢るべきものでありj， 地方にいたってはいうもさらなりであ

る， 1"侮浮きれ， 搾取され， 濯主にたいしひどいカバラー的立場におかれた

自分たちの状態に，当然の憤満をもっているものたちが大量にいるj，1"労舗

の資本に対する奴隷的従儲はベテルブノレグにおいてさえあらわれているj，

すなわち，企業家は雇傭契約をやぶっても処罰されていない，今，人民は護

衛隊にとりまかれた総督 (reHepaJI-ry6epHarop)に懲罰的権力をのみみて恐

れさけようとしている，とO そしてボグダノヴイツチは，地方権力が失業者

のための公共事業や地元グスターリ営業への資金援助をするように，労働者

と資本家の相互関係の監督はこれを都市参事会 (ropO，llCKHeyrrpaBbI) にゆ

だねるようにと提案した。最高管理委員会のメ γパーの 1人コヴアレフスキ

ー (KOBaJIeBCK凶)がロリスロメリコフに提出した覚書きには，行政流刑は

ストライキ参加者たちに適用しない方がよい，それはかえって労働者の不満

をましている，ロシヤにおいてストライキはめったにないことである，労使

の敵意を煽ふらないように労働者と企業主との法の前での平等を確立するこ

とがよりよい方法で怠る，とあった38)。

労働者の強力な斗争および，自由主義「社会jの世論を吉Iiにして，ツアー

リズム専制の労働政策は再検討をせまられた。ワノレーニじフ委員会，イグナチ

ェフ委員会が長年かかって作成してきた工場工業法規，手工業法規改正案の
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要点の一つは労働者通帳 (pa60可制 KHHJKKa) の制度をつくって労働者の緊

縛を策するところにあった。枢密院 (rocy，lLapCTBeHHbI設COBeT)は1880年2

月に審議をはじめ1880年5月に法案を拒否した。理由は， r好計者どもが常に

労働者を麗主に反対させるよう，労働者と麗主の関係を完全に曲解して説明

しつつ爆動しているこのようなときにあってはJ， 法はただ不満とのぞまし

くない結果とを導くであろうし，そのような結果は避けねばならなし、から，

この法案は時宜に適さず，というものであった39〉O

W 

事態に却応するための専制側のあたらしい政策的模索がエネルギツシユに

接関された。大蔵省所属の商工評議会 (COBeT TOprOBJIH 狂 MaHyφaKTyp)

において，労働保護の問題，労働者の不具・死亡に対する雇主責任規則の問

題，工場監督の問題などが審議されはじめた。 1881年6月ロシヤ商工按興協

会 (06~eCTBO 6JI兄 CO，lLeHCTBI四 pyCCKO負ロpOMbIIlIJIeHHOCTHH TOprOBJIe) 

が，内務大臣にひそかに国営労働者保険について棟情するといったよう

勢もあった40)。

焦溜の対策ということもあるO 警保局は1881年5月，ベテノレブソレグ総督に

対する通牒の中で，首都の区部に 3人，郊外に2人の工場監替官を任命する

よう内務大臣にたのんでみてはどうか， とすすめている。 11月， 政府は，

ベテノレブノレグ県の権力の要請に応じ， ベテルブノレク?警視総監 (06ep-no尽ル

UMeHCTep)のもとに労働者と企業家の関係を監督するための工場問題委員会

(KOMHCCH冗 no中a6p日開0-3aBO瓦CKHM ，lLeJIaM) を設立することについて審

議し，首都の状態が工場法の常iJ定をまてないくらいに危険であるということ

から， r衝突を予訪しJ，労使「双方の和解Jのために働くべき機関として，

これをみとめた。委員会は，警視総監を議長とし，内務，大蔵，司法各省、の

代表者により構成されているO 警視総監は，工場主および労働者を委員会に

喚問する権利， r委任された種々の事項の実施や工場に対する監普のためのJ
警察隊を任命する権利を与えられたO 委員会は，工場内の秩序についての義
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務的規程 (06f13aTeJIbHOeIlOCTaHOBJIeHlIe)を制定する権利，労働者と雇主の

まさつの原因を調査する権科，r主として和解の途によりjまさつ(KOHφJIIIKT)

を終らせる方策をとる権利をもち，工場内の整頓と秩序の保全をめざしてい

る法律および義務的規程の実施を監督する義務をもった。委員会は，工場主

が規程に違反した場合 15py6.以下の罰金を課することができる。ベテノレ

ブノレグ警視総監自身は， r社会秩序と罰家安全への違反を予防するj 義務的

規程を制定する権利をもち，それへの違反に対しては 3ヶ月以下の拘禁，

500 py6.以下の罰金を行政手続で課することがで、きた。 この委員会は， 衛

生・安全などの労働保護について工場主を束縛することができたとはL、え，

雇傭契約の内容や工場主によるそれの侵害に対して取締る権謀をもたなかっ

たこと，治安維持的警察的目的を主軸としながらも，工場監督制度を内包し

ていることが注目される。 1884年2月には，同様の委員会がそスクワ警視総

監のもとにも設立されることになった。 1884年12月113から1885年 1月2日

にかけて，モスグワ祭ドミト戸プスキー郡のヴオズネセγスカヤ・マニユプ

アクチユア (B03HeceHCKaflMaHy.) で労働週2臼減，賃金%減の公示に反

対する織工のストライキがあり，歩兵3大数 (700人〉とコサツグ兵2中縁

を投入し，他地方出身労働者を 5~10人のグループにしてばらばらに故国に

送還するなどの鎮圧とともに工場主の譲歩も必要となった。このストライキ

の誼接的な影響ーのもとで，モスグワ県では1885年 1月413 ，義務的規程がは

や;まや制定されることになった。工場所有者と労働者との相互関係を規制す

ることを主目的としたものであった400

1881年，オグラナは新聞「グラースノスチ (rJIaCHOCTb)Jを発行した。こ

れは革命家の中傷，ピスマノレグ的国家社会主義の宣怯，社会主義よりも高位

なものとしての宗教という考えなどを労働者の中にもちこもうとするもので

あった。 23号をもってこの新開は， r労働者が購買しなくなったこと， こ
の新開は警察のものだといううわさがひろまりはじめたことJを理由に停刊

されてしまった却が，警察の後見と労資協調と宗教という要件をそなえた，

まさに，のちのズパトフ主義の繭芽として，見逃しえないものであるO
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1881年12月，年少労働者に関する工場法案が枢宿践の審議にかけられた士

法案は，年少労働者を二つのカテゴザーに分類し， 12才未満の就業禁止， 12 

才以上14才未満のカテゴリー (MaJIOJIenm抗) と14才以上17才未慌のカテゴ

リ- (rro瓦pOCTOK) のそれぞれに最長労働日を 8時間および10時間と規定し

ていた。また法案は，工場主に年少労働者を通学させ，また自から学校を建

設することを義務づけていた。枢密院の中で，法案検討の実際的作業をゆだ

ねられたその法律部会および国家経済部会の令同部会会議 (3ace.aaHHe) は

1882年3月13B，潟工評議会の代表， ロシヤ技術協会 (PyccKoeTeXHHQe-

CKoro 06ll¥eCTBO) の議長，ロシヤ商工業振興協会の代表，その他ベテノレブ

ノレグおよび中央工業地帯の代表を喚問して意見を菰取した。その上で法案に

多くの修正が加えられた。年少者をニつのカテゴリーに分けるのは「実欝的

不便が大きい」であろうから， 12才以上15才未満を一括して未成年者 (Heco-

BepllleHHOJIeTHHIめとしようということになった。つまり年少労働者の年令

の上限を17才から15才に引下げ、ることであった。 12才未満の就業禁止はその

ままとされたが， しかし附則の中に，大蔵大臣は必要とみとめたときは内務

大症の同意;のもとに今後2年間をかぎり 10才以上のものを作業につけること

を許可する権利もつことという規定を入れた。未成年者の労働日は最大8時

間(食事， 通学， 休憩時間を含まず)，ただし連続して 4時間以上働かせて

はならない， 夜間と祭臼・休臼の作業は禁止される，ただし附則のなかに，

大蔵大田は今後2年間をかぎり， 内務大症の同意、のもとに 1昼夜の労働

が 4時間をこえず¥ かつ翌日の労働に従事させぬ場合には夜間労働を許可

する権利をもつことになった。 15才未満の未成年者は 「その特性にとって

ある」 生産行程に従事させることは禁ぜられた。 工場主は児童に 11] 

3時間づっ通学のための時間を与える義務会おったο しかしこれは通学のた

めの一定の可能性を与えるということにすぎなし、。それ以上のもの

に要求することは， I向じ配意が法によっ されていないJJ誌と

はできないことになった。工場に学校を設立する問題については， r-t[守別の

される必要がある，ということで将来に延期された。法の適用領域
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については，法楽よりも狭く，工場 (tta6pHKa)，製作所 (3aBO，ll，)， マニユ

フアグチユア (MaHyφaKTypa) のみとされ， 大蔵大誌が必要とみとめたと

きには，臨時的措置として若干の手工業企業 (peMeCJIeHHblenp叫 nplUlTHH)

に拡大しうることとされた。 法の違反に対する措置の規定はなかったO しか

しこの法の実施を監督するために， 工場監督官が設置されることになっ

た。この法律は「工場，製作所，マニユフアグチユアに働く年少者についての

(0 MaJIOJIeTHHX pa60TaroW:HX Ha 3aBOぇax，tta6pHKaX H MaHyφaKTypax)J 

法という名で， 1882年6月1日， 臨時規則としてツアーリの裁可をうけ，

1885年より全面実施されることになった的。

1882年 3人の工場監督官が任命された。ペテルブ、ルグに中央工場監督官

(rJIaBHbI設 φa6pH'1HbI殺到lcneKTOp) として工学の教授アンドレエフ (E.N. 

Andreev) ，モスグワ工場管区担当にそスグワ大学教授ヤンジューノレ (11.11. 

匁対米yJI)， ウラジミノレ工場管区担当に医師ペスコフ(訂.A. DeCKOB)であっ

た。彼らは大蔵省商工局 (且enapTaMeHTa TOprOBJIH H MaHyφaKTyp) に

所属し， まず新しい工場法制のための資料をつくる調査官的活動を行なっ

た44)。

1882年法で延期された年少労働者と学校教育に関する部分が， 1884年6月

12日付「製作所，工場，マニユフアグチユアに働く年少者の学校教育につい

ての，彼らの労働の長さについての，および工場監督制度についてのJ法律

となって発布された。この法は1882年法を一部補足するとともに一部改悪し

た。法によると工場主たちは，初級学校 ('J、学校)の一年級きど修了していな

いものには， 毎臼 2時間づっの課業 (3aHHTHH) をうける可能性合与えてや

る義務をおった。 学校が工場からはなれている場合には通学に時間を要す

るO 法案では工場から 2ヴエルスタ以内に学校がないとき，二仁場主は工場開

属学校を らぬことになってL、たが，工場主の反対にあい，発布さ

れた法律;でiよ， る基準であっ ないものになった。年少労働ミ訟の

労働時間については，連続4時間以上を禁じてL、た1882年法の規定が修正さ

6時間が眼度とされることになっ
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1884年 6月四日法によって，工場監督樹度が拡大された。シベリヤとカフ

カズをのぞく全ロシヤが9つの工場管区神話pWIa冗 oKpyra)にわけられ，

それぞれにあたらしい定員がつけられた。 9人の管l2I工場監督官(OKpy)!(Hbl益

φ荏6pWIHbl詰 HHcneKTOp) と10人の監督官補 (nOMO瓜問沼K)である。中央工

場監督官ミハイロフスキー (MHxaiiJloぉC開設)，ワノレシヤワ管区工場監督官

ブリユメ γフエノレド (A.M. DJIぬMeHφeJlbえ)，以下ヴイノレノ管区ゴロトコブ

(f. 11. fOpO，L¥KOB)， ウラジミノレ管i玄ペスコブ，ヴオロネジユ管区ミロポリス

キー (B.11. MHpOnOJlbCKH設)，カザン管区シドロアスキー(B.11. lIlH，L¥J10-

BCKH註)， キエフ管区ノヴイツキー(孔 O.HOBHI.I，KH負)， モスグワ管区ャ γ

ジューノレ，ペテノレブノレグ管区ダヴイドフ(K.B. .llaBbl江OB)，ハリコフ管区ス

ヴヤトロフスキー(B.B. CBHTJlOBCKH設)であった。彼らの活動は， 1882年

法と 1884年法の実施を「主として教育的活動Jをとおしてうながすもので

あって， 1885年一年間に， 企業主による法違反は 23件記録されたにとどま

る46)。

枢密院はさらに工場法制jを推進した。 1885年 6月3日付で「工場，製作所，

マユユブアクチユアにおける未成年者および婦人の夜業を禁止することに関

する (0BOCnpew;eHHII HO四 0員pa60TblHeCOBeprneHHOJleTHM H )!(eHW;IIHaM 

mφa6pHKax， 3aBO，L¥aX， H MaHyφaKTypax)J法律が裁可された。これは， 17 

才未満の未成年者と婦人を綿，亜麻，羊毛の勅績，織布を行なう企業で深夜

労働させることを禁じたものである。大蔵大臣は内務大臣の同意のもとで，

この法を，通常の麗鋳期限以前に工場主に予告することによって他の工業施

設に拡大する権限を与えられた。しかしのち窯業，マッチ製造業などに若

干拡大されたのみで，それどころか，この法律自身がそスクワ地方の工場主

たちの抗議にあい 3年間の試み (BBHぇeOnblTa Ha TPH roぇa) として，

またしてもかろうじて臨時規則として1885年10月1臼以降実施されることに

なったのであった47〉0

工場監督官はイギリスの例にならって報告書をとりまとめ，これを公刊し

た。ャ γジューノレのf1882-1883年度工場監督官報告書(φa6pWIHbl負6bITMo-
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CKOBCKO益 ry6epHHH. OT可巴T 3a 1882-1883 rr. φa6pH可Horo HHcIlecTopa 

Ha.a 3aHHTHHM MaJIOJIeTHHX MOCKoBcKoro oKpyra) Jは1884年公刊された。

これは2部にわかれ，第 1部では年少労働の状態，第2部では労働者の一般

的状態が記述されていた。工場工業の内部の赤裸々な実態の公開は，ブノレジ

ョアジーや支配層を動揺させた。ヴイシユネグラドスキー(I1.A. BhIl.UeHe. 

rpaえは凶)は自由主義的傾向をもっ人物とされるが， rヤシジューノレは労働

者を教唆している， 労鮪者をそそのかして麗主に反抗させているJ といっ

た。 1886年には 9人の管区工場監督官の報告が公刊された。こんどは工業

部 (OT江eJIIlpOMbIIllJIeHHocTH)のプログラムによって編集さわした公式的なも

のであり， 年少労働者についての法の実施状態のみあつかったものであっ

た。それで、もなお，導舗の利益に反するところがあったものであろう。翌年

から報告書の公判は停止された的。われわれはここに，枢密院がワノレーエフ

委員会，イグナチZ フ委員会などを通して準備された労働政策を拒否すると

ころからはじまった一つの流れが，ある壁にぶつかっていることをみてとる

ことができょう O

V 

労働者の運動はひきつづきいま一つのもり上がりをみせた。前節にふれた

ヴオズネセンスカヤ・マニユブアクチユアの1884年12月1日より 1885年 1月

2臼までのストライキのあとをうけて， 1885年 1月7臼より 1月30日までイ

ワノヴオ口ヴPオズネセγスグのモロゾフ所有ニコリスカヤ・マユユプアグチ

ユアで大規模なストライキが発生したO この工場は 8，000人の労働者を擁す

る大工場であったが， 80年代の恐斑の中で1882年より 1884年の間に 5囲の賃

率引下げがおこなわれ， (キャラコ 1反につき 48KOIl.から 38KOIl.へ)，

罰金制度がさらに手取り賃金を引下げる作用をし労働者の中に不満が堆積

していた。 1883年にシベリヤ流jflJから帰ったそイセエγ コがそこに働いてい

た。 1月58，彼は 70人の発起人を秘かにあつめ，ストライキの期間，要

求，活動方針を討議した。翌 1月6日，要求案は労働者たちに知らされた。
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1月7臼早朝， 工場の作業は停止した。 最初ストライキは暴動の様相を示

し工場の窓ガラスや売庖 (JIaBKa)の破壊がおこったが，指導層の努力で

組織的なものにたちかえっていった。要求は， (1)1884年復活祭以降にとり上

げた罰金を労f勤者に返却せよ， (2)罰金を 1py6.につき 5Kon 以上とるな，

(3)欠勤の罰金を 1py6.以下にぜよ， (4)製品の検査に労働者を立会わぜよ，

などであった。 1月8日，県知事が軍隊をつれて到着しスト中止を勧告し

たカ入労働者は， ヴオノレコブ (B.BOJIKOB)を代表として県知事に要求書を

提出した。そこには， (1)罰金は賃金の 5%以内とすること， (2)欠勤控除は 1

ノレーブリ以下とすること， (3)雇主の都令による休業に補償すること， (4)雇主

は契約条件を変更する場合15臼前に予告すべきこと，労働者は15日前の

により自由に賃金の清算をうけて仕事をやめられること， (5)アルテリ長老の

自由選挙，およびその任期期間を最大3ヶ月とすること，などの内容をもっ

国法の制定を望むとあったのであるO 労働者自身の中から立法への要求が

出されたことは， 1882年法以降の時代を想、わせる特筆すべき出来事といえよ

うO 経験をつんだそイセエンコの熟躍して作成した要求項目と，それを事前

に大衆的自覚たらしめることから生れた組織性は，このストライキを極めて

強間なものにしていた。 1月llB，内務大置はそスグワ軍管区司令官に，

「ウラジミノレ県知事の要求するだけの軍隊をモロゾフ所有工場へ」 大至急派

遣されたしと電信しているO 工場は箪隊て、あふれた。重要地点にf土歩兵中

隊縦隊の人塩がつくられた。ヴオノレコフが逮捕されるときおよび，彼がウラ

ジミノレに護送されるとき労働者と箪とのあいだに抗争があった。 1月14

B， 800人が工場につれもどされたが， 工場が完全に操業したのは1月初日

からであった。 600人が逮捕され， 33人が 1886年5月からの公判にかけら

れた。有名な弁護士であったプレヴアコ(口JIeBaKO)が労働者たちを弁護し

た。 法廷は全被告に無罪を宜し釈放した。しかし内務大臣は，モイセエγコ

とヴオノレコフな行政流7刊に処した。ヴオノレコフは1887年，追放地ヴオ戸グダ

で死んだ。モイセL ンコはアノレハソグリスグで生きのび， 10月革命後の1923

年に死んだ49)。
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ところで，このストライキも決して孤立した現象ではなかった。 1885年 1

月14Elにはニコリスカヤ・マニユのストライキの影響のもとにギリ (rはλJlb)

所有のイズマイロフスカヤ(I13Ma如 OBCKa5l)綿紡工場で， 売自の価格引下

げ，罰金返却，賃率引上げを要求するストライキがおこって，軍隊の出動を

まねいているし， 1885~2 月 25 日， トヴエリでモロゾフ所有綿紡工場の労働

者が罰金廃止を要求して 3月10日，管理部の譲歩を獲得している。後者の

労働者の中には，もとニコリスカヤ・マニユの労働者もまじっていたといわ

れている 50)。

ニコザスカヤ・マニユの大ストライキの直後， 1885年 1月29日モスグワ祭

では， I工場および製作所のための義務的規程 (06513aTeJlbHble1l0CTaHOBJle-

HHiI江mφa6pHKH 3aBO瓦OB)J が制定されているO これはおそらくそスグ

ワ来警視総監附属工場問題委員会の作成にかかるものであろう O 内容は，多

岐にわたったようである。その中には，次のようなものがあった。「労働者

は，麗傭期間の終了以前に，定められた以上の何らかの支払いを要求するこ

とを許されない， 麗主を強要して白からのうけとるべき支払を増加させた

り，あるいはその他の条件を変更する易的をもって，相互に作業中止 (3a6o・

CTOBKa)の協定 (CTa四討を結んだ労働者は答めをうける，とくに首謀者と煽

動者は厳しく追求される(第11項)，工場主は， I労働者と約定した期間の経

過する以前にJ，勝手に賃金を切り下げたり，労働日数を削減したり，労働者

をあらゆる補助的作業に利用したりすることは禁止される。工場の持主が労

働者に，支払を銀行券(Kpe.nHTHbl註 6目立eT)および硬貨以外の，商品，食糧，

クーポンその他何らかの物品でうけとるよう強制することは禁ぜられる(第

10項〉。工場主は労働者に， 食事や飲料のための水や， 茶を沸かす湯を無料

で提供しなくてはならない(第 17，18項〉。旅券や居住涯の認証に対し料金

をとってはならない(第 20項〕。就業規兵Ijや出来高工賃表は掲示しなくては

ならない(第 23，24項)51)。契約の牢国性の原則を守りつつ，一方でトラッ

クシステム禁止をうち出している点に特に注目すべきであろう O

この時代にいたると，契約の年¥Jli¥性の原則が，工場主にとってかなり
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になっていることがうかがわれるのであるo 1886年，モスグワ郡のヴオリフ

ベノレク (BOJIb申6epr)所有ラシヤ工場の就業規則には，躍傭期間について何

の記述もなく， r麓主はあらゆる機会に労働者を予告なしで解雇ーできるJと

あったし 1885-1886年には，工場主の側からする契約条件違反が原因とな

った労働者騒動やストライキが，いくつも記録されている52)。

ところで， 1879-1880年のジャーナ担ズムの中で沈黙をまもっていた保守

派のイデオローグであるカトコブは， 1885年， rモスコーフスキZ ・ヴニLー

ドモスチj地 19号誌上で， r雇主と労働者との悶におこりうべき争論の立法

的なかっすみやかな終結が与えられなくてはならないJ， なんとなれば， も

し以前どおりの「無責任さ」が継続するならば， rあるいは，労働問題が現
われるであろうJから，と述べた。内務大臣トノレストイ (TOJIC刊誌)は1885

2月4B，大蔵大臣ブンゲ (ByHre)に書簡を送り， モスグワ焦やウラジ

ミル県の工場のストライキ原因の研究課査の結果， 自分は， r今や，現行法

制!の発展において，工場主の専横をある程度制隈することによって，将来か

なしむべき事件の繰返しを蕗絶することを助けるであろうごとき標準的規那

の構成にすずかベき焦眉の必要性Jを信ずるにいたった， とのベた。 さら

に，内務大臣トノレストイは1885年2月11日付のアレグサγ ドル盟への報告の

中で，労働者たちはしばしば，納税義務(ロOBHHHOCTH) を遂行し， 自分の

家族を扶養することはおろか，自分1人の食扶持をさえ稼ぎ出しえない状態

にある，とのベた問。支配層の中のとくに保守的，反動的な層が労働政策に

積極的にとりくもうとする動機と思想、を，これらの発言の中によみとること

ができるO

1885年2月14日，内務次官プレーヴ早川JIeBe) を議長とし内務省，大

蔵省，司法省の代表者たちによって特別委員会 (oco6a兄 KOMHCCHH) が構成

された。この委員会は，これまでの各委員会の作業の記録を研究し，それを整

理して， いそぎ，「工場工業施設の監督に関する， および工場主と労働者と

の相互関係に関する (0Ha~30pe 3a 3aBe~eHHHMφa6pH'IHO益 rrpm似IllJIe­

HHOCTH H 0 B3aHMHbIX OTHOIlleHHHXφa6pHKaHTOB H pa60四 X)J法案を作
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成した。この法案は， 1885年5月19日，内務大臣によって枢密院の審議に付

された。プレーヴエ委員会の法案は，枢積院の審議の中で修正が加えられた。

その主なものは，法の実施を一度に全燥に対して行なうことをしないこと，

工場主が法に反して賃金より控除した罰金を労働者に返済する規定は，工場

管理者の権威を{傷つけるおそれがあるから削除すること，ストライキに対す

る懲罰規定を強化することなどであった。法案は， 1886年 6月3日，ツアー

リの裁可を得て，同名の法律となった。この法は，鉱山，泥炭採取，官営企

運輪，建設，採石場には適用されなL、。特別規則を含む法律全体は1886

年10月1Bより，まずベテノレブ、ルグ， ウラジミノレ，モスクワの三県にかぎり

完全実施された。その他の諸県では強制力をもたない問。

1886年6月3日法の要点55)は次のごとくであるO まず，第一に1880年に廃

案となった労働者手繰制が磯立された。 労働者は， 工場にやとわれるとき

は，旅券あるいは居住誌とヲiかえに賃金支払手帳をうけとらなくてはならな

L 、。旅券あるいは居住証は，契約期間の終了時まで，工場事務所に保管され

るO 賃金支払手帳は旅券の代用物としてあっかわれ，警察はいつでも，労働

者の本籍地のみならず勤務先も把握できる。また工場主は労働者を期間内緊

縛できるO 第二に期間を定めた震傭とならんで，期間の定めなき麗傭が法認

された。解約条件は2諸問以前の予告であるO これは，労働市場の発展にと

もなう，工場主のあたらしい要求を反映している。第三に，賃金の定期払い

〈月 1間，ただし期間の定めなき龍傭には月 2回)，賃金の現金払い(現物支

払の禁止)， よりの農務差引きの禁止(ただし工場売宿よりの掛売分は

このかぎりにあらず〉が規定された。第二点，第三点は，帝政ロシヤにおけ

る自由な賃労働成立の指標として，特芸援すべき重要規定であろう O しかし第

四に，期間の定めある契約については，こと細かな規制があった。期間終了

以前に契約条件の変更を要求することは，労資双方に対して禁止されるO 期

間終了以前における契約破棄は，法の認めるいくつかの例外のみとされる。

ただし，そのタtl外について，雇主に対しみとめられたものと労働者に対しみ

とめられたものとの間には不平等があった。労働者に対しみとめられたもの
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は，徴兵とか拘禁とかの場合をのぞき， 親族の死亡 (2親等以内)， 賃金運

配，管理者による殴打及び重大な侮辱， 食事や住居についての条件の不履

行，労働者が作業により健康を害した場合などであった。罰金が高いことは

理由とみとめられなかった。また，これら期隈前解約のためには，法廷に訴

えねばならなかった。ところが一方雇主の倶IJは，労働者が無許可で 3日以上

継続して欠勤したとき，継続的疾病の状態にあるとき，これを自由に解雇す

ることができたし， 企業における作業が継続的に停止する場合， すなわち

「火災，洪水， 蒸気機関の爆発，その他Jの場合に労働者を解麗できた。例

外を限定する場合に「その他Jと入れてし、るところがとくに問題であろう O

もちろん，この条項をもって，ニコリスカヤ・マニユの労働者の休業補償に

対する要求は拒否されているわけであるO 第五に，法は工場主に労働者に対

する支配の手段として罰金賦課の権利を与えた。ただし罰金賦課の理由は，

(1)粗瀬な作業， (2)欠勤， (3)規律違反の三つに限られる加。「労働者から徴集

した罰金は，工場管理部の管理に麗する各工場の特別基金をつくることにふ

りむけられる。この基金は，内務大臣との協議にもとづいて大蔵大臣が発す

る規則にしたがい， 工場監督官の許可をえて， もっぱら労働者自身の必要

のためにのみ使用される」。法は， 罰金が賃金低下のためのかくされた手段

になったり，職長クラスのボ{ナスのための基金となったりした事態に対し

て，一定の規制を加えているO 附則の「特別規則 (OCOBblenpaBHJla) Jは，

罰金の上隈を，労働者1人113 1 py6.まで 1ヶ月に賞金の%までとした。

%を超えるときは，それ以上の罰金斌課をさしひかえるか，あるいは解雇す

るかしなくてはならぬ，と定めた56)。

(註) I粗漏な作業とは，労働者が，不注意により品質不良の製品を作り，または作

業にあたって材料，機械，その他の生産用具を破損することをいうJ0 I欠勤と

は，遅刻，または勝手に作業をはなれることとはちがって，すくなくとも労働日

の半分以上作業につかないことをいうム規律違反とは次の8妥日である。 (1)1遅

刻，または勝手に作業をはなれることJ， (2) I工場建物内において所定の火気取

扱注意競刻を守らぬことJ， (3) I工場建物内で清潔整額をまもらぬことJ，(4)I作

業中，騒音，叫戸，怒口，争論またはつかみあいによって静粛をみだすことJ，
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(5)1不服従J(ただし契約条件にもとずく，要求に対する)， (6) r泥酔して作業に
つくことJ， (め「禁止されているばくちJ， (8) r工場内規を守らぬことJ57)。

法実施の監督は， 各県当局にまかされることになった。 附則の「特別規

則」は，それを各県に存在するかあるいはこれから設立される県工場問題審

判所 (ry6epHcKoerroφa6pHQHO-3aBo，n:CKHM ，n:eJIaM rrpHcyTcT倒的にゆだ

ねた。議長は県知事(ただしベテルブノレグでは特別市長官，モスクワでは警

視総監)，成員はそのほかに副知事，管区工場監督官(あるいは監督官補)，

系憲兵長官， 管区検事(あるいはその次席)， 県ゼムストヴオ参事会頭(あ

るいは参事会議員)， 市参事会頭(あるいは参事会議員〉であったO 一見し

てあきらかなように，これは， 1881年ベテノレブソレグ警視総監のもとに出現し

た工場閉鎖委員会をさらにオーソライズし，その中に工場監督官を主要報告

者としてつつみこむものであった。枢密院の報告は，これを，工場内の監督

に対する「県当局の指導的地位の確保J，その分野における「法制の余白を，

行政命令によって埋める可能性」を与えるものであるとしているO 県工場

問題審判所は，労働安全衛生に関する義務的規程 (06113aTeJIbHOe rrOCTOHO-

BJIeHHe rro MepaX 瓦λ51 OXpaHbI )j{沼3HHH 3ぇOpOBb51 pa60可HX BO BpeM兄

pa60T) を作成する権利をもった問。

法の違反に対して，労働者は治安判事 (MHpOBbIHCy，n:b51)が拘禁，禁鍋を

ることによって罰せられ，工場主は，工場開臨審判所により罰金を賦

課せられた。この罰金が 100py6.をこえるときには，工場主はそれを訴え

る権利をもち，その場合には2名の大臣よりなる評議 (COBeIll.註日目的が最終

審判をおこなった。労働者は，工場主の労働者に対する罰金賦課が不正確で

あっても，これに苦情申立てる()j{aJIOBaTbC51) ことはゆるされず，申告する

(3a51BJI51Tb) ことだけできる。 したがってこれに対する措置は，官吏の怒意、

にまかさオ1るO

これらと同時に，プレーヴL の進言。によりストライキに対する刑事罰が強

化された01885年の刑法典は以前からのストライキに対する規定，首謀者3週

間以上3ヶ月以下，その他7日以上3週間以下の禁錨の規定，第1792条を13584
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条とし，あらたに，13581条，13582条，13583条を隙加した。 13581条によると，

「期間終了以前に，賃金を引き上げその他の麓鰭条件の変更を工場主に強要

することを目的とする協定 (CTatIKa)に対し科人は，それを始めることあ

るいは継続することを鋪勤したもの 4ヶ月以上8ヶ月以下の禁鍋 (3aKJIぬ明-

HHe B TIOpbMy) ，その他のもの 2ヶ月以上4ヶ月以下の禁鋸，ただし協定参

加者にして警察権力の最初の要求でこれを中止し作業に入叶たものは処罰さ

れないJo13582条によると，工場の財産，閉じく職員の財産の破損または壊

滅の原因となったストライキの参加者は，それ以上の重罪がおかされなかっ

ナ、τかぎり，首謀者は8ヶ月以上1年4ヶ月以下の，その他l主4ヶ月以上8ヶ

月以下の禁錨に処せられる。 13583条によると ，I他の労働者をさ暴力または脅

迫をもって強制して作業を中止せしめ，あるいは再開をさまたげたストライ

キ参加者たちは，彼によってなされた暴力がそれ以上の重罪を構成しないか

ぎり，その行動を教費し群衆にそれを指図したものは8ヶ月以上1年4ヶ

月以下の， その他のものは 4ヶ月以上8ヶ月以下の禁錦に処せられるJo

れらすべてのストライキに対する罰剤は，契約の不法な期限前破棄が基本的

な罪を構成している。 1886年6月3日法は，期間の定めなき駕鵠の制度を法

認した。そこで1886年， 刑法典に514条が追加されることになった。すなわ

ち， I鷲傭期間の終了前に， あるいは期間の定めなき震僚にあっては2週間

前の予告なしに作業を拒否したときは 1ヶ月以下の拘留 (apeCT) に処せ

られる」。 これまた，契約の牢閤性の原則の援用によるi:*二理で、あるO とはい

え，作業停止，協定，ピケツテイングのそれぞれに，それぞれ照志した法理

が確立された。さらに注冒すべきは，労働者がこれら刑事責任を負わされた

のに対して，工場主は法違反に民事責任しか負わず，労働者は訴訟をもって

抗しなければならないことになっていた点で、あろう。また，大ストライキ

は，単なる刑事事件としてみられることなく，霞事犯として扱かわれた点も

見逃せなL、59)。

1880年から労働保護の政策をもって発展しはじめた工場法制は， 1886年工

場法にいたって性格を変え，特殊ロジヤ的なものとして定着した。資本主義



帝政ロシヤ労働政策の展開過程荒叉 81 (541) 

の発燥に即臨しつつも，農奴鍛j遺棋の保存・利用と，治安維持対策としての

性格が正面にうち出された，はなはだしく反動的性格をもつものであった。

U 

1886年工場法は，工場監督官に，労働者の騒動を予防し平和的調停のた

めの手段をとるという新しい役割を与えた。これは以前から警察の取扱って

きた職務の一つであり，工場監督官の仕事は，そのいみでも警察官の仕事に

接近した。また， 1886年法の制定とともに，過度に「良心的な」 ち

は免職された。ヤンジューノレのいうところによると，最初の工場監督官たち

は， I人民に対する愛」と清廉さとにもとづき， 工場法の助け宅どかりて「将

来の革命の牙の一つを抜きJ，I穏和な保守的な麗を析出させようJとしてい

たが，あたらしい工場監督官たちは，根本的目的を労働者のストライキの

「廃絶Jにおし、ていた。

工場監督官は， 1886年法により，賃金支払手帳の形式，罰金基金の支出，

罰金表，工場売庖の品物の{間格，工場開属浴場，喫茶室，食堂などにお冷る

価格，工場内規などが法の要求するところを満足させているかどうかを検討

しこれに承認を与える権限をもっていた。また賃率表に著名し契約期間

内にそれが変更されることのないよう監督した。場合によっては，あまりに

低い賃金率が労働者の騒動を惹起することをおそれて，署名を拒否すること

もあった。しかし一般に，工場主に対する規制はつよいものとはし、えなL、0

1886年10月1日より 1888年1月1Bまでモスクワ工場管i玄で記録された工場

主による法違反は32件で， うち24件が工場問題審判所にかけられた。ところ

が1887年度のみで， 1946件も発見されていたのである。 うち104件は罰金に

関して， 65件は売自に関して， 39件は無償であるべきものに料金徴集したこ

とに関して 7件はトラック・システムに関してであったo 1886年10月より

1888年1月までの間に，工場監督機関はうけつけた労働者の苦情のうち 109

件を根拠あるものと認めた。うち74件は集団的棟情であった。一方，モスグ

ワの工場主たちは，県および首都工場問題審判所に，工場最督官の「正しく
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ない行動jについて6件の申告をもちこんでいる問。

1886年工場法以降，ストライキの経過についても若干の変化がみとめられ

る。以下，数併の事例をもって検討してみよう o1887年，スパスカヤ (Crra-

CCKaH) マニユフアクチユアとベト戸フスカヤ(rIeTpoBCKaH) マニユフアク

チユアとにおいて，労働者たちの合同ストライキが賃率引上げを要求して行

なわれた。工場管理部は，予言い賃率で働くようにと説得，次いで全員を解雇

して再募集をおこなった。ストライキは敗北した。 1887年 9月，モスクワ県

のヴイソコフスカヤ (BbICOKOBCKaH) マニ Z ブアクチユアにおいて2000人の

労働者の参加する 2週間にわたるストライキが発生した。要求は賃上げ¥家

賃控除反対その他であり， 婦人の独底要求として 11時間につき 2Korr.

金上づみJがあった。憲兵，コサック兵をひきいた副知事は，以前の条件で

作業に戻るようにと申し入れると，労働者は「し、やだ(配)j{eJlaeM)J とこ

たえ，また副知事が，不満ならば清算支払をうけよと申し入れると， 1ゆかな

い (HerroねeM)Jとこたえた。 27人が拘留され， 300人が追放され， 450人

が解雇された。 1888年 9月28B，コロメシスキー郡のシチエノレパコフ (llI.e-

p6aKOB)兄弟所有工場が労働者の半分を解雇することに抗議して，労働者

たちは， 1全員を働かせつづけるか，それとも工場を閉鎖するかJと要求し

た。工場監督官補は労働者に，作業につくか，あるいは工場管理部が示した

条件で支払をうけ解雇に応ずるか，と交渉したが，労働者はきき入れなかっ

た。副知事と管区次席検事，管区工場監督官が， ドン・コサック 2ケ中隊と

ともにやってきた。労働者は交渉に応ぜず¥首謀者が拘留されると，労働者

たち 1500人がこれをとりまいて， 釈放しない間は交渉に応じないと主躍し

た。兵士の警護のもとに労働者たちは事務所につれてこられて，支払いをう

けるように強要されたが，労働者たちは拒否した。 1888年 9月26日より 10月

3日までウラジミノレ県のシユ…ヤ，コヴロフ，イワノヴオ地区で賃下げ反

対， 9時間労働日の要求をもって6000人のゼネストがおこった。 28B，監督

官補が到着して，平静にするようにと交渉した。箪隊に対して労働者は投石

して芯しゅうした。男で20~25%，女で 5~1O%の賃上げを工場主はみとめ
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た。翌1889年にもゼネストが起った。鎮圧のために歩兵2ケ大隊とコサック

兵2ケ中隊を要した。スト終結後も， ウラジミノレ察知事は不安をかくせず，

シユヤ，コヴロフ，イワノヴオに寧を駐屯してほしいと要望した61)。これら

の事例の中にみることのできる特徴は，まず、第 1に，かつてみられたごと

き，工場主と労働者代表と官吏の連署による協定書をもってストライキを終

結しようとする動きのないことである。それにかわって，不満の労働者を解

雇する方策が積極的にすすめられている。第2に，ストライキの規摸は大き

くなり，寧の出動の頻度がましているO

1887年3月10臼，ロシヤ商工業振興協会モスグワ支部は， 1886年工場法に

対する意見蓄をまとめている O その内容は次のごときものであったO 工場監

督官が労資『双方の利害の完全な対立』という認識に立郡し， u主としてこ
の対立の調整のための道具Jとして法を運用することは不当である。 u利害
の一致と相互に補完する能力の穏違にもとづく同盟Jとして労使関係をみ

て， u工場における労使の協力Jのために新法を解釈すべきであるo U自発
的契約の原則Jに反する新法の諸規定の改訂が必要である o(1)賃率表の掲示

にさいして監督官の連署を必要とするとの規定を廃止し，賃金支給自の規定

を，監督官の承認た必要とする工場内規にふくめることに反対する。 (2)製品

と機械，用具の破損，材料の横領については，罰金の他に損害賠償請求がみ

とめられるべきである。 (3)重大な理由のない月 613以上の欠勤，理由ありと

しても 2週間以上の欠勤を，解麗事由に加えるべきであるo (4)ゼムストボ，

及び都市自治体の長ではなく，議員の中の工場事業に通じた人を県工場問題

審判所に参加させるべきであるO これと同種の意見が，間年ニジエゴロド定

期市にあつまった工場主からも意見書となって，大蔵大臣に提出された問。

工場主の意見を現行工場法制の中により車接的に反映させようとする志向が

うかがえるO

1890年1月，大蔵省は枢密院に， 1"年少者，婦人，未成年者の労働に関す

る，および年少労働者に関する法律を手工業施設に拡張することに関する臨

時法令 (BpeMeHHoe rrOCTaHOBJIeHHe 0 pa60Te MaJIOJIeTHHX， 2KeHlIJ，HH 狂
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110江pOCTKOBH 0 paCnpOCTpaHeHHH 3aKOHOB 0 pa60Te Ma~O~eTHHX pa60・

可HX Ha peMeC~eHHhIe 3aBe)(e問 ll)Jの改正に関する覚書きを提出した0

1890年2月， 1882空手法および1885年法を修正，追加することを内容とする法

案が，枢密院の審議にかかった。枢密院の決定は1890年4月24臼にツアーリ

の裁可をえて，前記2法は廃止され，かわって「工場，製作所，マニユフア

グチユアにおける年少者，未成年者，女性の労働に関する，および年少者の

労働と学留に関する規則を手工業施設に拡張することに関する法令の修正に

関する (06H3MεHeHHH nOCTaHOB~eHlm 0 pa60Te Ma~o瓦巴THHX， no江pOCTKOB

H ~おU )l{eHCIWro no~a Ha 中a6pHKax，3aBOぇax H MaHyφaKTypax H 0 

pacnpOCTpaHeHH狂 npaBH~ 0 pa60Te H o6YQeHHH Ma~o~eTHHX Ha peMecル

eHHhle 3aBe)(eHHH) J法律とな叶た。この法律は，以前の法律と同じく 12才

未満の労働は一般的に禁じていたが， 1:去の適用領域の拡大にあたって，これ

まですでに労働に従事している12才未満の児童の労働継続を許可した。 12才

以上15才未満の年少者の労働日の基準は改悪された。労働日の長さの最大限

8時間，ただし継続して 6時間の基準が，それぞれ 9時間と 4時間30分とに

変更された。しかも深夜業の規定が，以前の午後 91苛より午前5時までか

ら，午後10時より午前4時ーまでと修正された。この立法志;留は，明らかに?

普及しつつあった成年労働者の 9時間 2交替1IiIJに年少者の労働を適応させん

とするものであった，と認めうる。かくて年少者は 2組4時間30分4

制の恐怖にさらされたのであるO また，この法は， 15才以上17才未満の未成

年者と婦人に対し，深夜の規定の修正によって深夜業禁止の思恵を減少せし

めたばかりでなく，家長(戸主〕と時と処をともにして (O)(HOBpeMeHHO H 

COBMeCTHO) であれば，とくに重大な事由を認定しうるかぎり，

審判所と知事の許可により，深夜業そのものが許容されることになったので

あるO 法はまた，中央工場監督官に，家族とともに働いているのであるかぎ

り，婦人および未成年者の日曜および大祭日の労働を許可する権限を与え

た。法はさらに，工場問題審判所と県知事に，成人とともに働いているかぎ

り児童(江町h)の日曜労働を許可する権限を与えた問。法の適用領域の拡大
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は，筏明な一般的規定の貫徹という形をとらず，一般的基準の水準低下，お

よび各種例外の認容，そこにおける官僚の裁量の自由，という形をとってい

るのが認められるO

1886年工場法が予定していた，大蔵大毘の罰金基金支出規則が， 1890年12

月4Bに発布された。それによって，罰金基金が支出さるべき 5つの場合が

規定された。すなわち， 1(1)永久的労働能力喪失，あるいは疾病による

的労働能力喪失に対しする扶助金 (rroco6He) としてj， (2) 1臨月に入り，出

産前2週間の作業主ピ中止した婦人労働者の扶助金としてJ， (3) 1火災その他

の災害をうけて，資産を爽失しまたは資産に損害をうけた」場合，仏)1葬祭

料ム (5) 1その他工場監督官に許可をえた場合jであるO 労働者は扶助金支

給願いを雇主に呈出し雇主は監督官の許可をえて，扶助金を支給するO

主が支給を拒否するとき，労働者は監督官に申し出ることができるO 監督官

は職権で支出を命令できるO 工場問題審判所は，信用できる工場主にたいし

て， 監替官の許可をえないで小額の扶助金(l5py6. 以下〉を支給する権利

を与えることができるO 基金の積立てが 100py6. 以上になったときは，こ

れを貯蓄金庫に予金する義務がある。この規則にもとづいて， 1895年4月26

B. サ γグト・ペテ/レブルグ工場開題審判所はこの規則の解説を制定した。

それによると，永久労働能力喪失および疾病による一時的労働能力喪失に対

しては，従来の賃金の五を限度として，出産に対しては産前産後2週間(計

4週間〉従来賃金の労を限度として，資産の損害に対しては，半年の賃金額

の弘な限度として，葬祭料としては1O~20py6. というものであった制。

1893年6月8日， 1886年工場法に一連の修正を加える法律が勅裁をうけ

たっこれは， 1886年工場法の実施過程の中で出されてきた，たとえば上述の

1887年のそスクワ工場主たちの意見などを考諒したものであったO 工場管理

部(土全労働者の旅券を事務所に保管する権利をもつのみならず，さらに，期

限の切れた旅券を，労働者の同意なしにあたらしく書きかえる〔期間延長す

る)権利をもった。 また，労働者の債務を賃金から控除することによって償

却することを工場主に許した。作業の完了までを期間として震傭された場
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合(出来高払い契約の場合はのぞく)， もし支払期日についてのとりきめが

なかったときは，作業の終了とともに賃金支払が行なわれる。解雇，賃金欠

配などの苦情()KaJIo6a) は1ヶ月以内でなくてはならなし、。 このように，

雇僚を近代化し自由な貨労震を確立するための最低基準は，かえって悪化

した。地主の「労働者Jへの権益が縮少していくのにともなって，労働者を

工場主へ隷属させる想定がつよまった。労働市場を労働者のためにではな

く，雇主のために利用する規定は，さらに一層の展開をみせる。工場管理部

は，重大な理由なしに 1ヶ月のうち 6El以上欠勤したとき，および重大な理

由があっても 2週間以上ひきつづき欠勤したとき，濯傭契約を破棄できる。

欠勤への罰金の上限は， 1886年法の 1ヶ月につき賃金3日分から 6B分に上

がった。粗漏な作業に対し工場主は罰金のみならず損害賠償も誘求しうる

ことになった。工場管理者に対する罰則は軽減された。その他，以前と同じ

く，工場売庖の販売額格に対する監替官の承認の必要性 2週間前の予告な

しの勝手な退去は 1ヶ月以下の拘留に処せられる，などの規定があった。

ただし，この最後の点については，ストライキの大規模化とともに実効をもち

得なくなりかけていた模様で、あるo 1894年の元老龍決定は，ストライキにあ

ってはまず工場監督官が鎮撫に向かうこと，次に警察が出動した場合で、も，

労働者があきらかに契約期限以前に工場に震ることを拒否する意志表示をし

た場合のみ，開条項を適用すべきである，として規定をゆるめたのである。

したがって多くのストライキ参加者，主，単に欠勤ゆえの罰金賦課の対象には

なりえても，拘留の対象とはなりえない，ということになったのである65)。

つづいて 1894年3月14B， I工場監督制度と県機械監督職の改組に関す

る (0npeo6pa3oBaHHHやa6pH'lHO註HHcneKUHHH江OJI)KHOCTe員ry6epHcK-

HX MexaHHKoB)J法律が勅裁をえているO この法制定直前の工場監督制度ば

次のごとくであった。中央工場監督官 1名， 9ケの工場管区に 9名の管iK工

場監督官， 1891年6月11日より 1886年工場法の完全適用のおこなわれるにい

たったワルシヤワ県，ベトロコフスカヤj壊をあわせて 5県に15名の工場監督

官補が，のこりの55県に対し10名の工場監督官補が配置されてし、た。 1894年
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法は，中央工場監督官職を廃止し，工場管匿を解消した。あたらしくこのと

きから1886年法が完全適用されるお県をあわせて18県〈ベテノレブルグ，モス

グワ，ウラジミノレ，ワルシヤワ，ベトロコブスカヤ，以上従来より適用， ト

ヴエリ，コストロマ， リヤザン， ヤロスラヴリ， ニジエゴロド， ユストニ

ヤ， リヴオニヤ，グロドノ，キL ブ， ヴオノレニヤ，ポドリヤ，ハリコブラヘ

ノレソ γ， 以上新適用〉に， 主任工場監督官 (CTap出 H訪中a6pW:IHbI訪問crre胡

KTOp)職各 1名づ、つがおかれた。彼らは直接，務工局に所属することとなっ

た。そのほかに 125名の工場監督官がおかれ，とくに工場の発践している県

には，主任工場監督官に所罵する識として監督官見習 (KaH，l{叫aT)と事務担

当者(江eJIOrrpOll3BO，l{IITeJIb)がおかれた。さらに，工場監督官たちの活動を

監査するものとして 3名の工場審査官 (φa6pll'lHbI首 peBlI30p)職がつくら

れた。 県機械監督職は麗止され， その職務は工場藍督官の職務に加えられ

た。 64名の県機械監督のうち43名が，工場監督官に横すべりした。監督官増

員の財源として，蒸気ボイラー，豪引事への課税がおこなわれ，その納入の

監督をも工場監督官がおこなうことになった。県工場問題審判所の構成もか

わったO ゼムストヴオ，および都市参事会頭は更迭され 2名の工場主代表

が加わることになった的。

大蔵大臣ヴイツテ (BIITTe) は1894年 6月11臼付問状の中で，あたらしく

編成された工場敷督官たちに， r最大の注意、を，工場主と労働者との間の誤

解にみちびくあらゆる原因を除去することにふりむけなければならなしづと

指示した。同じく 6月11日付の「工場監督機関メ γノミーへの訪11令 (HaKa3

羽田M IIHerreKlllI) Jは，監督官たちに対し，重大なストライキや騒動が発

生したときは， rただちに現地で原国を明らかにするべく秩序茶乱のおこっ

ている地点におもむき，……工業事業の正常な運行の再建される以前にそ

の地を離れてはならなLづ， I平和的問君、へと双方を説きふせるよう努力しな

ければ、ならなLづ， r所崩する地区にある全警察から，準備されつつある

離脱，秩序索苦しその他についてのあらゆるデータの通報Jをえながら，

威j解消のために不可欠のあらゆることを実行せねばならない， と
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けていたo 1894年の訪11令は，また，あらゆるストライキや騒動についての情

報を商工局に報告すべきこと，工業部 (OT，lI.eJI npOMbIlllJIeHHOCTH) の作成し

たプ口グラムにしたがって，統計と重要事件とを 3ヶ月ごとに，および1ヶ年

ごとに報告すべきこと，を工場監督官に義務づけていたO この報告は集成さ

れて， 1901年以降公刊されることになる印。

1895年，コヴノ，ヴイ/レノ両県に1886年工場法の適用がきまり，つづいて

1896年， ヴイツテプスク， カノレーガ， コナノレロブ， タγボフ， トウラ， スモー

レンスグの 6県に適用がきまった。 枢密院の 1895/96年度年次報告書は，

「工場施設に対する監督と，工場主および労働者の穏互関係にかんする一般

規則を適用することなしには，地方の工場における平騒と秩序を維持するこ

とが国難になった」とみとめている。その結果， 1897年 1月1日には，工場

監督制度はヨーロツパ・ロシヤ26.1県に26名の主任工場監脅官とその舘 125人

の監督官をもっ制度になった。大蔵大窪ヴイツテが監督官たちに与えていた

基本的見地は， 1895年12月5日付回状によると次のごとくであった。 I近年

の無秩序はJ，その精神状態から一つの工場におちついていられず¥ 工場か

ら工場へとわたりあるく労働者と，間ヨ一世ツパで発生した，工場主と労働

者との反自の思想、をもった人々によって，ひきおこされている。これらの人

々は，社会秩序にとってのみならず，労働者自身の現実的利害にとっても有

害である。諸君は，工場生活に近づき，群衆がたった 1人の'騒動によってさ

えいかに容易にうごかされるかを知った上で，労働者たちに，工場に無秩序

をもちこむことの違法性について，法の違反に対する責任について，できる

だけ度々説明するべきである。わが閣の工業においては，雇主と労働者たち

との簡に家父長制的性格が優勢である。工場主は自分の工場で働く労働者，

事務員の必要を配麗しているO このような関係の上に，道徳的・キリスト教

的感情の法をおくならば，今13，成文法と強制の適用を優越させなければな

らぬはずはなLmh以上のごとく，ヴイツテは，工場監督官のとるべき態度

を，労働者の斗争に対してこれを抑圧し，工場主の恩矯を信じてこれを強制

しないこととなすのであるO しかし具体的には治安のために工場主の協力を
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要求するo 1895年 4月11日付大蔵・内務両大臣の回状は工場主の義務として，

準備されつつあるあらゆる労鱒者の騒動 (BOJIHeHHe)や立ち上がり (BbICTy働

TIJIeHHe)について，大いそぎで，できるならば電報もしくは急使(HapOQHbm)

によって工場監督官か警察に知らせること，をあげているO そして1895年6

月7臼付の秘密問状は工場監督官たちに対し，工場で発生した労働者の作業

離脱，騒動，秩序薮乱の発生，経過，結末につき，いそぎ浦工局に知らせよ

と義務づけている。 1886年工場法の拡大は，官吏の迩意の拡大であり，労働

者に対する抑圧の強化であり，工場主に対する規制力の縮少である。これら

のうごきと平行して，警察力の強化がすすんでいる。とくに，工場主の負担

で工場内に警察の職を設定することが1880年以来行なわれてきて， 1897年ま

でに，これが 130以上になってL、た69)。

軍隊の出動もふえているO 機弾兵連隊，竜騎兵連隊，近衛兵連隊なども出

動するようになってきている。 1892年 8月，ユーゾフカでおこった坑夫の騒

動の場合，軍は武装してあらわれ，卒鞭 (Hara設Ka) で労働者をうち，死傷

者が出た。労働者は石，および連発拳銃で応しゅうした。騒動は11鉱山をま

きこみ， ノレガンスク， マザウポリ， ユカテリノスラフにひろがり，労働者

15 ， 000人が参加した。鎮圧のために参加した箪欽は，歩兵 4~5 ケ大隊，コ

サツグ兵 3~4 ケ中隊，騎兵 2 中隊。兵の射撃により流血。 400 人の逮捕。

翌1893年の南口シヤ鉱山主大会は， 自分たちの費用で、宿舎をたて， 1コサッ

グ部隊の宿営によって秩序と安全を守ることがでひ必婆であるJ と確認し

たっツアーリ政府は，彼らの要講をうけて，ユーゾフカ，マケ Z フ，ヴオノレ

インツ Z フ各地方にコサック部隊を積営させることにした70)。

1886年以降，労働保護を内容的に前進させるめだったうだきはみられな

L 、。災害への雇主責任の法制は，すでに 80年代はじめから検討がはじめら

れ， 1889年2月，大蔵大臣ヴイシユネグラドスキーが法案を枢密院にもちこ

んだが，廃案となっているO 大蔵省は再び， 1893年3月 15日，新法案を枢

密院にもちこんだが，これまたブルジヨアジーの反対あるいは訂正要求にあ

い，再検討のために大蔵省にさしもどされた。この関，予定された給付の水
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準は次第に低下している71)。

理

労働政策のあたらしい展開の契機は，またしても労働運動により与えられ

た。 1896年 5月末から 6月のペテノレブノレグの労働者のゼネストがそれであ

るO このストライキがとりわけ専昔話に衝撃を与えうるものになったのは，首

都において長期間三十かわれたこととあわせて，専制!の側からの大デモンスト

レーシヨ γたる戴冠式との関連で、斗かわれたこと， r労働者階級解放斗争同

盟Jという革命組織の指導のあったこと，ウラジミル県その他でもり上がり

つつあった労働者の広汎なストライキ斗争の一環として，あるいはそのピー

グとしてあったことであろう O ストライキの統一要求は次の項目あった。

(1)午前6時ーから午後8時までの労働日を，午前7持から午後7時までに変え

よ。 (2)昼食休憩を 1時間半与えよ，つまり労働日の長さを 13時間で、はなく

10時間 30分とせよ。 (3)賃金収入 (3apa6oTOK) が減少しないように，賃率

(pac~eHOK) を上げよ。 (4) 毎土曜日を一斉午後 2 時仕奉仕舞とせよ。 (5)

は自分勝手に機械をとめたり， 定時刻より早くから機械を動かしたりする

な。 (6)月前半の賃金を期日どおりに全額支給せよ，遅配するな。 (7)戴冠式の

日(祝日休業とされた〉の給料を全額支給せよO この統一要求を強力に普及

したものは「斗争同盟jであった。戴冠式はら月14，15， 16日であり，スト

ライキが本格化したのは 5月27日であるO 戴冠式というロシヤ国毘共通の関

心事と結びついて，この日の休業に賃金補償を出したところと出さないとこ

ろとの工場主側の足なみのみだれがひろく労働者に知られたこと，紡績工の

もとに見習工 (no江py叩組員)として働いている青年労働者が， 1887年以来，

始業前20分間の無償労鮪をつづけさせられており，不満f暴発の火種となって

いたこと，これらの部分要求を生かしながら，労働日10時間30分という統 A

要求をうち出した指導が，くすぶりだした火種を獄火にしたものであろう 0

5月27・28日に，いくつもの工場で同じ要求をもった労働者の行動がおこっ

ていることから，それをうかがL、知ることができる72九
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6月7日，商工局次長ランゴヴオイ (H.D. JIaHfoBo院を中心に，工場監

督官および工場審査官 (φ.φOMHH，E. D:MeHTbeB， B. MHXaHJIOBCK凶， D. 

PbIKOBCKH負)が，ストライキの原因は何か，なぜ長びいているのか，秩序再

建のためにどんな手段が必要か，今後のために「何らかのサ史的手段Jが必

要でないか，の四点について評議 (COBemaHHe) を行なった。第一に，スト

ライキの原閣は労働と生活の条件の悪さにあると認められた。議事録には，監

督官のあつめたデータによって，労働日が長い(12~14時間〕ために，疲れ

て食欲のなくなるものもあること，住宅事情わるく，通勤sg離が長いために

昼食に満足なものをとれないもののいること，家族をもてずに飲酒にふける

もののいること，ベテノレブノレグは生活費が高くつくから，賃金はそれにくら

べると地地方より高いとはし、えぬこと，工場医療の水準がひくく，労働者は

病気になると，診壌をうけられぬのみでなく欠勤のかどで罰金をかけられる

こと，などが記録されているO とくにそのさい，ベテノレブルグの工場に特別

の産業予備軍たる「その臼払い (rrOHaJI別貼泊)jがあらわれていることが指

摘されている。彼らは毎日工場にあらわれ，常用労働者のうちの誰かが病気

のため出勤しなかった場合，その欠員をうめて代りに働くのであるO 彼らの

大部分は，数ヶ月後に常用労働者に採用されるとはいえ，危険な浮動層を構

成している，と評議はみとめている。主任工場監督官ノレイコブスキーは首都

工場問題審判所に， rその日払L、J労働者をその他の労働者と同じく扱かう

こと，すなわち雇傭契約を結んで，彼らに賃金支払手帳をわたすこと，彼ら

に他の労働者の平均賃金の75%くらいは支払うようにすることを工場主に義

務づけるよう提案した。その結果，半年くらいのあいだに，多くの工場に，

「定員化されたその臼払い (U1TaTHblerrOHaJIHl.JHbJe) Jがうまれた。

ストライキが急速に拡がり継続的なものになったことについては， r斗争同

盟」の長い準備活動を議事録は指摘するが，それとともに，工場鞍督官がス

トライキへの刑事責缶についての 13581条な説明すると，労働者たちは，い

つでもどこでも ， r工場監替官たちはわれわれの利益を守るかわり iこ，法に

よって与えられているのでない役割をはたしているJと不平合のべることを
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指摘しているO 第三に，いかなる手段をとるべきかについて，もはや現状に

おし、て工場監督官は，観察し (Ha6JIIOJl:aTeJIbHO)，諮問に応ずることしかで

きない，といい，一般的な行政手段として次のように進言する。(功労働臼の

標準化がかんたんに実現できるかに考えている労働者の確信を是非くずさな

くてはならなL、。とくに首都工場問題審判所にはそのようなものをつくる権

限のないことを知らせなくてはならなL、。 (2)l、そぎ懲罰手段をとらなくては

ならなL、。一定の期限を通告し，重大な理由なく工場にもどらないものは法

にしたがって解寵されたものとみなす。解雇されたものには旅券と賞金をわ

たし，うけとらないものの分は警察から手わたすなり，出身地の郷役所あて

に送金するO 工場にもどったものには，平均賃金の一部なりと払ってやり，

と分離さぜるなどである。第四に，今後事件をくりかえさせないため

の下一般的手段」として第一番目にとり上げるべきは，標準労動日であると

Lて， 1882年，ベテノレブルグの工場主がすでに最大12時間労働日を確立する

よう提案したこと， 1894年の口ツヂの工場主の提案，すでに9時間労働日を

採用して効果をあげている工場例などを援用しているO そのさい， 議事録

は， f労融恐標準化の問題とともに，もう一つ，深夜業禁止の問題もとりあ

げないわけにはゆかなL、。これに対しては，工場所有者はより準備がととの

っており，それを極めて近々の事業であると考えているJとつけくわえてい

る73)。

ロシヤ商工業振興協会ロッジ支部の大蔵省商工局あての 1894年の提案と

は， (1)特殊作業をのぞき深夜業(午後10時一午前 4時〕の禁止， (2)地下作業

など 1B 10時間，金属加工業など 1日11時間，一般は 1B 12時間を限度とす

る， (3)祭日の労働禁止であった。 1894年末の「モスグワ製造工業改善発農協

力協会特別委員会 (Oco6aHKOMHCCHH MOCKOBCKoro o6w;ecTBaぇJIHCO江e-

負CTBHHyJIyQWeHHIO H pa3BHTHぬ MaHy<jJaKTypHo訪日pOMbIWJIeHHOCTH)Jの

提案は，モスクワ，ウラジミノレ地方の大工場主の意、見をまとめていた。それ

によると， (1)最大労働臼 12時間， (2)とくに労働密度のたかい，あるいは健康

に害のある作業(機械織布，機誠紡績，修繕，銅板影亥U，その他〉では11時
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間労働日， (3)深夜業禁止(午後10時一午前4時)， (4)県工場問題審判所は，

生産行程が継続性を要求する特別の場合は，一般規則を適用除外できる， (5) 

法律の施行は制定の 1年後とする，また，施行後最初の 4年間は;移行期間と

し，休憩 1時間をふくむ 1日の労働日が9時間をこえぬかぎり，深夜業をゆ

るす， というものであった。 1交替制jを採用していたペテルブノレグ， ロツヂ、

の工場主と 2交替制を採用していた中央工業地帯の工場主との間の見解の

相違はあきらかであるが， しかし 今やその対立は深刻なものとはいえな

L 、。すでに中央工業地帯において 2組9時間2交替制で18時間操業という

経営があらわれはじめていたからである問。

1896年のストライキの影響のもとに 5月，ペテノレブ、ノレグの綿工業工場主

たちは，平日11時間30分，土曜9時間30分の提案を大蔵大臣にもちこんだ。

彼らは12月3B，やはり大蔵大臣にあてて，将来の法律は， I工業企業にお

ける大きな変動をおこすものであってはならなLづなどと革命Ijしながらも，

労働者の圧力をよわめるために， 1897年 1月6臼の集会 (co6paHHe) で，

1897年 4月16日から， 下実労働時間を11時間30分とする。ただし土曜日は10

時間とするO このことをただちに各工場に公示する」ときめた。

大蔵大gヴイツテは， 労勘日短縮問題を大庄の特例評議 (oco6oeCOBe・

lI(aHHe) にかけることを要請したO ツアーリの命により，宗務説総監主ボベド

ノスツエフを議長とし，内務，大蔵，司法3大庄が参加することになった。ヴ

イツテは12月，各地の主任工場監餐官と工場主代表をあつめて法案作成の

議をするよう命じた。ここで作成された法案は，午前5時より午後9時まで

を日中とし，労働日の長さの限度を12時間，ただし紡績，織布工は1U待問30

分，金属加工業10時間30分，土曜日と祭日前後は10時間，深夜業は 9時間と

した。 1897年 1月23日， 大蔵省に商工局長コヴアレフスキー (B.11. Ko-

BaJIeBCKH註)を議長とし宗務院，陸軍省，内務省，大蔵省，可法省の代表

:および工場監督官の一部よりなる特別委員会がつくられた。各地よりの工業

家約70人と政府官吏30人がこの委員会の作業に参加した。その総括会議は 2

月13，20， 21日にひらかれ，労働日の最大限を実動11時間，時間外労働は年
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開120時間以内という案をきめたO これに対し， ベテルブノレグの工場主た

ちは， 3JL現在このようなノルマに短縮することは正しいこととは思われ

ないし， 必ず視閣の工業の発展に思わしくない結果をもたらすJ， と反対し

た。 3月6日，ヴイツテも内務大笹ゴレムイ"f-γあてに，自分としては11時

間30分を期待していた，また時間外労働の規壌を増大させる権利を，菌防の

みならず，一般に国家的必要のある場合にみとめるようにしたい，と書衝を

出している。ともあれ特別委員会案を 3月28日大症の特別評議にかけるよう

にとのツアーリの命が出た。評議は，法の実施に3ヶ年の猶予をあたえるよ

う申しあわせた。 1897年4月，法案は枢密院にまわされた。大蔵省の名のつ

いたあたらしい覚え書きが5月に出された。この覚え警きは深夜を午後 11

時一午前 3時と考え， 10時間2交替を可能にしようとしていた。また労働臼

短縮を「工場主から生産を断続せずつづける可能性を奪うことなく，労働者

から昼でも夜でもすきなとき働くことを禁ずることなく達成せねばならぬ，

ともいっていた。杷密院の合同部会議は，これらの意見も考慮し，結局11時間

30分の案〈土曜日は10時間〉をとった。その理由を，あまり急速な時間短縮

は労賓の減少をまねき，労働者の不満はそちらの側へむくであろう，そして賃

金を標準化することは今日の民法を基礎にしてはできないから，というにあ

った。次に法案は秘密院本会議にかかった。そこで法は3年間臨時立法とし，

そののちの再検討と補足は規程 (rrOCTaHOBJIeHHe)をもって行なうこと，規程

は秘密なものとし根拠のない風評や希望をよびおこさないようにするとの

とりきめがなされた。枢密院を通迅した法案は1897年6月2日，ツアーリの

裁可をえてJ工業企業施設における労働時間の継続と配分に関する (0rrpo・

えOJI2KHTeJIbHOCTHH pac口pe，l(eJIeHHHpa6o'Iero BpeMeHH B 3aBe，l(eHHHX 

cta6pH叩 0-3aBO瓦CKO泊rrpOMblll1JIeHHCTH)J法律となって， 1898年1月1日

から実施された問。

1897年法の基本的内容は次のごとくであるO 第 1条は漉用領域を規定して

いる。 1886年法の適用されている全工場@鉱山であるが，ただし，陸海軍省

に所属する工場は除外さわしている。ここには，すでに政令 (rrOJI02KeHHe)お
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よび規却によって， 10時間労働aが確立されているからである。第2条は労
働時間を定義して， 1労働時間あるいは各労勘者の一日の労働時間数とは，

雇傭契約にしたがい，労働者が工場施設内にありかつ作業遂行のために問所

の管理者の命令に躍することを義務づけられた時間Jとする。酎尉には，坑

内作業の労働時間を特に入坑から出坑まで，と規定しているO ただし，出来

高契約によって働き，震傭契約に労働時間の規定をしていなければ，法の労

働時間ではないことになるので，炭誌の採炭夫の労働時間は，法の規制をうけ

ないことが起った。第3条は，夜間の定義を与えていう， 1夜間とは，ー交替

作業の場合は午後9時から午前5時まで，二交替作業の場合には午後10時か

ら午前4時までをいうJ。 これによって 9時間2交替制の労働は法の保護

をうけることになった。第4条，第5条は労働臼の長さの最大視を，昼間勤

務のもの11時間30分，ただし，土曜日および12祭日の前日は10時間，グリス

マス前日は正午まで，とし，一部であれ夜間にかかる勤務のものの労働日の

最大限を 9時間とした。第6条は休日を定め 1月1， 6日 3月訪日 8

月6，15日 9月8日， 12月25，26日 4旬節第5週(キリスト受難週〕の

金，土曜日，復活祭産後の週の月，火曜B，キリスト昇天節，聖霊降下祭第

2 El，とした。ただしキザスト教徒以外には義務的ではない(とはいえ代る

休日を与えられるわけではない〉。第7条は， 休日出勤について規定してい

る。すなわち，労資の同意、によって平日を代替にa躍勤務をなしうるO ただ
しそのむね，遅怠なく所管官庁に通知しなくてはならなL、。第8条は時間外

労働を規定する。「時間外労働とは， 就業規則によって作業を義務づけられ

ていない時間に， 労働者が工業施設内においておこなう作業をし寸。 時間

外作業は，工業施設の管理者と労鮪者との特別協定による以外はゆるされな

L 、。雇傭契約内には，生産の技術的条件からして，不可避な時間外作業につ

いてのみ条件として含まれうるJo1労鋤時間j とはここでは所定内労働時間

のことであった。 労働日の時間的継続は， ここでは「労鏑時間 (pa6o可制

BpeM兄)J以外に，時間外労働 (CBepxypo可HaHpa6oTa)すなわち慕準外労働

をも含む。時間外労働は，労資の 11司意」があれば無制限に許可される。時
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開外労働の最大限の規定はなし、。 さらに， 基準外労働としての時間外労働

は，一定の条件のもとに麓傭契約にふくまれうる C 契約に含まれているかぎ

り，それは労働者にとって義務的である。条件とは， I生産の技術的条件か

らいって不可避なときJ，であるO かくて， I義務的時間外労働JとL、う概念

が発生する。就業競員Ijのたてまえとしての「労働時間Jすなわち基準内労働

以上に， 随時， I条件Jをみたす事情の発生する限りにおいて義務的となる

「時間外労働」すなわち基準外労働(たえず義務的ではないから， I労働時

間Jではない〕である。公称所定労働時間と所定外労構時間をも含む実際の

労働日の長さとのあいだには大きな差異が生れる。労働者の要求は，労働日

の長さの短縮とL、う要求から， I義務的時間外労働の廃止J という， こみ入

った表現をとることになる。第9条は所轄大症に次の権利を与えているO

1，法の発展としての規則および通達 (HHCTpyI<UHH) の制定， 第2，生産主

の特性〈連続性その他〉あるいは作業の特性(機械保繕その他〉あるいはそ

の他の特別に重大な例外的事態において，法の一般的規定を;主なれることを

個々の産業部門，施設，労働者グループに許すこと，あるい;土例外的規則を

制定すること，第3，労働者の健康に有害な生産および作業に即応したより

高い基準の規則の1Jli1定である。法の要求する一般的規定ば，このたびの1897

年法においても，官僚の「当意即妙Jの怒意、にゆだねられることになってい

るO 第10条は，法実施の監督機関を，工場・鉱山監督機関に委任し第11条

は法の実施時期を定めていた。違反に対する罰則は，とくにこの法の中に規

定されておらず，治安判事による 50py6.以下の罰金，あるいは工場問題審

判所の判定する罰金により処罰ざるべきものと予定されていた問。

1898年 1月5日， 大蔵大臣は自からに与えられた権眼を行使して， 製パ

γ ・製粉業主の要求を顧慮しこれを「連続操業」の技術的に不可避な部門

として時間外労働を許した。また一方1898年10月8日付白状をもって，工場

主は工場側の科により発生した欠勤あるいはあぶれ(ロporyλ)に対して労働

者に支払わなくてはならない，あらかじめ予見できない理由(火災，破損そ

の他)によって麗鋳契約を即時解消せねばならぬ場合でも以後7日間の支払
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はしなくてはならない，とした。これは， 1897年法制定という労働政策の水

準の上での1886年法への重要な補正とみなされるべきであろう 77)。

1897年法の実施と関連して， 1897年 6月より工場監督制度が，これまで運

用をみていなかったヨ{ロツパロシヤの 34祭(カフカスとシベリヤをのぞ

く〉に一挙に拡張されることになった。監督官は20人増員され，工場審査官

のポストが三つあたらしく出来た。このときのロシヤの工場監督制度の概況

は，監督Tにある企業数20，174，監督官の全定員 171，監督官 1人あたり

均120企業であった78)。

VIlI 

1896年のストライキは， 1897年工場法にみられるような労働保護の前進

にのみ結果するものではなかった。それは，警察的抑圧機構のより A摺の発

展，工場監7器官自身の工場警察への内容的転化のより一層の進展をも結果し

7こ。

すでに1896年 5月初日，ベテノレブノレグ特別市長官のもとにおける

いて，検事が「労働者を鎮めるためには，あと 1・2日，何ら

、h
〆p

設をとることを待った方がよL、」とのべたとき，主任工場監督官ノレイコフス

キーは，即時エネノレギツシユに「何らかの懲罰的手段Jをとるべきであり，

さもなければ，1 6 月 3~5 日には，ストライキはのこりの全綿築工場に広ろ

がっているであろうと推定される根拠があるj とのべている。 1896年6月17

日，商工局次長ランゴヴオイはそスグワ集主任工場監督官代理(廷CI10丘四10-

ll{HH 06113aHHOCTH) のチホミ戸ブ (H.λ.THXOMHpOB) にあてて， モスク

ワでもベテノレブノレグにおけると河じくストライキの燭動がおこなわれている

かどうかを問合せ，チホミロフは20日づけの返書で，いくつかの工場で「モ

スグワ労働者同盟」による宜倍がおこなわれていることを知らせた。このこ

とを確認したヴイツテはランゴヴオイに，労働者の中での宣伝活動のうだき

を，務工局にばかりでなく「地元権力」にもただちに通報するよう全工場監

督官に指示する沼状を発するよう命じた。秘密回状は24日に発せられた79)。
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1896年6月7臼， ベテノレブノレグ特別市長官は， 市警務長官 (rrOJIHll.Meii-

CTep) ，警察署長 (rrpHCTaB)，捜査警察長 (Ha'laJIbHHK CbICKO義 rrOJIHll.HH)

に対し詳細な指示を与えた。その中には，労働者に対する監督の手助けに，

守衛や門番を利用すること，売届の主人とも密接な連絡をとること，街g警

察 (OKOJIO，n:O可HK) に，個々の労働者の住居，生活権式，工場の外での換行

などを把握させること，労働者の全名簿や住所を秘かに調査しておくこと，

とくに知的に発達した労働者について住意深く調査し極秘にその親威，知

人，イ γテリとの関係などを調べること，などが挙げられていた。スパイ政

策の本格的開始である附。

1896年12月，ポベドノスツエフを議長に，大臣の特別評議がひらかれた。

その席で大蔵大臣ヴイツテは社会民主主義者の宜伝活動を鎮圧する必要をと

き，内務大臣ゴレムイキγは，何らかの慈恵政策をとるとともに，特別の工

場警察を工場内部において工場監督官に協力さぜるべきだといった。ヴイツ

テはそれに反対し 工場内部のことは工場監督官にまかせ， 警察は社会民

主主義者の取締りにこそ力を入れるべきであるとした。司法大痘ムラグイヨ

フ (MypaBbeB) もヴイツテに向調した。 ここにおけるヴイツテとゴレムイ

キンの対立は，専制部内における労働政策をめぐる重大な対立の繭芽であっ

+_ 81) 
I~ 0 

1897年8月8日，大義大臣は主任工場監督官あてに白状をまわしその中

で，警察と協力してストライキ参加者たち合「生国あるいは登録地にJおく

りかえせと指示する一方，もし労働者が労働臼短縮の要求を出してストライ

キに入ったら，まず「諌言Jし，次いで，ストライキが起ってしまっている

場合であっても， 仕事に戻る可能性が保障されるよう配麗し， 工場主に対

しし， 自カかミらの科でで、はなくてストライキに参加しし， のちf作メ午F業にもどつてきた労

f髄5訪古者たちにiは土，tたことえ賃金の

あつた叩。すなわち，刑事責任をむやみに追求することのないようにとの指

示である。

一方内務大臣ゴレムイキンは1897年8月12日付で県知事あてに秘空吉田状を
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まわした。 この国状はベテルブfレグストライキの特ー徴主(， 1"単一の正確に定

式化された要求Jをもって「一致して頑張りJ1"ストライキ者たちの間で…

…平静がたもたれているJことにみとめ，これは革命組織の指導によるもの

で，はなはだしく危険である，としこれと斗かう手段を11項目にわたって

列挙した。その主なものは次のごとくである。工場・鉱山監督のメンバー，

検事，憲兵i歎長と，県知事のもとにある警察とのあいだで，密接な連絡をと

ること，警察は工場・居住地で労働者を厳格に監視し，騒動の原因が工場主

の虐待や不公正にあるときはそれをとりのぞくようにすること，イ γテリ

伝家は逮捕し憲兵にひきわたすこと，労働者のあらゆる寄り合い (CXO兵問)

の無条件禁止，ストライキ (CTatIKa日 3a6aCTOBKa) が発生したときは，監

督機関のメ γパーを用いてストライキの原田を吟味し，双方の令:患を成立さ

せるよう努力しそれが成功しなかったときは，短期間作業にもどるか，あ

るいは即時支払をうけ契約を解消するかせよと命じそのどちらにも応じな

かったものに対しては，そのうちの外来労働者 (HHoropoぇHbIH)を生国ある

いは登録地へ追放すること， うち雇傭期限に違反していたものはエタプ経由

で追放すること，地元労働者に対しては，あらゆる秩序違反は鎮圧され，首

謀者および場動者は追放されるであろうと告示すること，何らかの形で行政

命令に抵抗したものは，内務省に請願し， i皮らの出自と関係ない地方に追放

すること，暴力をもって他の労働者が作業につくことを妨げたものは，

の監督下に遠隅燥に追放すること，首謀者や;鍾動者の処置は，裁判によると

証拠不充分となるおそれかるから， 保安令 (DOJlO)KeHHe06 oxpaxe) によ

ってなすこと問。

このゴレムイキンの問状の重要な点の一つは，工場内の労資関係の調整に

これまでより積極的に介入させるよう規定していることにあった。も

ともと官営の多い鉱山ではこの方針はざしたる矛請なくうけ入れられていっ

しかし，モスグワ， ウラジミノレ， グロドノ， リフリヤγ ド地方， とくに

モスクワでは，工場監督官をさしおいて活動する と工場最督官とのあい

だにまさつが生じた。大蔵次官ココアツオフ (KOKOBUOB)，商工局次長ラン
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ゴヴオイ，工場審査官プスタフイエフ (ACTaφbeB) が事情を調査し 1898 

年6月四日付で報告書撃を作成した。その中には， r工場内における相互関係

と秩序に対する恒常的監督の業務は工場監替の手中から消えて，警察の手中

にうっている，各部局は自分の権限を守り，監督機関の権威が保持されるよ

うにすべきである，とあった。内務省はこれを無視した8430

内務省は憲兵長官パンテレユフ(口aHTeJIeeB)に覚え書きをかかせた。彼

は労働者騒動の主要原因が労働条件のわるさにあるとし，その改善の必要を

指摘するとともに， 労働者に対する警察的監視の必要をのベた。その手段

として， 工業中心地に武装工場警察(一部は騎馬警察〕をおき， 憲兵屯所

()!(aH，lJ，apMCKH負 rryHK討をおき， 工場監督官の所属を内務省にうっすとと

もに，その径務を純粋に技術的部分にかぎることが必要であるとのベた。大

蔵名、は 1898年 6月初日付でこれに皮対する覚え書きを作成した。その要点

は，ロシヤにおける労働者状態が西欧にくらべて劣q ていないことの証明の

試み，警察が工場主と労働者との潤の自由な契約に介入し産業の利益を奴

視したり，労働者を抑圧的手段で解殺してしまうことへの反対，工場監脅官

の権限縮少および警察の権限拡大への反対，工場警察の おわ

せることへの反対などであった。大蔵省のこの き:こ対して，パンテレ

エブは 7月10日付の覚え書きで反論した85)。

1898年7月訪日，ボベドノスツエフ主宰のもとに大臣特別評議がひらかれ

た。出席者は内務大臣ゴレムイキン，大蔵大臣ヴイツテ，司法大臣ムラヴイョ

フ， 農業関有財産大置エノレモロフ (EpMOpOB)， コヴ、プレフスキー

(KOBaJIeBcKHi1)であった。ヴイツテは1897年8月12日付のゴレムイキンの

回状が混乱の原因である，としそれに対しゴレムイキンは，工場の治安;ヱ

県知事が責任を負っているのであって，知事が警察の力をもってす

処理は非難されるにあたらない，とした。評議は次のように決した。すなわ

ち工場監督と警察との間には，課題の厳格な分離と完全な協力一致がうちた

てられるべきである， 工場内の監脅〔法遵守状態の監督， 契約使害への措

労使の紛争の研究，合意、による収束〕は監督官の職務であり，労働者へ



帝政ロシヤ労働政策の展開過程荒叉 101 (561) 

の政治的影響の調査は警察官の職務である，互に他の職務には直接手を下さ

ず連絡しあわなくてはならない，県知事は工場内外の一般的監督の責任者と

して，路工場問題審判所をとおしあるいは蔑接に工場監督官をとおし必

よっては警察官をとおして，その権限を行鈍する，というのであるO こ

の決定により，パンテレニL フ覚え書きは一応とりさげられたが， 8月12日付

ゴレムイキン回状は効力をもちつづけた。その一方，評議は，ヴイツテの提

入れ， 大蔵省所属の中央工場問題審判所 (rJlaBHOe npHcyTcTBHe no 

やa6pW!HhlM瓦eJlaM) をつくる問題に賛意、を表した86)。

1898年10月2EL ヴイツテはゴレムイキンに中央工場問題審判所を合む新

法案について連絡した。それによると，審判所は大蔵省，内務省，司法省，

・国有財産省の各代表と工業家代表から構成され，そのf壬務は，工場法

適用に対する藍Y麗，地方工場審判所の活動の統ーであるO それともに工場監

の定員増大，工場法の適用のパクー架への拡大，監督官とその助力者の

職務の規定が予定されていた。ゴレムイキンは10月27日付ヴイツテあて

簡で，中央工場問題審判所の構成に，警保局長，警i保局次長，経済局次長，

技術建設委員会のメ γバー (qJleHTeXHHqeCKOCTpO負TeJlbHOrOKOMHTeTa) > 

憲兵長官を入れること，中央審判所は県の審判所のようすを知るために，そ

の代表を喚問する権利をもつこと，管区工場監督官は，自分の管区のことに

ついてのみ発言する権利をもつこと，を要求した。大蔵省はこの意向を考慮

した上で法案を作成し 1898年10月31日，枢密院に提案した。法案は枢密院

の承認をえて， 1899年6月7日法となった。この法によって工場監督制度は

改組された。工場監督はバクーに拡大された。全ヨーロツパ・ロシヤは6つ

の工場管区にわけられ， それぞれに 1名の管毘工場監督官 1名の助

(nOMOW;HHK)があてられた。各県に61名の主任工場監督官がおかれ，その下

に190名の地匹工場監督官 (y四 CTOKOBbl註 φa6. HHcneKTop) と10名の監督

見習がおかれた。監替官の定員は80名ふえた。工場審査官識は廃止され，

中央工場問題審判所が大蔵省に設置された。その構成は，管区:工場監督官，

商工局の代表，内務次官，警保局次長，陸軍省および司法省代表， 7名の各
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地商工会議所代表(ベテルブ、ノレグ，モスクワ，イワノヴオ=ヴオズネセンス

グ，キエフヲ ロッジ，オデツサ， ワノレシヤワ〕などであった。その役割は，

各県工場問題審判所の上位にあって，その活動を調整すること .;r... 87) 
ザフ 1-ョ C 

1900年2月9日，中央工場問題審判所は工場監督官に対するあたらしい

了前|令」を制定した。その中には， 労働運動と斗かうための工場監督官の任

務について多くの規定があった。地区工場監督官は，労働者あるいは工場主

から苦情や申告が出たら，これを吟味しその原閣を明らかにし和解させ

るために努力しなくてはならなL、。それに失敗したときには裁判所の審理に

まわす。ストライキや騒動が発生したときは，知らせをうけたら直ちに現地

へむかい， うけとった知らぜが根拠のあるものかどうか調べるO 次に必要な

予防的手段をとり和解の手はづをくみ，その他法にあって定められた指揮行

動をとるO また主任工場監督官に連絡し，その協力を要するか杏かを通知す

るO 主任工場監督官は地区工場監督官とともに和解による解決のために努力

するO 一時に数地点から招致されたときは，もっとも必要とみとめられると

ころへおもむく O 管区工場監督官は，重大な無秩序が発生して，それが他へ

波及するおそれがあるとき，そのため統一的手段をとることが必要なとき，

現地の工場監督官に何らかの事故あるとき，その他自から必要とみとめたと

き，現地に出動することとなっていた的。

ゴレムイキンは 1社会の秩序と平穏のために， また部分的には工場

の利益のためにJ企業家に対し「自分に属する工場の領域の規則的恒常的な

警察的監督のための費用を義務的に支出」させるという考え方を由執した。

すでに工場主の自発的経費負担で、工場に:おかれた警察の職は 1898年 10月に

fi72をかぞえており， 増大のー迭をたどっていた。ヴイツテは工場主の自由

してゴレムイキンに反対していたが，やがて譲歩して，両者の向

宮、のもとに1898年10月2781工業施設地帯におL、て警察の構成を強化するこ

とに関する (06yc狂瓦eHHHCOCT8B8 rronHUHH B p8長OH8XrrpOMbIW，'leHHbIX 

38Be，LLeHH設)J られた。

250人につき巡査 (ropO，LLOBO負)1名， 3，000人につき

の基準を，労働者

1名とした。工
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場主は工場警祭のために暖蒔，照明つきの部壁および留置場を用意しなけれ

ばならなL、ο 警察は一部国庫で扶持すべきであるが，地元資本家の申し出の

あるときは工場主に負担させるO 増加した定員をどこの地方につけるか，支

出の一部を工場主に負担させるかいなか，を決する権限は，大蔵・内務間大

臣にあった。 1899年z月1日，この法案i工法となった89)。

工場警察へ与えられた訪日令(I1HCTpyKll:IiH)は次のごときものであった。

労働者構成の調査，地元のもの，他国からきたもの(どこからきたもの多い

か)，寄宿舎はa3apMa)にすんでいるか， f昔家か，その所在地，職種ごとの

平均賃金，近くの企業とくらべて高'v'IJ'低いか，労働者と工場管理者との関

係はどうか，工場管理部の中で労!勤者の信頼をえているものはだれか，不満

をもたれているのはだれか，それはなぜか，労働者の中のだれが仲間に影響

力をもっているか，その影響はし、かなるものか，程、健か不穏か，労働者は余

壌をどのようにすごしているか，どこの公開あるいは酒場にゆくか，その時

間に上層階層のものがくることはないか，労働者に働きかけたり別室や個室

で一緒に新聞や本をよんでいることないか，云々 90)。すなわちスパイ制度の

発展である。

工場監督と，工場警察をその尖端とする警察とは，ますます活動領域を接

してきた。大臣評議による職務の分割にもかかわらず¥南部門捕のまさつは

つづいてL、る。 1899年10月286，モスクワ;宗主使工場監替官は商工局へのi直

線 (OTHO凶 eHue) の中で， [""警察機関はモスクワ市において， しばしば工場

監督に対する自己の権科と義務についての観念を失ない，その結果，相互の

無理解と活動分野の転置がおこるJと苦をのベ，モスクワ

アスタブイエフは1899年11月9日付商工局への書簡の中で，

の分野にすっかり入りこみ， 警視総監トレポフ (T伊豆OB) は警察への指令

(日抑制討 を工場監督官にまでおしつける，とかいている。一方トレポブば

1900年3月116付商工局への書簡の中で，工場監督官の無活動がきわめて好

ましくない結果をまねし、ている，と攻撃している9130
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IX 

警察力の急速な強大北は，専制とプノレジヨアジーとの間の矛績を深化させ

た。工場主たちは，自分たちが扶養している工場警祭が工場主から独立して

に所属していることに不満であった。警察が常に自分たちの利益のた

めにうごくとはかぎらないからである。 1900年11月，ペテノレブノレグ工場主協

会;工大蔵省に苦情をもちこんで， i事業所内に常に警察がし、ることは， 管理

部の権威を損ずるJ， の立会いは，社会的安寧と秩序の一般的侵害，あ

るいは犯罪のあったときのみ必要となるJものである，といった。ヴイツテ

は1901年4月1Hl，内務大臣シピヤーギン (CHIUlrHH) にあてて，工場主た

過度な支払に反対しており，工場内に警察詰所と留寵場をおく

ことに反対してし、る，その理由は，ちょっとしたことでの労働者逮捕が労働

者の中に不安をよびおこしかえって無秩序の原因となるというにある，よ

って1899年2月 1El法の実施についての条項安審議するために，両省の特別

委員会をつくりたい，とかき送ったが，これは実現しなかった加。

専制とブノレジョアジーの矛盾の深化をーそうよく示すものはズパトブ

である 1898年4月8臼付で， 警祝総監トレポフからそスグワ総督セノレゲ

イ・アレグサンドロヴイツチ大公に覚書きが提出された。その筆者は，モス

グワ保安部長官ズパトフ (C.B. 3y6aTOB)であった。ズバトフは，最近のス

トライキがその参加者を満足させていること， これが「労働者の政治教育

の小学校」 となり 「階級斗争の必然性」の自覚を発展させることになると

「様度に危険で有害」であることを指摘し，労働運動を統制しなくてはなら

ぬ，その種々のあらわれを分類しど、れと斗かいどれを指導すべきかはっき

りさせなければならぬ，とのベる。スパトフはまた， iもしささいな欠乏と

要求とが卒命家たちによってそのように深刻な反政府的目的のために利用さ

れているとするならば，革命家にとって有利なこの武器を，政府が，できる

くその手からとり上げ，全課題きと自から遂行すべきではないのか」と

かいている。 どのような方法をもって政府自からが課題を遂行すべきなの
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か。ズパトフは1900年9月四日，具体的案を警保局に提出している。その要

点は，労働者の政治意識と政治斗争の発展をおさえ，労働運動を警察の統制

下におくために，保安部の指導のもとに合法的な労働者協会をつくり，企業

家との交渉 (crOBOp) で経済斗争を行ない，あわせて系統的に君主制の思想、

の宣伝をする，そして，小さな経済的譲歩をも丹て，労働者の中に社会主義

と斗かう労働者グループを育成しようとするものであった93)。これまでに出

されてきた慈恵的政策と異なる点は，警察が労働運動そのものの中に浸透し

その後見役たらんと意図している点にあった。

ズパトフは，その実験を，強力な庇護者のいるそスグワでまずはじめてい

た。すでに1900年S月四日，ヴイツテはシピヤーギンにあてた書簡の中で，

過去数年にわたりそスグワで警察なかんずくトレポフが保安部をうごかし工

場監督官にかわって労働者の非合法の要求をみとめていると非難しているO

トレポフは，逮捕された社会民主主義者に対し，私も社会民主主義者だ，た

だ革命的方法だけはとらない，などと説得したりした。トレポブ，ズパトブ

の目論見を実現するべきものとして， 1901年5月， I機械産業労働者相互扶

助協会 (06w:eCTBOB3aHMHOrO BCrrOMOw:eCTBOBaHHH pa60明 X B MeXaHH-

qeCKOM rrpOH3BO~CTBe)J が結成された。 協会に労働者をあつめるために，

春，保安部の援助のもとに，労働者のための講演会 (JIeKUHH)，討論会 (6e-

ce~bI) ，家族のタ (ceMe訪日bl負 Be可ep) などがひらカ通れた。保安部は， 専常IJ

と斗うことさえなければ，自由主義者，合法マルクス主義者，経済主義者な

どなんでも利用した。主な人物は，オーゼ P ブ (11.X. 03epOB)教援，ウオ

ノレムス (BOpMC)教援，デン(且eH)教授，ジャーナリストのチホミロフ (f.

凡 THXOMHpOB) などであった。彼らの指導および保安部の監督のもとに，

おける所持品検査の身体捜索 (o6bICKa)について，企業や住居の非衛

生状態について，労働保護と労働災害について，時間外労働についてなどの

テーマによる講演，討論がおこなわれた94)。

オーゼp フは，ヤ γジューノレのあとをついでそスクワ大学財政法講座をう

けもっていた教授て、あって，ベテノレブノレグにうつり住んでいたヤンジューノレ
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に，共済基金を援助したりトレポフとあったりするなどの自分の活動をつね

に知らせていた。 1902年 1月， ヴイツテあてに報告書(瓦OKJIa~HaH 3aImω 

CK討をかき，その中で，菌家権力は労資の抗争に干渉し 社会的協調の道

をひらいでやらなくてはならない，労働者の職業的組織をみとめ，経済i'i守ス

トライキの態罰をやめるべきであるとのベた。のち，労働問題に関する二つ

(<<Hy)K~bl pa60可eroK~aCCa B POCCHH>>， MocKBa， 1906， <<口OJI託ー

THKa rro pa60'IeMy Borrpocy B POCCHH 3a rrOCJIe~HHe rO~bI>>， MocKBa， 

1906) を公刊している。チホミロフはもと有名なナロードニキであったが，

1880年代に専制主義者に転向， Iモスコーフスキユ・ヴエドモスチJ誌の編

集者となり，労働者の課題は財産を廃止することではなくしてそれを所有す

ることであり，資本主義を廃止ぜず利i鴎生産に参加すべきであり，国家を破

棄するのではなくしてロシヤ君主国を支持すべきであると考えるようになっ

ていた問。

専制の後見をうけながらおこなわれた労働者の活動の中から， I労働者評

議会 (COBeTpa60'IHx) Jを名のる活動家グループが生れてきた。 1901年10

丹11臼， トレポフは「モスクワ市機械産業労働者評議会への言11令Jを認可

したO それによると，この評議会の自的は，評議 (COBemaHHe) に関するあ

らゆる問題，労働者の物質的欠乏および労働者の経済的状態改善の手段の審

評議の問題について講師との直接受渉， 総評議 (o6mHe co6emaHHe) 

において討論 (rrpeHHH)時間中の秩序維持の指導，総評議にむけて労働者を

準備することを自的とする地域別評議(MeCTHoecOBemaHHe)の統領!などであ

った。評議会の議長およびメ γパーは保安部の推薦によってきまり，

ある事態Jにあってはそスクワ警視総監の許可をうけて行動すべきこととさ

れた。評議会が地域別評議を監督するために， I地域部のための問答 (co6e今

ceぷOBaHHe) プPグラム」が警視総監の認可をうけてつくられていた。それ

によると，地域別評議が総評議の課題やプログラムの範簡をこえるようなと

きには，評議会は地域別評議の活動を停止.させることができた。このような

競定は， I相互扶助協会j の規約のなかにもあったmo このような組織をつ
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うじて，警察の後見のもとにあるところの専舗を支持する労働運動の思想、を

ひろめようとしたのであった。モスグワでは機械工につづいて1902年， r繊

維労働者相互扶助協会 (06山eCTBOB3aHMHO鼓 rrOMOl1l，HTeKCTHJIbl1l，HKOB) J 

が発足した。

労働者があつまって評議をすると，評議会の統制をこえて不満が爆発しそ

うになることも起ったであろう。 保安部は，労働者の不満のつよいときに

は，企業主とかけあって一定の譲歩をさせストライキをさけた。そしてその

了成果Jをもって，合法的活動の成功および「権力Jの労働者に対する「愛

顧Jの証拠とした。モスグワ管宮工場監督官アスタブイ Z フは「現今，タ7が

合法的で何が非合法的なのか，何が許されたもので何が許されぬものなのか

が労働者の頭の中ですっかり混乱しているJ， 保安部はストライキ労働者支

援のために金を出している，と非難しているO しかしいわばその結果，ズ

バトフの構想、は実現していった。労働者の地区別集会(p幼 OHHoeC06paHHe) 

は成功し，評議会には請願書があつまり， 1902年2月四日には，グレムリ

γにおけるアレグサンドルEを記念する数千人の示威行進 (MaHHφeCTaUHfl)

となっ7こ97)。

モスクワに次いだのはミシスグであった。ズバトフは1898年末にミンスグ

における非合法組織の一斉逮捕をおこない，そのあとに自分と連絡のあるも

のに活動させた。 そして 1901年， r独立労働者党何回aBHCHMaflpa60tWfl 

napT間 )Jがつくられた。この党は「全体としては何らの政治的自擦をもたな

L 、。……党は経済的文化的活動のためにあらゆる政治的見解なもつ，あるい

は何ら見解をもたない労働者を結合するJ ものとされたO この党の指導者

は，ベノレリン大学哲学博士の資格をもっシヤユヴイツチ (feHpHXlliaeB狂的

と商人の娘ヴイリブシユヴイツチ (Map狂兄 BH瓦b6yweB狂的であった。この

グループはオデツ のばした。 1902年末，ヴイリブシエヴイツチが，

ついでシヤエヴイツチがオデツサにあらわれ活動した。彼らは1902年11月，

オデツサ特別市長官に労働者の討論集会をひらくことの許可を し，特別

市長官は警保局と連絡の上こ した。 1903年，シヤエヴイツチば労働
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者の集会主f組織しはじめた。最初は 40-50名の規模であったが， 4月には

2，000人規模となり， 機械工，水夫・火夫・船員， パン焼工その他職域ごと

の同盟 (C0103)に組織された。 これらの同盟の上に「独立労働者委員会

(問3aBHC印刷誌 pa60tm負 KOMHTeT)Jがつくられ， 共済基金事業の指導，規

約を作成する集会の組織，撤文の作成などを行なうことになった。ジヤエヴ

イツチは警保局の助力のもとに， エカテリノスラフ， ヘルソン， ニコラエ

フ，キエフ，ハリコブなどにオノレグを派遣した98)。

モスクワにおけるトレポブ口ズパトブに支持された評議会の活動は，次第

に支配層内部の抗争をはげしくした。商工評議会モスクワ支部 (MOCKOBCKoe

OTneneHHe COBeTa TOpfOBnH H MaHy~aKTyp) は， ズバトフ主義労働者言干

議会の干渉に抗議し 1902年3月はじめヴイツテはシピヤーギγにモスグワ

の実業家たちの不満をつたえながら， 1種々椋異なる工場に属する労働者，

労働者階級の中のさまざまな階層に属する労働者を一つに結びつけることは

極端に危険であるO とくにそのような傾向は，労働者が国家的性格をもっ問

題の考究を課舗としているときには危険であるoJ1反政府的政治活動から切

りはなすjといういみがあるとしても「反資本主義活動Jをゆるすことは決し

て危険が少ないとはし、えない，とのベた。 1902年3月20日，モスグワ県知事

ブノレイギン (6ynhlfHH)はそスグワ総督セノレゲイ大公にあてて，評議会がそ

の活動を領域外の郊外にもひろめはじめており，いまや彼らの活動に限界を

たてねばならない，それゆえ，市郊外で工場労働者の事件に介入するとこを

ズバトブ主義評議会に禁止してほしいと申し出ている。さらに1902年2月2z

日にはシピヤーギンもそスグワ大公にあてて，評議会の活動は工場主の叙IJか

らの不満のたねで、あり，問題が決着するまで，公式には認可されていない評

議会の活動を停止させてほしい，とかいているO ズバトフはそスグワの資本

家と意志を疎通させるため1902年7月26臼，モスクワで企業家との討論会を

ひらいた。この会でズバトフは，私的所有と資本の破壊を予拐するただ一つ

の強力な手段は，行政的手段で工業労働者の権利を拡大することである，そ

れは，労働者から選出されたメ γバーからなる委員会をもっ各工場の労働者
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の統一でなくてはならない， 委員会に対する全般的監督は保安部がおこな

い，保安部は優良労働者の中から自分の特別の手代 (areHT) を任命して，

彼らに大衆を管理する技術をおしえる，とのベた。ズパトフの意、見はそスク

ワのブノレジョアジーの支持をえられず，ブノレジョアジーの不満はヴイツテを

つうじて， 1902年8月21日，プレーヴ、エ(日成Be) につたえられた。ズパト

フはしかし活動を継続しベテルブルグにも手をのばした。彼は1903年4月2

日付響保局あての穣秘覚え書きに，評議会の活動の停止は，一時。的なもので

あろうム時宜に適さない，それは反政府活動に科を与え， [労働者の傾向ほ

王子和的なものから戦斗的なものにかわり，権力は慈恵的協力者から彼らの敵

にかわる，労働者は卒命家との同盟する」とかいた99)。

1903年7月，シヤエヴイツチの指導する南部ロシヤ，オデツサの労働者同

盟がズパトフの予定した枠をやぶった。 7月1日に鉄道労働者がストライキ

を開始し，そのr:jコに「独立党」のメンバーも含まれていたために，ストライ

キは「独立党jの組織をつうじてもひろがった。水夫，火夫，馬車鉄道の従

ジュート工場労働者などをまきこんで，ストライキは政治的性格をも

っ1万人規模のものとなった。シヤエヴイツチ自身もそのストライキに参加

することとなり， 1903年 7)j21日，逮捕されてヴオロダグへ，ついで5年間

東部シベリヤへ流3fりされた。ズパトフもこの事件によ丹て失関した100)。

X 

帝政ロシヤにおけるストライキ禁止の基本的法理は，契約の期限前破棄，

勝手な作業中止という点におカ通れてし、た。しかし労働市場の発展はこの法理

の適用を開難にしてゆく O すでに1894年，ウラジカフカス鉄道において，日

雇労働者ばかりの「合法ストライキJが発生していた101】， 1899年， ベテノレ

ブノレグ、の地区工場監督官の調査したところによると，管下の17，979人の労働

者を擁する94企業のうち90企業は労働者を期間の定めなく震傭していた山〉。

もちろん2週間以前の予告という条件によって，ストライキは規制jされてい

たことはあったが，法のたてまえと現実との矛窟ははげしくなっていた10め



110 (570) 経済学研究第17巻第4号

第2表 ストライキ運動?こ参加して罰ぜられた労働者数

iil犯人総数 |処罰された数 処罰を免ぜられた数
全 数|労!鮪数全 数|労働者数 全 数|労働者数

1895 1 1 1 

1896 11 42 42 42 42 

1897 36 344 328 292 276 52 52 

1898 35 263 246 233 219 30 27 

1899 63 593 591 422 422 171 169 

1900 47 414 412 264 262 150 150 

1901 89 1，380 1，307 1，306 1，242 74 65 

(第2表〉。大蔵省は， 1897年 8月12臼付ゴレムイキγの問状に対抗して，大

直評議により 1898年5月8B付で，工場監督官には賃金表への署名を拒否す

る権限のないことをはっきりさせる一方， 1ストライキおよび雇傭契約の期

限前破棄を処罰する法律の条文の改訂について，ならびに自助を目的とする

労働者組織の設立の望ましいことについて (0nepecMoTpe cTaTeH 3aKoHa， 

KapalOI.I:(HX 3a6acToBK狂 H，lLOCpO司自blepaCTOp)KeHH兄瓦orOBopOB0 HaおMe

H 0 )Ke~aTe~bHOCTH yCTaHoB~eHH兄 opraHH3aUH廷 pa60'lHX B ue~兄X caMO・

ロOMO出H)Jの覚え書きを作成した。その基本思想、は，労働者の勝手な作業放

棄や申し合せによる作業放棄に対する刑事読を廃止し他人に対する就業妨

害のみ罰することにする，自助協会の標準規約を制定してそれらの協会の設

立宏容易にする，労働者の集会は「過度に多数の群衆Jにならぬかぎりこれ

をゆるし労働者に自分たちの中から代表を出しそのものをつうじて自分

たちの必要と または工場監督官と折衝 (neperOBOp)する権利と

義務とを与える，というものである。そうすべき理由として，ひとりひとり

の労働者の作業放棄を審理することはわづらわしいし投獄追放は労働力不

足をおこす，警察のおこなう予関措置および鎮庄は，労働者の噴激をまねく

か，工場主の犠牲をまねく， 1本質上あらゆるストライキ……は純経済的な，

まったく自然な現象であって，けっして公共秩序と治安を脅かすものではな

い，Jとのべたのである 104)。
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1900年代に入ると，ズパトフの実験が専制の一部から支持をうけたことに

もあらわれているように，各部局があたらしい労鮪政策を模索しているO ベ

テルブ/レグ特別市長官グレイグリス (H.B. K.71e訪問JIhC) も， 経済ストと政

治ストとは厳格に区別すべきだと考えた。そして，何らかの特別委員会の構

成を労使に義務づけ，暴力行為をのみ武力で鎮圧すべきだと提案した。憲兵

長官スヴヤトポノレグ口ミルスキー (CBHTOrrOJIK-M坤 CKHti) は， 工場監督官

を強化し，かつ地元権力に服従させることとあわせて，貸付一貯金局を設立

しこれを将来は菌営労働者保険に発展させる， r工場管理部および工場監

督官と交渉するための値常的委任者を自分たちのあいだから選ぶ権矛IJを労働

者に与えるJ，労働者に消費組合をつくらせ， 工場売屈を経営させる，ヱ場

附属小学校，図警鑑を発展させる，などの構想をたてた。内務大臣シピヤー

ギンは，懇恵政策と弾圧政策を結合した構想、をもっていた。前者についてみ

ると，その内容は，工場や住賠の衛生改善，医療扶助の改善，学校教育など

であったが，とくに保守的労働者層育成の手段として，労働者居住地位oce幽

瓦Ka)に貯金局をつくり，これを菌営社会保険(者令・疾病〕に発展させる，

菜園のついた居住区をつくるなど考えていた。またこれらとあわせて，工場

警察の職務がよりのぞましく遂行されるように，これを一般警察と合体し

と一般警察を主体としたものにする，工場地帯にコサツグ軍間を配

寵する，工場監督官を県知事に従属させ，工場監督官の権限を拡大して，労

使の紛争を最終的に結着さぜ，工場主に罰金をかけ，労働者の解雇問題を審

議し，i去に反した工場主の命令を取摘し ストライキが中止される以前に

工場主が譲歩することを禁ずるなどの権利をもたせるべきである， と考え

7こ105)。

1901年12月27日，ニコライ瓦は，提出されたもろもろの覚え書きを審議す

るために大臣特別評議をひらくよう命じた。 1902年3月98，特別評議はシ

ピヤーギン，ヴイツテ，ユノレモ戸フ，ムラヴ、イヨフおよびそスグワ総督セル

ゲイ・アレグサンドロヴイツチ大公によって行なわれ，シピヤーギンの提案

承認しその詳細については，各省所属部門間連絡会議にゆだね
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ることとした。 この結論は3月14B，ツアーリの裁可をえた。内務省、は工

場住民一般に対する警察的監督強化の草案をまかされた。 内務省は委員会

を構成し 草案を審議することなく， 1903年春には一連の労働者居住区と

都市にあたらしい警察の定員をあてた106)。

大蔵省附属の委員会に委嘱された問題は，工場監督官の権限拡大と察知事

への従罷，工場における住宅問題の整理，労働者階級の財産的安定，工場作

業への雇傭条件の不均等露止および明瞭性の導入，工場主による麗傭契約侵

害および義務的規定違反に対する刑事責任の確立，ストライキiこ対する懲罰

的規則の変更，工場における共済基金や協会の設立， 工場総代 (CTapOCTb)

制， 工場監督の一元イむなどであった。 大蔵省自身がすでに検討していた災

疾病，老令保険，監諜扶助改善，年少労働者保護，工場建設基準などは

特別評議にかけられず，あとに延期されていた。ともあれ大蔵省附属部局連

絡委員会(オボレンスキー委員会A.瓦.060JleHCK目的は1902年7月13日よ

り1903年6月16日まで各種問題を審議した。委員会は工場監督の一元化の問

題について，濯僚に関する法，工場主と労働者の関係に関する法，および工

場監督を，国庫や政府に麗する企業にも拡大すべきだと結論した。ところが，

国庫および政府に麗する企業はこれを拒否した。工場監督官の権摂を拡大

する問題については，委員会がこれを否定した。企業家が建設する労働者の

ための住居および労働者の賃借住語に対し法による衛生基準をもうける問

題も，委員会が否定してしまった。貯蓄基金をつくる問題は，労働者組織の

問題と関連するからそのときに，あらためて審議するということになった。

1903年2月6B，委員会は労働者の相互扶助協会と労働者の集会についての

審議にうつった。委員会は労働者組織を三つに分類するO すなわち， (1)騒動

が発生したとき，秩序を維持し労働者が群衆にならないようにする個々の

工場の労!働者総織， (2)生活向上のための相互扶劫を目的とする個々の工場の

労働者組織， (3)倍々の企業工場によるグループわけに依存しない，企業の外

になりたつ労働組合的，階級的組織，であるO 委員会は，第 3のものはツア

ーリズムの一般的原則に反するとして否定し第2のものについては，現状
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では都合がわるい (Hey江06HbI負)が，行政機関は個々の企業主や個々の金業

の労働者から希望が出たときに許可する権利をもつのがよいとし，第 1のも

のについては，とくにこれを有益であるとして，工場総代制度の設立を進言

した。委員会は経済ストライキの刑事免責についての審議をしなかった。工

場監督官を県知事に従罵させる問題では， 1902年7月， 内務省へうっすべ

き理由はみあたらない，工場監督と祭知事との関係を改正すべき必然性をみ

とめない，と結論した間〉。

工場総代制の思想は，すでに1901年4月，大蔵省における f工場に平穏を

保障するための手段に関する評議Jにあらわれていた。すなわち， I工場労

働者の中における騒動を予防し阻止するために行政機関の統制!のもと"

働者から工場総代を選出させ，工場監脅官および工場管理部へ申告 (3aHB，7Je-

HHe) をもたらすことができるようにすることは有益であろう，と。 1901

6月613，大蔵省は内務省に工場監督官あての問状草案を示して同意、

た。その中には次のごとくあった。「任意の工業事業所の全労働者に， ある

いはその個々の労働者クソレープに，自分たちの中から担常的なあるL寸

期限をかぎった全権あるいは総代を，穣傭契約に関係する誤解についての交

渉のために選出する可能性を与えることはのぞまししづ。総代選出:工，

表の委託のあった場合主任工場監督官の認可のもとに「特別の監督下Jでお

こなわれるO この制度は「一般的な，さらには，工業家にとって義務的なも

のJとなってはならないし，総代選出の個々の率制について，

は県知事に説明しなくてはならなL、。内務省は以上の内容女自由主義的にす

ぎるとみて，同意を与えなかった。 1902年3月の大臣特別評議で，ヴイツテl主

再度この問題を提起し間鶏はオボレンスキー委員会に委託されたの、めっ

た。そしてオボレγスキー委員会は工場総代市jに賛意を示し，法案を作成し

た。その要点は，工場総代選出の決定は「労働者の同意、のもとにj工場管理

部が下す，工場総代制度設立は全工業施設にとって義務的である，

官は自分の裁量で総代な設立する権利をもち， 工場鉱山問題審判所は工場

管理部の意向に反してでもそれを設立する権利をもっ， というものであっ
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た108)。

法案は，それを説明する覚え書きとともに枢密院に提出された。覚え警き

は次のようなものであった。労働者たちは「自分たちの緊急の一般的必要に

おされてJ， ときおりは「極めて大人数Jであつまっており， 集会の禁止は

B的を達しえなし、。危険なのは，こうした秘筏の集会が「工場に無関係な人

間が宣伝の目的で入りこみうるJものである点である。それゆえ， I秩序の

保持と社会的平穏のためにJ法の若干の条項を変更し若干の形態の労働者

組織を許可することが合目的的である。現にモスクワでは，現実におされて

地方行政権力が「現行法の限度をこえて労働者の総織をのぞましい範簡で許

可」せざるをえなくなっている。 この間簡は， I複雑な， 極度に注意;を要求

されるJものである。総代は工場管理部と労働者の希望とがあるときに設立

さるべきだが，労働者が権利を主張しないように， I労働者の希望について

特別に記述することなくJ，総代制度設立は「工場事業所の管理部により所

属主任工場監替官の許可をえてJおこなわれるとすべきであるo I労働者が

審議し (o6cy)!{~eHlle) 総代が取りつぐ (CHOIlleHHe) 問題は， もっぱら事

業所内の労働者にのみ関係することに隈られるJoI審議は総代を選出したグ

ループごとにおこなわれ，いくつかの労働者グ、ループに関係する一般問題の

審議は， 総代をとおして間接的におこなわれるJo I警保局のデータによれ

ば，工場内のもっとも不穏な分子は17~20才であることに注意しこの法は

21才未満のものは総代にえらばれることができないと規定しているJ109)0 

法案が叔密院にかかってから，ベテノレブソレグ、の工場主たちが大蔵省に提出

した1903年3月20日付覚え書きは，労働者組織は一般に危険であること，お

よび警察の冒険的干渉のあることなどから，批判的であった。それに対して

1903年4月24日付，商工会議所モスグワ支部の覚え書きは，法案に賛成の立

とっていた。 5月，法案は枢密院の合間部局会議にかけられた。法案反

対の意見は，工場総代制度の導入によって，かえって工場内の騒動はますで

あろう，政府の注意はむしろ共済基金設立，消費組合，一般食堂，労協者住

宅などにむけられるべきである，というもので，少数意見であった。多数意
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見は法案に賛成し， i法案はすでに多くの機会に現存している事態の立法化j，

でるり，総代は「多くの場合，労働者に彼らの強請が根拠ないものであるこ

とを明らかにするJであろうし総代の一部が革命家の手におちても， i秘

密組織の代表の漸次的影響にくらべるならば危険はずっと少ない，というも

のであった。令同部局会議は法案に修正を加えた。まず工場に総代制をひく

ことを許可する権利をもつものを，主住工場監督官ではなく県工場問題審判

所とすること，審判所が工場主の意向に反して総代選出を許可する項を削験

すること，総代の年令制限を21才から25才にひきてげること，その他総代選

出にあたっての労鶴者のブロックわけについてなどであった。修正案は 5月

31日枢密院本会議を通過し 1903年 6月10日ツアーりの裁可をうけて， i工

場企業に総代を設立することに関する (06Y叩e)j():¥eHHHCTapOCT B φa6pH-

可HbIXnpe，l¥npl問 TWIX)J法律となった110)。

制定された法律の内容は次のごとくである。 i工場管理部は工場拡山問題

審判所の許可のもとに， 事業所の労働者を前もって分割されたとおりの組

(pa3pH):¥) にわけ，それぞれの組に， 自分たちの中から総代の侯裕者を選ば

せる権利をもっO 各組からえらばれた候補者の中から，企業管理部は 1組に

つき 1総代を認可するJ(第1条)。県知事は，総代の中に「その使命をはた

さないJものがし、た場合には，任期ののこりの期間の義務の遂行を停止させ

ることができる(第8条〉。企業管理部も自分に「不均合Jな場合，総代を免

職できるO 総代は雇傭契約の遂行に関する労働者の苦情(法制06a) のみを

とりつぐ (CHOilleH配)ための，その組の労働者の全権である(第 3条〉。し

たがって契約内容の変更についての交渉はできない。組の労働者の集会の召

集の権限は総代にのみ与えられるO ただし場所は企業管濃部の指示したとこ

ろにかぎられ，総代は「義務的秩序の保持」を監督する義務をもっO いくつ

かの組にあるいは全企業に関係する問題の審議は「これらの組の総代たちだ

けがあつまってJ行なう(第 5条〉。全員集会は禁止されているO 労働者を

どのように組わけするかの規則は知事の認可をうける o 25才未満は総代にな

れない111)。 以上のように， この労働者代表舗は，選出単位を分割され，交
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渉内容を制限され，集会および代表選出のすみずみに工場主と警察の諮意、を

とおせるように工夫されていたO したがってそれは，労働者代表であるより

は，あまりにもあきらかに，工場主の委任をうけたその手代で、あった。しか

しズパトフ主義組織とことなる重要点は企業ごとの分断にあったとみること

ができるO この制度は，ベテルブ/レグ，ポーランド，南戸シヤなどではほと

んど実施されず，モスクワの若干の工場主によって有効なものとみとめられ

た。 1905年 3 月現在，工場総代制のあったのは全国に30~40企業のみであり

ベテルブルグには 2~3 企業であったとされる 112)。

貯蓄間貸付基金および相互扶助協会については， 1904年 10月，内務大臣

によって標準規約が作成され， これにより行政指導が行なわることになっ

た113)。

xl 

工場監督制度はその後も次々に地域的拡大を続けた。 1902年1月 1日より

第3表工場監努守による労働者の苦|古処理

一蹴された労|即日認ー
慨の苦情及[定…川
び歎願 ω (B:) 

77，094件 45， 698{tti 53. 5，9b 

(うな尉 (221 (T12) 

第4表労働者の苦情理出55!l構成く1901)

登録件数 根定拠ありと認
されたもの

総 計 77，094 45，698 

期退 ド職艮 前願 12，370 4，834 

賃金遅欠配 12，476 8，801 

チエノレノモールスカヤラ

チアリス，グタイツグの

3県に， 1904年 5月より

パツーム管区 (06JJaCTb)

とスフムスカヤ地方 (m十

pyra)に拡大したc工場

事主督官統計をとおしてλ

た監督官の活動は次のご

とくであった。労働者の

苦↑脊， 申告およ

(rrpocb6a)は第 3表のご

とく処理された。根拠あ

り(OCHOBTeJIbHbl負)と

認定され労働者の要求が
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第5表期限前送職願処理状況

登録件数|根拠ありと認
j定されたもの

1901 

1902 

1903 8，148 5，042 

第6表 時間外労働強制の苦情(ベテルブノレグ〉

l登録件数(野M
1901 

1902 

1903 

1904 

1905 
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みとめられているのは約

半数であるO 労働者の苦

情は第 4表にみる期限前

退職勝、，賃金遅欠配の外

に，賃金計算の不正確，

i去に反する賃金控除，不

正な罰金，時間外労働の

強制，労働者の不道徳な

取扱い，殴打その他があ

った。第5表にみるよう

に，期限前退職願につい

ては，労働者のもちこむ

苦情件数が減少する一方，工場監督官が根拠ありと認定する比率が上がって

いることが注目されるO 自由雇鰭労働の自由な賃労働への推転のはげしさを

示すものとよみとってもよいであろう。工場主の法違反を監督官が独自に発

見した場合はどうなっていたで、あろうか，第7表によるとほとんど放置され

ていたことがわかるO 始末蓄を構成した (COCT叩 JIeHbI l1pOTKOJIbI) のが 5~7

%1こすぎなL、。賃金，罰金，労働時間に関する違反件数が総違反件数にくら

べて相対的比重がし、ちじるしく少ないところをみると，工場監督官の発見し

た工場主の法違反とは，主として県工場問題審判所の制定した義務的規定の

中の安全・衛生に関する項の違反ではあるまいかと想定されるO ともあれ工

場監督官の工場主への態度は決して厳しいものではなし、。監督官の注意、はス

トライキ運動にむけられている。 1900年 4月訪日，キエフ管区監督官ミグー

リン (MHKyJIHH) は， キエフのパ γ工場のストライキについて， Iこれは P

シヤ社会民主労働党キエフ委員会の場動の結果であるJとかき，ハリコフ祭

主任工場監督官ブイコフ (EbIKOB) は，ハリコフ機関率製作工場の1900年 5

月のストライキにおいて，労働者たちがストライキ破りを工場の中に入れな

かったとき，コサック中隊の出動安要請した114)。
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第7表 工場室主督官の発見した工場主の法違反事件処浬状況

1念 賃金規則に関する違反

発法見違反ω された件数 うち始末?こ欝ものとられ(B) 
(B)/(A) 発違見反LさA件jれ数た

うち始末ずこ警も
のとら(れ助

(B)!(A) 

1901 27，941 1，562 5.5久ザ 2，260 61 2.7Yb 

1902 28，606 1，603 5.6 4 

1903 27，439 1，760 6.4 2.8 

1904 21，517 1，458 6.8 

罰金賦課及び罰金基金支出に関する違反 労働時間に関する違反

発違見反さωれ件た数法 らのうちれ始(たB末)も書と (B)/(A) 発違見反さωれ件た数法 うちれ始(たB末)も書とらの (到I/(A)

558 37 6.6.96' 1，768 53 3 .9b 
4.1 3.9 

3.2 39 

工場監督官の内務省移管問題は，オボレγスキー委員会によって一旦否定

されたけれども，暗殺されたシピヤーギンにかわってプレーヴエが内務大臣

になると，また問題とされたO 委員会は内務省、の向意、をえて規則案をつく

り，これは1903年 5月30Bにツアーリの裁可をえた。すなわち「工場監督の

成員を県の長に服属させる秩序と眼度についての，および監督制度の内部r認

識の変更についての (0no伊江KeH ロpe~eAax nO~~HHeHHH 可HHOB 中a6pル

可HO負 HHCneKIl.HII 紅a可aAbHHK丘M ry6epHH訪日 o HeKoTOpbIX H3MeHeHHHX 

BO BHyTpeHHe詰 opraHH3aUHHee)J 規只Ijである。 この規則によって

場監督官， 地区工場監督官は県知事に属L， その指示をうけることになっ

た。管庄工場監替宮にのこされた権能は，管庄内の工場監督官の審査と

にかんする統計作成モあった。この解決はいずれにしろ妥協的なものであっ

た。 1903年11月付シユヴアーロフ(立lYBaJIoB)の覚え書きは次のごとく

していた。 (1)工場監督機関と警察上層との関係を密にし，工場監督から技術

とりのぞく， (2)工場監習を摺庫企業や手工業企業にも拡大する， (3) 
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工場監督官の権限を拡大し，農村における農民可政長 (3eMCKH品目的aJlbHHK)

のごときものとする， (4)中央工場問題審判所の活動を大巾に改善するか，あ

るいはそれを潔して内務省内に工業労働問題中央管理部 (fJlaBHOe yrrpaBJle-

HHe rro Jl，eJlaM rrpOMbllI1JleHHOrO TpyJl，討をおき，工場管区を廃して審査官

の定員を創るO 一方大蔵省では工業部長のランゴヴオイが 5月初日付規則

は工場への警察の干渉を強化する，と反対していた。内務省、は，内務次官ド

ウノレノヴオ(江ypHOBO)を議長とし，内務・大蔵の南省、の代表よりなる委員

会をつくる勅裁をえ問題に結著をつけようとした。委員会は1904年 6月5日

ひらかれた。大蔵省は譲歩して内務省移管に同意し，工場監督官はこれ支で

どおりの義務を遂行し大蔵当局は地方における自分の課題を工場監督官会

つうじて遂行する可能性は奪われぬこと，と条件をつけるにとどまった。ド

ウルノヴオ委員会は「工場および製作所に対・する監替についての政令(日O岨

JIO)l{eHHe 0 HaJl，30pe 3aφadpHKaM狂 H3aBOJl，註MH)J案を作成した。その内

容は，工場労働に関する法の実施，工場内における秩序の維持は内務大臣の

所管となる， その職務のために内務省内に工業労働部 (OTJl，eJlロpOMbllll Jl e-

HHoro Tpy Jl，a)がつくられる，工場監督官は県工場問題審判所の決定にもと

づいて労働者の背情を審査し， 罰金基金を管理し， 大患の名のもとに訪日令

や規制を制定する，中央工場問題審判所のかわりに審議会(COBemaTeJlbHOe 

rrpHcyTc羽田)をつくり，内務省代表を議長とし，内務，大蔵，

財産各省の代表および産業界代表をメンバーとする，などであった。しかし

プレーヴエにかわってスヴヤトポノレク口ミノレスキーが内務大症となると，こ

の案はとり下げられた115)。

)笹

1899年法によって中央工場問題審判所が設立される段階で， 56の県工場問

題審判所のうち約半数の32の審判所が， 1886年法によって委任さ

もとづいて，安全衛生に関する義務的規程 (OdH3aTeJlbHOenOCTaHOBJIeHHe 

o MepaXぷJlHOXpaHbI )KH3HH H 3Jl，OpOBb耳xpadO'IHX B BpeMH pa60T) を
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制定していた116)。一方， 罰金基金をもとにする災害補償の制度は，次第に

をふかくしてきていた。もともとこの制度は労働者から罰金の形で多く

しなければ，被災労働者への給付を多くすることができない，という

もっているO 工場地帯に集積された労働者たちが，賃労働者として期

治されてくればくるほど，罰金の徴集は不合理母なものとなり，災害への補償

は必然性のつよいものとなっていくであろう O 第 8表は罰金基金による災害

補償の制度が成立困難になっているありさまを示す。とくに1905年，罰金賦

第8表 罰金徴集と扶助金支出(ベテノレブ、ノレグ〉

(議品のあ労るι働ー件数 税刊誌Tl耕雲 扶キP助Y金6総) 平金(p均額Y扶6助) 
1901 129，983 333，894 104，879 31.4 14，566 121，506 8.32 

1902 119，612 351，491 93，642 26.6 13，888 107，835 7.76 

1903 119，365 328，980 83，202 25.3 13，258 93，569 7.08 

1904 116，716 343，302 97，212 25.3 14，447 100，960 7.01 

1905 135，882 178，942 47，217 26.4 13，050 90，656 6.97 

課が減少するや，矛盾は決定的といわなくてはならなし、。 1905年5月23日，

ランゲソジツベン(刀aHteH3rmeH) 工場管理部は， I工場の罰金基金が底を

ついてしまい (130pyo.) ，一方それを罰金賦課秩序の変更によって増加させ

ることはできないから， 以前のようにおうように支出することは可能とは

思われなL、。それゆえ労働者への疾病扶助金支給は，今後減額されるであろ

うム と発表しいる 117)。 話は多少先走ったが， このような事態を目前にし

てラ災害に対する雇主責任の法制はいよいよ現実的なものにな。たのであ

マ
心。

1903年6月2日， I災害のため労働能力を爽失した労働者， 職員十こ対し工

業企業の所有者が補償することに関する(0B03HarpaiK.I1.eHHH BJIa.l1.e瓦buaMH

npOMbIlllJIeHHbIX npe江口PH兄TH設paoo可HXH CJIyiKaI.l¥HX， yTpaTHBlllHx TpY.l1.0-

crrOCOOHOCTb BCJIe江CTBHeHec弓aCTHbIXCJIy四 eB)J法律が;ツアーリの裁可

をえているO この法は第 1条で， I金業所有者は災害に際して労働者に，彼
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らの性，年令のいかんを関わず，肉体の損傷からする 3日以上の労働能力喪

失に対して補償する義務をおう O ……もし災害の結果として労働者が死亡し

た場合には，補償は彼らの家族の成員に与えられるJと規定した。 また法は

第2条で， I災害の原因が被災者の故意か粗野な不注意、であるときJあるい

は同じく不可技力 (CTHXHIIHO政 CHJIbI) の作用であるとき，企業所有者がそ

れを立証すると彼はその義務を免がれる， と規定した1mo この制度の特徴

は、互主主無過失責任の原則をうちたてているようでありながら， I不可抗力J

による場合の免責という項によってそれを底ぬけにしてしまっていることで

あろう 119)
O 

1903年6月2B法は1904年 1月1日から実施された。その実施状態は1904

年11月17B，ベテノレブルグ県主任工場監督官チジョブ (4mKOB)が大蔵省に

あてた報告によると次のごとくであった。 すなわち， 1904年 1月1Bより

1904年10月15臼までのあいだにパルチッキー造船所で97人が労働能力完全喪

失をともなう外傷をうけたが， うち 46人は麗主に対して何の請求 (rrpeTe-

H3帥)もなさず， 19人は扶助金について合意に達し 24人は「管理部が粗野

な不法意Jを労働者の伊UJに認めたために何の令意、にも達しなかった。治安判

事裁判に大量の訴訟がもちこまれ，工場監督の事務室にもあふれるほとの苦

情がもちこまれた120)。次第に制度が定着していったと考えられる時点、にま

で註をむけるならば次のごとくであった。工場監督官に申告された災害のう

ち， 補償がおこなわれるべきものと監督官により判定されたのは 1904年に

67.7%， 1910年に78%であった。補償がおこなわるべきもののうち補償に対

する権利，補償の額，補{償の種7J1j(一時金，年金〕などをめぐって合意に達

せず紛争状態にあるものの;割合は， 1907年に26%，1909年に31%，1911年に

お先， 1912-1913年に24%，1914年に23%，であ丹た。年金の平均額は1912

年に， モスクワ工場管区で 52py6. 11 Korr.， モスクワ県で 64py6.ウラジ

ミル県で、 32py6. 40 Korr.であった12130
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XIII 

より禁じられている群衆会

筆隊を利用することがでさ不服従と暴動を鎮圧する」

た。軍管区総指令官(f.7!aBHbI品目a四 JIbHHK BOeHHOrO oKpyra) 

ロシヤ帝酉の法律によって，

ために，

県知事は，

分散させ，

ば， I軍隊

し、の秩序と平穏の維持のために必要なときには，の参加がその地方 (Kpae)

つでも文官権力に協力するj義務があった。この規定は「非常の場合」には

こうした規定にそって労勤者の騒P シヤ帝歯の全領土に有効であった122)。

動やストライキに対ーする箪隊の出動がおこなわれてきた。軍i放の出動は1880

年代には平常的出来事となり， 1890年代のはじめには中隊単位の出動が多か

ったのに対して， 90年代後半になると大隊，連隊の出動も行なわれるように

なった。第9表にみるように，労働運動に対する軍隊の出動は，労働者の政

(KOp3H-治斗争のたかまりと照応して急増した。 1895年 4月のコノレジンキγ

MaHy.) (50JIbIlIa月5IpOCJIaBCKaH日間H)所有大ヤ戸スラフスカヤ・マニユ

におけるストライキには，最終的には労働者5人に対して 1人にあたる2，500

人の兵士，将校が投入され，死傷者24名を出す流血の鎮圧におわった。 1900

ザカフカス工兵ザカフカス鉄道中央工場のストライキのさいには，年8月，

ストライキ労働者のかわりに就業した123)。旅団の工兵 150人が，

軍首脳部の不満をよびおこしていこのような率出動の量的質的増強は，

工場にばかり出る。 1899年 6月21B，陸軍大庄は内務大臣に一番簡をおくり，

しかし内務大誌かとのべている。動していると箪の本務がおろそかになる，

出動したた
コ
兵

し
・
ク

動
兵

v
数

出
続
サ
総

労働運動に対する築の出動

出動した!
騎兵およ |出動した
びコサッ i 

ゑ兵械)歩兵総数 兵士総数

20，988 3，892 

52，469 

153，149 

10，623 

27，770 

第g表

出動した

歩兵中隊

数

39 162 

106.25 

278 

391.5 

1160.5 

1891-1895 

1896-1900 

1901-1904 
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ら陸軍大臣への非常事態要請は1898年 3回， 1899年6間， 1900年四回とふえ

ていった。 1902年には内務大臣から控室巨大臣へ，労働者騒動予防のために危

険地域iこ主事を宿営させるよう

なわち箪の民間の変買である。

され，それが実行されることになった。す

参謀本部は1903年 1月31日付報告書の中で，各箪管区から出さわしている不

満，すなわち文官権力はきわめて安易に軍隊の力にたより， これに警察が

なすべき職務を遂行させるとL、う不満を体して， i文官権力に協力するため

の軍出動規則 (口pa間四 BbI30Ba BO鼠CK )lJIH CO江e説CTBH兄 rpa2K)laHCKHM

BJIaCTHM)J改正の問題を提起した。その主要内容は次のごとくであるo (1)文

官権力が軍を招致するのは，それが「適当と認められるときJとLヴ規定に

真に適合するときのみに限られるべきこと。 (2)寧はつねに「武装力」として

扱かわれ，純警察的義務遂行に用いられぬこと o(3)警察力のみでは無秩序を

中止させることができなくなったときに探り招致ざるべきこと。 (4)出動する

軍の種類や数量の最終決定は「もっぱら」軍司令官に委ねらるべきこと o (5) 

招致された軍隊は， i軍司令部の監督のもとJにのみ武力行動を行なうことO

(6) i秩序回復ののち」恒営的宿営地に帰投する時期の決定は，文官権力の同

意、のもとに軍司令部が行なう。このような意、見を考慮しながら新「規則Jを

作成するために睦軍，内務，大蔵，農業・国有財産の各省による部局連絡委

員会 (Me2K江戸e)lOMCTBeHHa兄 KOMIICCIUI)がつくられたが，そこで作成され

た草案の中には， r控砲や上方へ向けての発射は禁止されるJ とあった。枢
密院もそれに同意、し， 空砲発射や実弾の上方へむけての発射は， iもしそれ

が秩序素乱を鎮圧するにさいしての通常の方法とされるならば，訪|戒や予告

のあらゆる手段が効果を失なうであろうJ，としたのであった。労働運動を

中心とする卒命運動の発展によって惹起された，軍隊の利用をめぐる内務省

と控室手各の対立は，さしあたり，寧を安易に利用せず，科用するときには決

定的に利用すべしという方向で解決された。しかし専制の矛暦はさらに

深刻となる o 1902年， 箪の内部に軍事革命組織 (BoeHHO-peBOJIlQ[(HOHHa冗

opraHIl3aUIl51)が生れ，系統的な宣伝を開始した山〉。



124 (584) 経済学研究第 17巻第4号
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ズバトフはベテノレブルグにも警察社会主義を根づかせることを目的とし

て，すでに 1901年 10月 3人の社会主義者にそのむね命じていた。 1902年

10月，ズパトブは，警保局「特別部」長に任命されベテノレブ、ノレグに赴任した

が，それ以来，ズパトフは前にもまして努力した。モスクワからズバトフ主

義者 (3y6aTOBll¥HHa)がよびょせられた。 1902年11月10臼，発起人グループ

の集会がひらかれ，ズパトフ主義的協会設立の許可を願い出た。 1902年11月

218，グループは内務大臣プレーヴエに呼ばれ，大臣に金隈を吟味されかつ

激励された。 1902年12月，ベテノレブノレグ府主教アントニー (AHTOHH負)がグ

ノレープをおとずれて激励した。グノレーブの指導のために，ズパトフは苛祭ガ

ポγ (rarrOH)を派遣した。 彼は保安部から毎月 100py6.の手当をうけと

っていた。ガポシはそスグワにおける「協会jの活動にならって「セ γ ト・

ベテノレプノレグ機械産業労働者相互扶助協会 (C口eTep6yprcKoe06ll¥eCTBO 

BCrrOMOll\eCTBOBaHH冗 pa60~HX B MexaHH明 CKOMrrpoH3Bo江CTBe)J設立の

ために努力した。このことをつたえきいたヴイツテは1903年2月28，内務

大臣プレーヴエにあてて，オボレンスキー委員会の結論が出るまで認可をさ

しひかえてほしいとたのんだが，内務大毘は一旦それに諒承を与えつつも，

1903年3月8臼，協会Jのすべての規約に認可を与えた。「協会Jの活動は

1903年10月15日より開始された。ズパトフの失騨ののちも，警察社会主義の

構想、は生きつづけた。目的は専告11支持の思想、を労働者の中に強化することに

より，革命思想、の浸透と斗かうことにあっ t~o したがって，モスクワにおけ

る評議会のごときものが必要であったO ガポγによる「ロシヤ工場労働者の

つどい (Co6paHHepyccKHXφa6pHQHO-3aBOぷCKHXpa60叩 x)J設立の

が内務大自プレーヴエによって，日露開戦の直後1904年2月158に認可され

た。「つどしづの目的は， 余棋を酒をのまずに理知的に使用し 精神的・道

徳的・物質的実利をあげること， 会員のあいだにロシヤ民族の自意識を発

揚・強化すること，会員のあいだに，労働者の権利・義務についての理にか
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な勺た見解を発展させること，労働条件ならびに労働者の生活の合法的改善

のための行動をなすこと，であった。その目的実現のためにとる手段として

は，賭博，酪町の禁止，図書室，読書室の設立，コーラス会，コンサート，

家族のタなどの翻催，会員の必要や教義についての討論のための集会ならび

に総会，正式な許可をえての労働問題講演会の組織，共済基金や売!吾の設立

などを行なうことが予定されていた。この組織は，会員となる希望をもった

ものから 5~ 1O KOrr.の入会金を徴集して組織を多少とも固定しているO そ

の一般会員を指導するものとして，まず「責f王者グループ」があ丹た。これ

は当初は組織の創立者よりなり，市警務長官により承認されたもののみによ

って構成された。「責任者グル{プJの中から「つどいの代表者J

長官の承認のもとに選出された。向じく「責任者グループjのヰ:から

会Jが選出されて市警務長官の承認をえた。警察は「糞在者グ、ノレープ」を通

じての指導のほかに，直接集会に出席し，好ましからざる問題の審議を禁止

することができた125)。

1904年4月1113，1ロシヤ工場労働者‘のつどし、」の発会式が170人をあつめて

おこなわれた。閉会にあたって満場一致で，内務大臣にあて，

と祖罰への熱烈な愛にもえたつ」労働者の気持を伝えるよう依頼する電報を

打った。 8月25日には，カ、、ポンにひきいられた労働者たちは，社会革命党員

に暗殺された内務大臣プレーヴユの墓まいりをしている。組織は急速に拡大

し 5月末ナノレフ支部設立 9月19日ひらかれた総会で支部設置，拡大の方

針が決定され， 1904年 12月にはベテノレブノレグの各地区に 11支部をもっ約

'9，000人の組織になっていた126)。ガポン主義は急速な成功をおさめたかにみ

えた。

しかし日露戦争の進行の中で，労働者の生活には悪化する部臨もあらわ

れていた〈約し，プレーヴニじのあと内務大臣となったスヴヤトポルグ=ミノレ

スキーのとった自由主義に対する宥和政策のために，「つどしづにあつまった

労(殺者たちのあいだに政治的討論がおこなわれるようになっていった。また，

いま一つの重要な要閣として，専制内の矛盾があった。 ガポン主義の「つど
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いjは， 1903年法工場総代制に結実していった政策とはあきらかに矛盾する

ものであった。ガポγ主義の「つどいJには，職場をこえた，企業をこえた

労働者の連繋が保障されていた。 もちろんここでは， 組織の日的は文化的

「啓蒙」的活動を通じての専制支持思想強化におかれていたので、あるが，こう

した組織を専制側にとって合耳的的に系統的に発展させるための意志の統ー

はなかったし，さらに不統一はズノミトブ主義の出現時よりもさらに深刻であ

ったとも観樹されるのであるO ブルジヨアジーの犠牲において労働者に多少

の経済的譲歩をなしそれより，専昔話護持の思想、の強化することこそが大切

なりとする立場と，政治的自由への漸次的接近はむしろのぞましいが，ブノレ

ジヨアジーの経済的犠牲はしのびがたいとする立場との対立は，ガポγ主義

の「つどしづをめぐってもあらわれたO 市警務長官は内務大臣に一度なら

ず， Iつどしづが厳格に規約をまもって活動している， と報告しているのに

対し，主任工場監督官チジョブは，ガポンがストライキな煽動している，と

非難している127)。

(註〉 夜祭された労働者・農民の家族は，ほとんど何の扶助もうけられなかった。グ

イクール・モロゾフ所有工場では工場管理部が，労働者の幾度とない陳情ののち

に1904年12月末，祭工場問題審判所に対し，召集ざれた予備兵の家族のために罰金

基金から扶助金を支給したいと申し出たところが，工場審判所は， I地位の低い

ものの世話」はゼムストヴオの住導主であるとの理由で、それを許可.しなかった。ま

た，ウラジミノレj果て、は開戦と同時に生産が縮少し， 1904年の賃金は王子均で4.5.96

ほど下がった128)。

矛盾は次のごとく i爆発した。 fつどいj の強力な支部のあったナノレプ地区

で，プチロフ工場の労働者解雇事件が発生した(12月中旬〉。 この問題は，

組織拡大のがぼりざかにあった「つどいJにもちこまれた。 ガポン主義の

「つどい」の代表がプチロフ工場管理部に交渉したが， 市警務長官の裏関工

作にもかかわらず工場支配人は，工場労働者のつどI，.jはプチロフ工場の

内部生活に干渉するいかなる権利ももたなし、。ゆえにこの『つどI，.jの代表

はみとめられないJ，と声明した(12月初日〉。ナノレフ支部総会はストライキ

を決定したc1月 2日〕。ガポγはストライキ抑制のために努力したが，工
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場支配人の{日.uがガポγに調停者の役割を与えなかったのでそれもならず，労

{勤者の力を前年末よりはじまっていた自由主義的請願運動の水路へ導びき入

れようとした。しかし請願書の内容は労働者の集会で審議され，言論出版の

自由，結社の自由，俗j憲議会召集 8 時間労働常~，土地を農民へなどの要求

をふくむものになってしまった。かくて請願運動は，ストライキ(1月 313 

よりプチロフ工場 1月7臼よりベテノレブノレグ・ゼネスト〉を背景にした大

デモシストレーショ γに化してしまった。 1月9臼，ツアーワの肖像と教会

旗をかかげた労働者たちは，ガポンにひきいられて冬宮へむかった。対日敗

戦の色深まるなかで1月7臼に弾圧のための対策会議をひらいていた専制側

は，これをむかえうち， 1，000人以上を射殺した。 1905年の革命がここには

じまった129)。

1月2813および31日の大臣委員会 (KOMI1TeTMI1HI1CTpOB) はこのような

結果を前にして，ガポン主義の冒険に否定的評価を下したが， 10月17臼

の発布の時期になると，再びガポγ主義を利用しようとの意簡が示された。

この場合には，大臣委員会の議長となったヴイツテと，その指導下にある商

工大箆チミリヤゼフ (C. THMHp.H3eB) が積極的であった。内務大註ドウノレ

ノヴオの覚え書きによると，ヴイツテは， 10月1713宣言にのべられた原則jに

もとづいて国会開設を要求せ拘よ，暴力的活動方法を拒否せよ，などの内容を

もっ労働者あての撤を作成し， ガポンに署名させ， 相当部数発行した。そ

の費用 (2，500py6.)は， ヴイツテの強い要請で警保局の予算から支出され

た。また他の情報によると，ヴイツテとチミリヤゼフは皇帝に願って国庫よ

り 30000py6.拝領し，ガポγ のマチユシ γスキー (MaTIOlllI1HCK目的

にわたして組織再建を指示している 13的。

xv 

1905年1月913事件ののち，大蔵大臣Zココアツオフ(B.H. KOKOBUOB)は

上奏報告の中に労働問題に対する警察的政策を批判する考えをのベ，工場立

の改正がぜ、ひ必要であると主張した。 1月四日， 31日の大臣委員会会議
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は，ココフツオフの考えをうけ入れ， ピスマノレグを先頭にしたドイツの政策

にならい，簡営労働者保険に関する，労働組合に関する，ストライキに関す

る適切な法を採用することで，労働運動を公共秩序を害しない平和的ルート

にひき入れる必要があることをみとめた。労働問麗に対する「新方針 (Ho岬

BbI設KYPC)J探索がはじまった〈設)0 1898年8月 12日付のゴレムイキン掴状

は廃止された。労働問題に関する特別委員会がシドロブスキーを議長として

総織され 1月29日から 2月20日まで存在したが，労働者代表を委員会に参

加させる問題でつまづいて，何の結論も出さずに解散した。次いで，ココプ

ツオフを議長とする「工業企業における労働者の生活と状態を整序する手段

を審議するためのはJIHo6cy)!{瓦em羽 Mepno ynopH)(O明日HIO6blTa H no-

JIO)!{eHHH pa60'IHX B npOMbIWJIeHHbIX npe)(npHHTHHX) J特別委員会，通称

ココフツオフ委員会が組織された。審議ざるべき問題は，労!動日短縮，国営

労働者保険， 企業内における医療扶劫， 労働者組織， 労働者の企業よりの

期限前退去などであった。 この委員会には有力企業の代表者62人が参加し

た131)。

(設〕 専告Ij権力の「新方針j探索に対応する反権力侭!の労働問題に関する政策を社会

民主労働党および社会卒命党の綱領にみると次のごとくであった。

〔ロシヤ社会民主労働党第二西大会(1903年7-8月〕採択総領1

(民主共和国の憲法についての要求〕

4. 傭人と住居の不可侵。

5. 信仰，言論，出版，集会，ストライキおよび結社の無制限の自由。

6. 移転および機業の自由。

(労働j保護についての要求〉

1. 全雇傭労働者のために労働日を1昼夜8証寺院に制限n

2. 国民経済の全部門において男女雇傭労働者に毎週継続42時間以上の休息を法

律をもって規定する。

3. 時間外労働の完全禁止。

4. 国民経済の全部門における深夜業(午後9a寺一午前6時〉の禁止。ただし労

働者組織により技術上不可避と認められたものについてはこの限りにあらず。

5. 企業者による学令児支(16才以下〉労働利用の禁止。未成年者(16才一18

才〕の労働時聞を6時間に秘|浪。
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6. 婦人の身体 (opraHH3M)に有害な部門における，婦人労働の禁止。婦人を

建前4週間産後6週間通常の賃金を支払って労働から解放する。

7. 婦人が働いているあらゆる工場およびその他の企業に，乳幼児のための托児

所を附設。授乳中の婦人を， 3時間を越えない間備で30分以上作業から解放す

る。

8. 老令および労働力完全，不完全爽失に対する，資本家への特別課税をもって

つくられた特別基金の負担による骨滋保倹。

9. 物品をもってする賃金支払いの禁止っ例外なしにあらゆる雇傭契約において

賃金の毎週支払い，賃金の時間払い(待問賃率の採用〉の確立。

10.いかなる理由， ¥， 、かなる目的をもってしでも，企業主が賃金より現金控除す

ることの禁止。

11.国民経済のあらゆる部門に対しても充分なだけの人数の工場設督官の任命。

営業も例外とせず， 麗傭労働を用いるあらゆる会楽に工場監督制度を拡大す

る。(家事奉公人もこのに霊主管下に入る〉。婦人労働な利用している部門に婦人

工場監督官をおく。労働者により選出され.I道家により支払われる代表者の，

工場法実路，祭主将の構成，材料の収納・検査，作業の成果の一段督への参加。

12.労働者より選出したものの参加する地方自治機関の，企業者が労働者ト;二与え

ている住居の微生状態，同じくこの住居内の内部秩序，その貸借条件に対する，

企業家が労働者の生活と活動に二子渉することから雇傭労働者を個人として市民

として保護するg約きともってする監督。

13.会医療衛生機関を企業主から完全に独立させ，雇傭労働を要求するあらゆる

企業を正しく組織された衛生的監督のもとにおくこと。企業主の負担による無

料の医料扶助，疾病期間の完全賃金保障。

14.労働保護に関する法律に違反した渥主に対する刑事:受託の確立。

15.国民経済のあらゆる部門に，労働者と企業主の代表半数づつよりなる職業裁

判所 (rrpOMbICJlOBbl誼CY.ll.)の設立。

16.あらゆる生産部門における地元および出稼労働者雇傭に関する仲介事努所

(労働取引所 6UplKHTpY.lI.a)を設立する義務を地方自治機関に委任し，その

運営に労働者組織の代表者を参加させる132)。

〔役会準命党第一回大会(1906)採択 〕

(政治ーとの要求〉

信教，言論，出版，集会，ストライキ，結社の自由。個人と住居の不可侵。職

業・移転の自由。

〈経済上の要求〕

立 労働者の時間外労働をできるだけ短縮すること。衛生学の示すところ乙し

たがい，労働時間をできるだけ短縮すること(多くの産業では8待問，危険なか
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つ健康に有害な労働には，適笠さらに短時間〉。自治機関と労働者の職業組合と

の協定により， 労働賃金の最低限を規定すること。 国費によるあらゆる種類の

事故(災害，失業，疾病，老令〉に対する国営労働者保険，および被保険者の自

治によるその管理。衛生学の要求するところに従い，すべての商工業において法

律的に労働を保護するために，労働者の選挙した工場監督官をおくこと。労働環

境の正常化。伎居の構造の衛生化。 16才以下の労働禁止，および一定の分野一定

の時期の婦人年少労働の制限。 1週1間充分な長さをもっ継続的な休日。労働者

の職業的組織および工場内における労働者組織の確立にあたっての労働者の参加

を務次拡大することおわ。

根密院も， 1905-1906年度報告の中で次のように見解を発表した。「スト

ライキそれ自身は通常，産業の経済的条件に結びついており，麗傭労働を使

用Lているところにあってはどこでも，おこりうるものであるO その上，純

経済的基盤の上に発生し，とりわけ経済的自的によって浸透されたストライ

キを，刑事的手設をもって鎮庄すべきでないことは，抑圧手段をもってそれ

と斗かおうと試みてきたすべての間々の経験により証明されているO それゆ

え，暴力や財産への危害を伴なわない労働者のストライキは，どんな立法に

よっても罰せられることのないものと認められるべきである。……工場所有

と労働者との間に誤解の発生したさいの工場監督官の調停は，こうした誤

解がすみやかに公然たる無秩序に移行することを妨げることなく，その無秩

序の抑圧のために，警察のみならず軍隊が介入することも稀なことではなか

った。これはまた，工場主の利益を擁護するものとみられた。労働運動に対

する権力のこのような行動は， 自づづ、カかミら労{働動者の中に政府に対する不信の1

を起させ，革命的宣伝の影響力の増大に役立った。この風瀬を利用して燭動

家たちは各処で、工場の中に，経済的目的ではなく政治的な目的，国家秩序に

敵対する呂的を追求する特別の組織をもちこんでいる。現今，労働者を公共

の秩序のため極端に危険な土述の組織から離しとりわけ職業的な目的をも

っ協会や団体にむかわせることがぜひ必要であるふ こうした考え方をもっ

て， 1905年12月2日， Iストライキに関する臨時規則 (BpeMeHHblerrpaBIIJIa 

o CTalJKaX)Jが制定され， 1906年 3月413， I職業的団体に関する臨時規則

(BpeMeHHhle rrpaBHna 0 rrpo中eCCHOHanbHbIX06w:eCTBaX) Jが制定された。
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前者は，刑法1358条， 13581条の撤廃を内容とするものであるO 財産破損に

関する13582条，他の労働者の就労を阻止することに関する13583条はそのi

まま存置された。 また， 期限前退去に関する514条も， この規則ではその

ままとされた。向日 12月2日に「社会的， 国家的意義をもっ企業， また

同じく政府機関における作業中止への参加を処罰することに関する臨時規則

(BpeMeHHble rrpaB双JIa0 HaKa3yeMocTH yqaCTHH B 3a6aCTOBKaX B rrpe-

.llrrpH兄TH冗x，HMelO立~HX 06~eCTBeHHOe H~H rOCY.llapCTBeHHOe 3Ha可eHHea 

paBHO B yqpe)K.lleHHHX I1paBHTe~bCTBeHHbIX...) Jが勅令として出された。

首謀者と参加者がそれぞれ8ヶ月 1年 4ヶ月の禁鍋に処せられるというも

ので，のち刑法13593 -1359 8条に縞入された。 1906年3月48付規則は，

許可される職業的関体の目的を，労働者と企業家の経済的利害を明らかにし

これを調和させること，と限定したO 規約は県知事あるいは特別市長官に登

録しなくてはならず， さらに「団体問題審判所 (rrpHcyTcTBHerro .lle~aM 

06 06~ecTBax) Jにより認可されなくてはならなし、。規約の中にストライキ

や階級斗争などの文字を入れることはならなし、。許可された組合の枢互団結

は許されなし、。集会はその都度許可をうけ，警官の臨席のもとにひらかなく

ではならなし、。とくに郵便， 鉄道の労働者はストライキについても組

合についても，禁じられていた134)。

1906年 4 月訪日 ~21 臼，商工省は工場法の「根本的改革 (KopeHHaH peや0-

pMa)Jの法案作成のため，一連の評議をひらいた。法案は次のごときもので

あった。まず労働者雇傭に関する法案には，工場主の側からの解雇予告期間

てと 3日 (2週間だったったもの〉とすること，労働者がストライキ (3a60-

CTOBKa)をしたり勝手に労働日を短縮したときは雇傭契約を解消できるこ

と，就業規則の変更や集団ロツグアウトは許されることなどがあった。労働

問一間の継続と配分に関する法案には，労働者が要求し，部分的には実現して

いた8時間労働日のかわりに，成年男子は10時間30分，婦人・年少者は10時

間となっていた。これは，ココアツオフ委員会の席上で大蔵省が提案した昼

間作業10時間，夜間作業8時間とLヴ水準よりわるいもので、あった。保i換に関
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する法案は，労働者%企業家祐拠出による保険組合，災害に付する補償資在

を雇主から保険組合へ移管する，療養給付の期限を 4ヶ月とする，疾病のさい

の現金扶助は保険基金より支出する，などを内容とするものであった。工場

監督制度に関する法案は，工場監督官から労働者の利益を守る義務をとりさ

り，労使関係に介入しないようにすること，監督官から賃率，就業規則その

他労働条件を認可する義務をとりはずすこと，などを内容としていた。

裁判所に関する法案は， I調停機関Jを設立して労使の関係に「調和と平和」

をもたらすことを予定していた。法案をめぐって，数多くの覚え書きが商工

省にとどいたo 1906年12月14-21日にひらかれた，商工大臣フイロソブオフ

(瓦.A.φ日江OCO中OB) 主宰の特別評議の席上，ベテノレブ)レグ工場主同盟の代

表者は， 「これらの法律があたらしい国会で審議されるのが遅れれば運れる

ほど，決定はより正しいものとなろうし訟:律のための土台はより堅商でよ

りとりつきやすいものとなろう……遅ければ遅いほどよしづとのベた。フソレ

ジョアジーの抵抗により，工場i去の「根本的改革Jはすすまなかった。そし

て19昨年6月3日の政変により，疾病，災害に関する社会保険の法案をのぞ

いては，すべて開あげとなってしまった135】。

政変ののち霞ちに， ベテノレブ、ノレグで 37組合が抑EEされた。

~又，幹部拘禁なと、がおこ司た。組合をおさえるための理由は次のごとくてあ

った。すなわち規約上の組合の目的に「その他」とある，組合の

向的」パンフレツトがあった，集会に組合員以外を入場させてはいけない，

演説者に喝采な送ってはならない，事務所にカーテンをつけてはし、けない，

3人以上一緒にいてはL、けない，云々。 1912年12月14日，パダーエ

フが国会で行なった質問演説によると 6年間に 600以上の組合が閉鎖、させ

られ， 700以上の組合が登録を拒否された。一方，雇主組合は1907年の制令

でみとめられ，大きな活動の自由を与えられた13670

1905年， ベテノレブ、ノレグ市会 (rOpO，l¥CKaH ，l¥yMa) が職業紹介所得Hp}!{a

Tpy，l¥a) を開設したことはみのがせなL、。その活宣言jをみるに， 求職者は，

1909年76，939人， 1910年93，997人， 1911年43，156人で， うち紹介所をと J去し
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て就労したもの1910年11，920人(求職者の12.7%，男 9%，女18.9%)，1911 

年6076人(求職者の15%)であった。ベテノレブ)レグとモスクワでは，失業者

に対する公共事業も組織された。 1906年 4月四日，ロシヤ技術協会モスクワ

失業者への扶助と公共事業安市会に要請し 5月17臼，失業者ソヴ

エトの代表が市参事会頭グチコブ (H.11. fy四 KOB) と会見して，無料食堂，

，公共事業を要求した。これらの力におされてそスクワ市会は，

30，000 py6.下着@衣料の支給に 2，000py6.宿泊所に 10，000py6炉

支出すること，を 5月末に決議した。さらに 6月6B，市会は公共事業のた

め;ニ 50000py6.の予算をあててることをきめた。 6月24日から公共事業が

され，それとともに無料食堂への支出は樹減されてゆき，失業者ソ

ヴニト経営の食堂への支出は8月1日で停止された。 市当局の報告による

と，食堂に対し総計 32894py6. 14 Korr. (1会平均 10.8KO江.)，衣服と履物

の支給に 4，115py6. 15 Korr.支出された。公共事業は実施面において， 10時

間労働臼，出来高賃金制，職種別賃金格差を導入しようとする市当局と， 8 

時間労働EJ， 臼絵 1py6.を要求する失業者ソヴエトの抗争がつづいた。 8

月11臼より事業は大巾に縮少し 10月のうちに停止された。市当局の計算に

よると， 148日間の公共事業に支払われた賃金総額は 37，504py6.であったc

こうした戦業紹介所や公共事業が労働者の労働組合への組機化に対し，

が報復的におこなった大量解雇による失業者増大を車接のきっかけとするも

のであったことも注目される山〉。

・災害に対する社会保険法案は，オストログラドスキー (M.A. OCTpO・

rpa，ll，CKH設)委員会により最終的に仕上げされ， 1908年間会に上程された。そ

して1911年爵会を通過し，枢密院の承認をえて1912年 6月23日法となった。

200人以上の企業には疾病基金がつくられ，労働者60%，企業主40%

の負担率で維持されることにな円た138)0 1912年法は企業主にあたらしし

任三ど課した。その中には，基金への払いこみ，基金の事務の外に，企業主の

くられている診寵所や病読で基金の加入者に対する診療をすること

った。これまでは，診療は労働者に対してのみ義務的であって，



134 (594) 経済学研究第17宅金第4号

しかもあまり実施されていなかった。 1912年4月20日，枢密院会議でベテノレ

ブ、ノレグ工場主同盟の議長グレズメノレ(C.口.L71e3Mep)は， ベテノレフソレグ;こ

は充分の工場病院がある， 労働者は病院募金 (60JIbHH'-IHbIHc6op)をやっ

ている，これ以上は市の病院が無料診探をやればよい，とのべたが，中央工

業地帯の企業家は政府案を支持した。一方，中央工場問題審判所は1913年7

月17日付回状で，罰金基金は以前，災害の結果としての一時的・永久的労働

力爽失への扶助，妊娠時の婦人への扶助および樫葬料として支出されていた

が，今後，労働者が1912年法にもとづく補償をうけとらなかった場合にのみ

支出するように，と指示している139)。

ブ、ノレジョアジーにとって1912年法の問題点は単に直接的な経済的負担のみ

にとどまらなかった。すなわち疾病基金の規約を審議したり全権を選出した

りするための労働者の集会を工場内でひらかせる問題があったのである。ペ

テルブ/レグ工場主同盟は， 1913年 1月4日の会議で，この問題を特別に審議

し長時間の激論ののち，原則として工場内での労働者の集会にv主賛成しな

いが，企業が重大な状態にあることを認識し，工場に疾病基金を導入するこ

とが第一級の重大事であることに同意し工場内で労働者の集会を実施させ

ることはありうる，と決定した。しかし法の実施は手間どり，首都工場問

題審判所は1913年 5月四日，基金設立の期限を木材・鉱物加工業においては

1913年7月1日，綿工業においては 7月訪日，動物製品加工業においては8

月1日，金蝿加工業においては10月1日等々ときめて督促した140)。

中央工場問題審判所は， 1899年に設立されたさいに，各県ごとに義務的規

程としてつくられていた安全・衛生基準を統一する労働安全規則の制定を委

任されていた。 中央審判所は おける労働安全に関する一般競

員むの原案をいくどか作成したが，いずれも制定されるにいたらなかった0

1911年，高工省工業部が「工場工業施設における労働安全の方法に関する

良Ij (npaBHJIa 0 MepaX 6e3o江aCHOCT負 pa60TB 3aBe瓦eHHHXやa6pH可HO

3a80，LLCKOおrrpOMbll1lJIeHHOCTH)J草案を作成し中央工場問題審判所は19日

年2月間臼，これを制定例3，LLaH) し 1913年3月31日，商工大臣がこれてど
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認可 (yTBep)j{，n:eHbl) した。規則は全体で 109条よりなるものであって， う

ち56ケ条が1913年6月1日より全会業に適用された。のこりの53ケ

械間の距離や機械の防護物などの設震を含み，工場建造物の改造さど要求する

ものであったので1916年6月1日から実施されることが予定された。 1916年

といえば，大戦中であり， したがって真に実施されたことはなかったことに

なる。もっとも，工場を新造営する場合には， 1913年6月1rヨより 109ケ

全部が適用されることとされた141)。

1905年の革命を経過したとはし、っても，工場内における労働者の非人間的

取扱いはつづいていた。退社時の労働者の身体捜索 (o6bICKa) は， とくに

労働者が婦人のときは問題であった。 1907年 11月28Bづけ商工省の問状に

は，労働者の身体捜索の問題は工場主の判断で必要とあらば工場監督のメン

ノミーにまかせること， とあった。 1913年のベテルブ、ルグおよびベテノレブノレグ

県で， 労働者に対する藤主の残忍な取扱いに関する苦情が， 集間的なもの

1，559件，鏑人的なもの50件，工場監督官に呈出されている142)。

1912年4月4日，シベリヤのレナ鉱山ストライキにおける流血は，ストラ

イキ運動のあたらしい昂揚のきっかけとなった。 1912年5月1Bのストライ

キとデモ γストレーショ γは40万人を動員するほどのものとなった。 I君主共

和国 8時間労働日，全地主地の没収などのスローガンが掲げられた。ペテ

ルブノレグ工場主問盟は， ら月 1日のストライキ参加者十こ罰金をかけたが， こ

れは再び罰金撤回をもとめる長期ストライキを喚びおこした。工場主再盟副

トリポリトフ (M.H. TpHllOJIHTOB)が荷工大臣チマシェフ (T沼MaweB)

に助力を求めると，チマシェフは，工場主に罰金賦課の権利あることはみとめ

るが，この事件がレナ事件と関係があるゆえに譲歩するように，この問題は間

るが，そのさい，ストライキ中の労働者には賃金支払わず¥ま

金もかけないというように決めたい，とのベ，またつけくわえて，

ココフツオフ，内務大臣マカロフ (A.A. MaKapoB)は罰金をゆきす

段だと考えている，とのベた。 1912年のうちに，間会と枢密院とによって，

労働者の期現前退去を処罰する刑法514条が廃止された。これは，労働者の
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ストライキ運動に抗するために，工場主の側からする予告なしの解震が頻発

してL、たこととあわせて，その意義を考えなければなるまい143)。

1913年 6月初日，内務大臣マグラコフ (H.A. MaKpaKOB) は商工大臣チ

マシェフに書簡をおくり，陸海主主の発注をうけている工場でますますストラ

イキがひろがりつづけていることを指檎し，あらゆるストライキは即期警察

るとともに，3=:参加者を裁き，首謀者には行政的手段を適用するよ

うにすべきだ，とのベた。これに対しチマシニL フは，裁判にかけるには，必

と出るようにしなくてはならぬし ストライキ指導者の解雇

も，ストライキ中におこなうとかえってストライキをつよめることがあるの

しなくてはならぬ，とのベた。 1913年8月8日，潟工大庄のイニシャ

チヴで，労働者のストライキと斗かう方法についての特別の関議がひらかれ

たが，結論は出なかった。 9月，モスグワ市電のストライキが労働者の勝手IJ

をもっておわり，ベテノレフソレグの市電もそれにあわせてストライキに入ろう

として，実力行使以前に勝利した。内務大臣はこれらのうごきをみて，企業

家と労働者の関係を規制する「労資調停室 (rrpHMHpHTeJIbHa兄 KaMepa)Jの

設立草案をつくった。内務省の覚えがきによると，それをもって公然たるス

トライキにまでもえ上がる誘閣をなくし革命党の武器をうばおう，という

のであった。 また同じ覚え書きには，現行立法は大衆的政治ストライキには

無力である， 刑法13593-13598条で処罰しうるのは社会的重要性をもっ企業

での経済ストライキのみである，政治的ストライキの蝿動者や首謀者には芳1]

なくてはだめだ，とのべていた。響察的抑圧への志向がつよまっ

ているのをみてとることができょう o 1913年10月24B，労働者のストライキ

を斗かう方法に関する第2四日の閣議がひらかれ，内務大庄の報告を承認し

たが i労資調停室Jのみでは政治ストライキと斗かうに無力であるから，

ストライキと斗かう方法についての草案作成を各部局連絡評議 (Me}!(ぇyBe-

，lLO¥ICTBeHHoe COBemaHHe)に委任することに決した。この各部局連絡評議

は、第一に雇傭に関する新しい法律を立案した。それによると，企業家は労

働者のストライキのさいには， 即刻雇傭契約を破棄することができるO 第
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ごに，西ヨーロツパの様式にならって「労資調停主主 jを設立する案を作成し

た。すなわち，ココブツオフ委員会が考えていたものの一部を，再度審議し

たものとおもわれる。しかし大戦の勃発が草案の実現を組んだ144)。

XVI 

1914年 7月，第 1次世界大戦が勃発した。 8月，最高可令官ニコライ・ニ

コラエヴイツチ大公 (HHKOJI訪日目KOJIaeBH'I)はベテログラード特別市長官

に対L，戦時中はあらゆる労働者組織を解散させるようにとの命令(npHKa3)

を発した。 8月12日，工場労働に従事するために徴兵猶予をうけている労働

者が勝手に離職あるいは転職することを禁ずる陸軍大症の通達 (pacnOplI)I{e-

HHe) が出された。 9月4IJ ，軍事発症を拒否したときには一時工場を接収

することについての勅令 (YKa3)が発せられた。 10月17臼，陸海箪局の発注

をうけて操業している企業の経営に対し政府が監督 (Ha)l，30p)することにつ

いての政令 (nOJIO)l{eHHe) が出された145)。工業に対する全面的軍事化と統

制への方向がうち出されたわけである。

緒戦においてすでに，ロシヤ帝国の軍事的危機はあきらかになった。半年

間で軍需物資が不足した。商工大会評議会 (COBeTCbe3)l，OB口pOMblIIIJIeHHO・

CTH H TOprOBJIH) 議長は，総理大臣ゴレムイキンへの報告覚え書きの中で，

工場の設備を完全にうごかすために三交替制を採用する必要がある，前衛工

場に働いているものを軍務についているのと向等とみなすというフランスの

倒にならい，現在補給品製造にあたっている工場で働いていた労働者を軍か

らよびかえし工場主の申告にしたがって，軍から労働者や技術者を工場へ

派遣するべきだとのベたo 1915年 1月251J，海軍大臣グリゴロヴイチ (rpHro-

pOBIi引法この案を支持し， 軍需品をつくっている労働者をすべて兵役義務

者とみなし，義務をおこったり注文品を完成しないものを筆法により裁判に

かけられるようにしよう，と提案した。また，ベトログラード工場主同謹機

械部F'j(土，とくに熟練労!勤者の不足を感じていたため， 1915年はじめ，規程

(nOCTaHOBJIeHHe) の草案を政府に提出し， その中で， 工場労働者の編成を
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軍隊と同じくし，職長に下士官と同じ権限を与えて軍事的規律をうちたて，

違反するものを軍法裁判にかけよう，との考え方を示したo LかL，

註マグラコブはこれをしりぞけ， r労働者というものを全く知らぬ然。別な

人々の」創作だ，と評した。戦争遺行の挙国一致体制をつくるために，ブノレ

ジヨアジーの要求をも考慮して，政府は1915年5月，

COBemaHHe rro 060pOHe) を設立し 8月4日，

npOMblillJIeHHbl政 KOMllTeT) 設立を許 lしたO グチコブらは，

防評議 (oco6oe

(BoeHHO-

の中に「労働者グループJ~どもうけ，労働者をブソレジヨアジーの予備軍とす

るべく構想した146)。

すでに1915年 3月3E:l，閣議は基本法87条にもとづいて，戦時中は女子，

未成年者， 年少者の夜業， 地下作業禁止を解除する決定をおこなっていた

が， 1915年夏にひらかれた第-間軍事工業委員会大会は，(1)戦時中には，工

業における婦人，未成年者，年少者の労働のあらゆる制限を撤廃する， (2)戦

時中は，労働日の長さおよび時間外労働の制限を撤廃する，ことを要求する

決議を採択したo 9月9日の特別国間評議は，この要求を承認し 9月25日

の閣議はそれを完全にみとめた147)。労働条件を抵下させることによって，

防衛産業の「生産性Jをとげるとともにブルジヨアジーの利潤をまず政策に

ついては，専翁IJとブノレジョアジーとのあいだに矛盾はなかった。

1915年 7月，商工省によって作成された「工業の動員Jに関する法案が閣

議にかけられた。法案の内容は，次のごとくであった。すなわち，防衛のた

めの物品を準備する企業は，陸海軍大臣によって，動員状態にあるものと

告されることができるO 動員された企業の申告にもとづき，箪司令官の許可

により，以前その企業に働いていて軍に現役しているものを喚びかえすこと

ができる，動員された企業に働いてL、るものは，睦海軍から全権をうげたも

のおよび工場管理部の許可なしに，勝手に勤務をはなれたり退職したりでき

ない。こうした内容をもっ法案は， 閣議における活発な意、見の交換をよん

だ。多数意見は，これを菌会における予備審議に付することがのぞ玄しい，

ということであったO 法案は 7月22日，国会の陸海軍委員会にかけられたっ
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委員会は，労働者。事務員を権利と責任の点でことなる二つのグループに区

ることは「のぞましくないJという態度をとった。

回大会は 7月26日，この問題を討議しやや否定的な態度をとった。

グチコフは，この問題は非常に複雑でデワヶートであり， このような法を

制定する前に， あらかじめ多くのことを考恵しておく必要があるJ とのべ

た。軍事工業委員会第二回大会も， 1政府によって もちこまhている

工業の動員に関する案は，あまりよろこどしいものではないJとした。ァソレ

ジヨアジーは，工業の軍事化にともない，工場が軍権力の許可なしに私的な

注文に応ずることを禁止されるのではないか，また，最低賃金を規定される

のではないか，を擢h，軍を背景に事業に通暁していない権力をもった人間

が工場経営の先頭にたつことをきらったのである。 1915年12月16El，特別間

関評議の大多数も，この法案に賛意、をしめすことをせず，その態度は1916年

末までつづいている 148)。

戦敢による権力の威信低下の傾向，経済危機による生活悪化から，開戦と

ともに激減したストライキが1915年に入ると急増しはじめた。 1915年7月13

日，内務大臣は， 1陸軍局の桂文品を完成させるために額兵猶予 (OTCpOQKa)

をうけて工場にのこされた兵役義務労働者は，労働にあてられた期間中にス

トライキに参加したり欠勤したりしたときは，交戦地に派遣するために即刻

集結点、におくられる，Jとしづ問状を発した。 9月2s， ベトログラ{ド家

管区司令官フロロフ将軍 (φPOJIOB)は命令 (rrp夜間3)を発して， ストライキ

;騒動者，参加者，重大なる理由なしの欠勤に対する処罰をつよめ，主事事裁判

で6年以下の禁錨に処する，これを防衛産業に従事するもののみならず，そ

の他の労働者にも適用する，としたO それに対し，モスグワ特別市長官はこ

れを論評して，全労{勤者に適用すると，対象が巨大すぎて鎮圧器難である，

したがって，これは，特別の場合にのみ適用すべきである，とした。しかし

1915年 9月， 内務省に「労働者のストライキ問題に関する各部局連絡評議

(Me)K，n:YBe，n:OMCTBeHHoe COBemaHue rro Borrpocy 3a6acToBKax pa6oQux) J 

が，工場監督官および工場主をまじえてひらかれ，そこでフロロフ将軍の命
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令が承認された。それにもとづき内務省、は， rストライキの予防と根絶に関
する規則 (DpaBH.JIa 0 rrpe江戸pe)KぇeHHHH rrpece可eHHH)Jを作成した。つ

いて、，フロロフ将軍にかわったトウマノフ将軍 (TyMaHOB) は 9月29日，

管区内でおこった市民の犯罪はすべて， る，としづ命令を発

した。 1915年末から1916年にかけて，ストライキのたびに労働者たちは部隊

におくられた。 1916年の秋になると，こんどは工業の状態が深刻になったた

めに，除隊されていない労働者が，戦線から工場によびかえきれはじめた。

これらの兵士=労働者は，全く箪率的競律のもとにあり，軍服を着用し，ス

トライキに参加したときには軍事野戦裁判にかけられる立場にあった149)。

労働者をフソレジヨアジーと協調させ，フツレジヨアジーの予備箪たらしめるべ

く構想された軍事工業委員会「労働者グループ I¥;1:， 1916年春の統計による

と， 293の地方 (0臼 aCTb) および地区 (MeCTa) 軍事工業委員会のうち70委

おし、て代表選出され， 36委員会において委員選出されるところまで実

現していた。しかし専制権力はストライキ運動の昂揚を前にして1917年 1月，

「労働者グループJを逮捕した150)0 2月革命はこのような時期におこった

のであった。
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